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概 要 
本研究の目的は、企業が提供する仕事と子育ての両立支援制度や両立支援施策、企業に培われた両立
支援を促す組織風土が、従業員の組織コミットメントや、従業員の配偶者からの支援に対して与える影
響を明らかにすることである。 
昨今、女性の社会進出が進み、多くの就労者世帯が共働き世帯となりつつある。また、三世代の同居世
帯は減少し、周囲の支援を得づらくなってきている環境の中で、子供を育てながら働く社会人は何かと
時間に追われながら、仕事と家庭で起こる出来事をマネジメントしなければならない現状がある。この
事態を打破するために、行政は男性の家事・育児の参画度合いを高めるためのリーダーシップを発揮し
ているが、現状では大きな変化を生み出しているとまでは言えない。その中で、次は企業が主体となって
仕事と子育てを両立できる社会を築くことに取り組むステージに移りつつあると考えられるが、企業と
してもどのような支援策が本当に効果的なのか、どのようにすれば持続的な成長を維持しながら働きや
すい職場を作れるのかについて試行錯誤している状況である。 
その中で、両立支援制度を拡充することは、企業のコストと捉えられてしまうことも少なくないが、過
去の研究からは、両立支援制度を整備することが、採用活動における外部者からの評価や企業に対する
従業員の評価を高めたり、従業員の職務満足感を向上させたりするなどのプラスの影響がもたらされる
ことも確認されている。 
そのため、本研究では、現在の両立支援先進企業の事例を参考にして質問項目を設計しながら、両立支
援制度・施策や両立支援を促す組織風土が、従業員の組織コミットメントに与える影響について分析を
試みることとした。調査は 2018 年 11 月に、仕事を持つ日本国内在住の社会人 181 名に対して、イン
ターネットを通じて「仕事と子育ての両立支援に関する調査」へ回答をして貰った。その調査結果を分析
すると、目的変数の１つである「組織コミットメント」からは、「情緒的コミットメント」「存続的コミッ
トメント」「規範的コミットメント」の３因子が抽出され、もう１つの「配偶者からの支援」においては、
「配偶者からのキャリア支援」「配偶者からの勤務先評価」の２因子が抽出された。また、「両立支援を促
す組織風土」においては、「仕事と育児の両立を前提とした業務体制」「会社の啓発活動」「パフォーマン
スベースの評価制度」「育児休業取得への受け入れ」「育児休業取得者への周囲の態度」の５因子が抽出さ
れ、これらの５因子と両立支援制度・施策全 19 項目を独立変数として重回帰分析を行った。その結果、
以下のような因果関係が確認され、「配偶者の転勤先の近くの事業所へ異動できる制度」と「育児休業取
得者への周囲の態度」が「情緒的コミットメント」に有意に正の影響を与えていることが確認された。ま
た、「配偶者からの支援」に影響を与えている両立支援制度や両立支援を促す組織風土は確認されなかっ
たものの、従業員の「配偶者からの支援」に関する認知は、従業員本人の組織コミットメントに有意に正
の影響を及ぼしていることが確認された。 
 
また、本研究を通じた仮説とその検証結果は以下のようになった。 
 
番号 仮説の内容 検証結果
仮説１
企業が仕事と子育ての両立支援制度・施策を整えると、
その企業に勤める従業員の組織コミットメントに正の影響を与える
一部支持
仮説２
企業に仕事と子育ての両立支援を促す組織風土が培われていると、
その企業に勤める従業員の組織コミットメントに正の影響を与える
一部支持
仮説３
企業が仕事と子育ての両立支援制度・施策を整えると、
その企業に勤める従業員が得る従業員の配偶者からの支援に正の影響を与える
不支持
仮説４
企業に仕事と子育ての両立支援を促す組織風土が培われていると、
その企業に勤める従業員が得る従業員の配偶者からの支援に正の影響を与える
不支持
仮説５ 「配偶者からの支援は、組織コミットメントに正の影響を及ぼす 支持
本研究の調査結果および先行研究との比較において明らかになったことと、実務への応用可能性は
以下の通りである。本研究の結果では、「配偶者の転勤先の近くの事業所へ異動できる制度」が情緒
的コミットメントに正の影響を与えていたが、過去の研究の内容を踏まえると、従業員の組織コミッ
トメントは必ずしも特定の両立支援制度の有無によって定まるのではなく、その人が所属する文化圏
やその時の社会背景においてより重視される支援内容が変わる可能性がある。また、制度の有無より
も、他社の両立支援制度と比較した時の自社の制度の相対的な充実度の方が重要である可能性もある
ことから、両立支援制度に対する従業員の捉え方に基づいた運用が重要であることが推察された。そ
のため、企業は定期的に従業員の支援に対するニーズを把握するための意識調査を行い、また他社の
取組内容に関する情報収集を怠ってはいけない。また、本研究では、幾ら両立支援制度・施策を充実
させても、仕事と子育ての両立に取り組む当事者の周囲のメンバーが否定的な言動を取ってしまうと
当人の組織コミットメントは下がってしまうことも確認された。その為、職場の中では短期的なメン
バーの休業に伴う業務負担の増加などの負の影響ばかりに着目せず、その従業員が組織へ長期的にも
たらすメリットに着目をして、温かい言葉を掛けてあげる必要があると言える。さらに、本研究の結
果をジェンダーや世代のグループごとに因果関係の構造を確認すると、それぞれ異なる因子間の関係
性が確認され、特に 40 代未満のサンプルを通じた分析結果からは、両立支援施策は、その支援を必
要としない従業員に不公平感を抱かせる可能性があることが示唆された。そのため、両立支援制度を
デザインする時には、仕事と子育てに取り組む社員を支える上司や同僚にとっても納得感が得られる
ような複合的な支援制度を構築する必要があることが考察できた。最後に、分析の結果から、配偶者
が勤務先をどう認知しているかが組織コミットメントに影響していることが確認されたため、昨今は
夫婦やパートナー間の関係性がより対等になり、双方で役割を持ち合いながら一緒にライフプランを
形成するようになってきた事情を踏まえ、従業員の配偶者が自社をどう評価するかについてのマネジ
メントにも企業が取り組む必要性が出てきていると考えられる。そのため、子の誕生時に対する従業
員の配偶者への働きかけなどを通じた新たなリテンション・マネジメントを企業は実践していく必要
があるだろう。 
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第１章 はじめに 
 
第１節 本研究の目的 
 本研究の目的は、検証的調査を通じて、企業の「仕事と子育ての両立支援制度・施策」
や「両立支援を促す組織風土」が、従業員の「組織コミットメント」や、従業員が得る
「配偶者からの支援」に与える影響度を明らかにすることである。 
 なお、調査はアンケート形式で行い、回答者の全体構造のみならずジェンダーや年齢に
よって因果関係の構造の違いについて回帰分析を通じて確認をする。これにより、「男性
の育児への参画」が求められる現代において、従業員のタイプ別に企業が異なるアプロー
チをする必要がもしあるとするならば、具体的にどのような取り組みが有効なのかを検証
する。 
 本研究の研究結果を通じて、企業が仕事と子育ての両立支援に対して積極的に取り組む
意義が確認され、そのことにより世の中の多くの社会人がパートナーや周囲の支援者と協
力をしながら仕事と子育ての両立に取り組めるようになり、その結果として業務パフォー
マンスと生産性も向上し、企業の成果に寄与することとなれば幸いである。  
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第２節 本研究の背景 
 筆者が「企業の仕事と子育ての両立支援」に問題意識を寄せた背景は、「日本における
男性の育児休業の取得が女性と比較した時に進んでいない事態」にある。厚生労働省が
2010 年 6 月より「イクメンプロジェクト」を立ち上げ、働く男性がより育児に関わった
り、育児休業を取得したりできる社会へと変えていくための取り組みを始めているが、私
自身の元に第一子が誕生した 2016 年度において、男性の育児休業の取得率は 3.16％であ
り、女性の取得率の 81.8％と比較した際に 25 倍の差が生じていたのが実状で、まだまだ
男性が育児に参画することは一般化しているとは言い難い。一方で、女性の就業率は年々
高まっており、伝統的な固定的性別役割分担意識1から生じる周囲からの期待にも応えな
がら、仕事にも取り組まねばならない過負荷な状態が続いていると推察される。 
 このような背景の中で、「仕事と子育ての両立支援」をさらに推進していくには、ジェ
ンダーに関わらず「仕事と子育て」を両立しながら生産的に働くライフスタイルを確立で
きるように各企業が後押しすることが求められるステージに移りつつあると考え、その為
に企業はどうすべきなのか、またその取組を行うことで企業にはどのようなメリットやデ
メリットが生じるのかを明らかにされていく必要があると言えるだろう。  
                                                     
1 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という価値観 
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第３節 本研究の構成 
 本研究は、全７章から構成される。 
第２章においては、本研究のテーマである企業の仕事と子育ての両立支援の取り組みの
概況、並びに両立支援が必要とされている背景や国が提供する両立支援制度の概要につい
てマクロデータや参考資料を基に確認をしていく。 
第３章においては、本研究のテーマである組織コミットメントの定義、組織コミットメ
ントが発達した経緯を確認した上で、類似概念との差異について述べていく。 
第４章においては、仕事と子育ての両立支援が企業活動や従業員にもたらす影響や、組
織コミットメントに関する先行研究をレビューする。特に、両立支援施策や両立支援的組
織文化が従業員の態度や企業業績に与える影響に関する論点を整理し、企業が両立支援に
取り組む意義を示す。また、組織コミットメントが、当人や組織にどのようなプラスの影
響を与えているかについての議論を踏まえ、組織コミットメントが従業員のパフォーマン
スや離転職意識への軽減、組織市民行動に正の影響を与えるという点を確認する。 
第５章においては、５つの仮説を設定した上で、仕事を持つ国内在住の社会人（n=181）
を対象とした「仕事と子育ての両立支援に関する定量的調査」の概要および結果について
まとめる。分析は、全体構造を整理した上で、ジェンダー別のサンプルの比較や 40 歳を基
準とした年齢別のサンプルの比較にも試みながら、「両立支援制度・施策」や、「両立支援
を促す組織風土」が「組織コミットメント」と「配偶者からの支援」にどのように寄与し
ているのかを多面的に分析する。 
第６章においては、調査結果に基づき５つの仮説を検証し、さらにその結果に至った要
因について、ジェンダー別の比較分析や年齢別の比較分析の結果も踏まえながら、多面的
に考察を試みていく。 
第７章においては、本研究の限界を示すと共に本研究を通じた実務的応用可能性につ
いて述べる。 
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第２章 企業による仕事と子育ての両立支援の概況 
「仕事と子育ての両立支援」とは、従業員が仕事と子育てを上手くバランスを取りな
がら勤務を続けるために組織が行う働きかけや諸制度・設備の整備を指している。1985
年に制定された男女雇用機会均等法に続き、1991 年に制定された育児休業、介護休業等
育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律をきっかけに、企業は従業員が多様な
事情を抱えながらも継続して勤務できる環境を整えてきた。また、近年は優秀な従業員を
採用するため、また優秀な従業員を失わないために、他社より手厚い両立支援体制を整備
することで、人材の確保・定着を試みる動きも見られている。第２章では、日本の状況、
両立支援におけるこれまでの経緯を振り返りながら、現在の企業の仕事と子育ての両立支
援状況や具体的な取り組み例について考察を試みる。 
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第１節 仕事と子育ての両立支援の必要性 
第１項  就業者数の推移 
2018 年（1～10 月）の平均就業者数は 6,671 万人で、データが存在する 1972 年から
2018 年にわたる長期の動きとしては約 1,500 万人の増加が見られる。（図２－１）背景に
は同期間の約 1,000 万人の人口増加の影響（図２－２）、女性就業者の増加に加え、景気
動向も影響を与えており、日本の人口は 2011 年をピークとして減少傾向に転じ始めた
が、就業者数においては 1997 年平均の 6,549 万人をピークに景気の後退局面で緩やかな
減少傾向が見られるようになり、2012 年の 6,282 万人を底にして再度上昇傾向に入り、
2017 年には 6,531 万人まで回復して 2018 年において計測史上最高値を記録している。 
図 ２-１ 日本の就業者数の推移（1972 年～2018 年） 
 
（出所：「総務省統計局の労働力調査」の結果に基づき、筆者作成）  
図 ２-２ 日本の総人口の推移（1972 年～2015 年/毎年 10 月 1 日時点） 
 
（出所：総務省統計局による「労働力調査」の結果に基づき、筆者作成） 
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第２項  契約形態別雇用者数の推移 
契約形態別の雇用者数2の推移を確認すると、2018 年 10 月時点で男女計 5,678 万人の役
員を除く雇用者がおり、その内の 62%の 3,522 万人が正規の職員・従業員であり、残りの
38%にあたる 2,156 万人がパート・アルバイト・契約社員・嘱託社員などの非正規の職
員・従業員である。性別ごと確認すると、男性は計 3,043 万人の役員を除く雇用者が居
て、うち 77.5%にあたる 2,357 万人が正規、22.5%にあたる 686 万人が非正規の職員・従
業員である。女性は 2,635 万人の役員を除く雇用者が居て、44.2%にあたる 1,165 万人が
正規、55.8％にあたる 1,471 万人が非正規の職員・従業員となっており、男女で契約形態
の割合が大きく異なっている。また、就労者数の推移の転換点であった 2012 年度時点と
2018 年度のデータを比較して見ると、役員を除く雇用者が 517 万人増えているが、正規
の職員・従業員の増加分はその内の 177 万人に留まり、非正規の職員・従業員が 340 万人
増加していて、（表２－１）増加分のおよそ 2/3 が非正規の職員・従業員によるものであ
る。同期間における男女別の雇用者増加の推移は、正規の職員・従業員の増加分では男性
が 53 万人、女性が 123 万人、非正規の職員・従業員の増加分では男性が 120 万人、女性
が 222 万人となっており、いずれの契約形態においても女性の雇用者数が伸張している。 
表 ２-１ 男女および雇用体系別の雇用者数の推移（2007～2018 年） 
  （単位：万人） 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 
男
女
計  
役員を除く雇用者  5,185 5,175 5,124 5,138 5,167 5,161 5,213 5,256 5,303 5,391 5,480 5,678 
正規の職員・従業員  3,449 3,410 3,395 3,374 3,355 3,345 3,302 3,288 3,317 3,367 3,423 3,522 
非正規の職員・従業員 1,735 1,765 1,727 1,763 1,812 1,816 1,910 1,967 1,986 2,023 2,036 2,156 
男  
役員を除く雇用者  2,947 2,928 2,874 2,865 2,887 2,870 2,885 2,898 2,908 2,938 2,957 3,043 
正規の職員・従業員  2,408 2,367 2,345 2,324 2,315 2,304 2,273 2,267 2,272 2,287 2,310 2,357 
非正規の職員・従業員 539 560 527 540 571 566 611 631 636 651 647 686 
女  
役員を除く雇用者  2,237 2,248 2,250 2,273 2,280 2,291 2,327 2,357 2,395 2,453 2,503 2,635 
正規の職員・従業員  1,041 1,043 1,050 1,051 1,040 1,042 1,029 1,022 1,045 1,080 1,114 1,165 
非正規の職員・従業員  1,196 1,205 1,200 1,223 1,241 1,249 1,298 1,335 1,350 1,373 1,389 1,471 
（出所：総務省統計局による「労働力調査」の結果に基づき、筆者作成） 
                                                     
2 自営業者や完全失業者を除く就労者の人数 
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第３項  家族類型別一般世帯数の推移 
総務省統計局の国勢調査の結果に基づくと、2000 年から 2015 年までの間に世帯数は 14%
（655 万世帯）増加し、2015 年時点の世帯数は約 5,300 万世帯である（図２－３）その内
訳としては、増加傾向にあるのが、単身世帯（550 万世帯増加）、夫婦のみの世帯（189 万
世帯増加）、女親と子供世帯（103 万世帯増加）、男親と子供世帯の（17 万世帯増加）で、
減少傾向で顕著なのが夫婦と子供世帯の（-61 万世帯減少）、夫婦と子供と両親のいわゆる
三世代同居世帯（-73 万世帯減少）、夫婦と子供とひとり親世帯の（-86 万世帯減少）であ
る。（図２－４）同期間の核家族世帯数に大きな変化は見られないが、夫婦と子供という組
み合わせの世帯が減少し、大人１人で子供を育てながら生活をしている世帯が増えている。
また、三世代同居世帯が著しく減少しており、就労者が世帯内で家事・育児の支援を得る
ことが難しくなっている様子がうかがえる。 
 
図 ２-３ 家族類型別一般世帯数の推移（2000 年～2015 年） 
 
（出所：総務省統計局による「国勢調査」の結果に基づき、筆者作成） 
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図 ２-４ 家族類型別一般世帯数の推移（2000 年～2015 年） 
 
（出所：総務省統計局による「国勢調査」の結果に基づき、筆者作成） 
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第４項  共働き世帯数の推移 
 1980 年～2017 年に渡る専業主夫世帯と共働き世帯の推移を確認してみると、1980 年と
2017 年では専業主婦世帯と共働き世帯の数が逆転しており、現在は専業主婦世帯の 2 倍
近い 1,188 万世帯が共働き世帯となっている。（図２－５）この世帯数は、高齢者世帯を
除く夫婦世帯の中でおよそ６割を占めており、夫婦世帯における主要なライフスタイルが
共働きとなっている様子がうかがえる。 
 
図 ２-５ 専業主婦世帯数と共働き世帯数の推移 （1980 年～2017 年）3 
 
（出所：厚生労働省による「厚生労働白書」に基づき、筆者作成） 
  
                                                     
3 2011 年は岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果 
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第５項  合計特殊出生率と出生数の推移 
 厚生労働省の人口動態統計のデータに基づき、ここ 30 年の日本の合計特殊出生率4のト
レンドを見てみると、2002 年頃までは長らく減少傾向にあったが、近年は若干の増加傾
向が見られており、2017 年度のデータで 1.43 という値を示している。また、この合計特
殊出生率を 5 歳毎の年齢区分別に確認をしてみると、1987 年の時点では、25 歳～29 歳の
層の出産がその年の全体の半分を占めており、20 歳～34 歳までの女性が子供を産んでい
た中心の世代であったことが確認できるが、2017 年の時点では、25 歳～29 歳の層の出産
は全体の 1/3 にも満たない割合となり、最も出産が多い年齢区分は 30 歳～34 歳となって
いる。その結果、子供を産んでいる中心の世代も 25 歳～39 歳へと上昇していることが確
認できる。（表２－２） 
 
表 ２-２ 合計特殊出生率の推移（1987～2017 年/ 5 年毎） 
年齢  
昭和 62 年  
（1987） 
平成 4 年 
（1992） 
平成 9 年 
（1997） 
平成 14 年  
（2002） 
平成 19 年  
（2007） 
平成 24 年  
（2012） 
平成 29 年  
（2017） 
1.69 1.50 1.39 1.32 1.34 1.41 1.43 
15～19 歳  0.0194 0.0187 0.0206 0.0298 0.0246 0.0219 0.0170 
20～24 0.2798 0.2240 0.1933 0.1979 0.1831 0.1607 0.1378 
25～29 0.8289 0.6585 0.5448 0.4648 0.4341 0.4325 0.4077 
30～34 0.4597 0.4704 0.4700 0.4410 0.4614 0.4916 0.5128 
35～39 0.0933 0.1174 0.1424 0.1633 0.2025 0.2525 0.2910 
40～44 0.0093 0.0125 0.0165 0.0213 0.0305 0.0448 0.0596 
45～49 0.0002 0.0003 0.0004 0.0005 0.0008 0.0012 0.0016 
（出所：厚生労働省による「人口動態統計」の結果に基づき、筆者作成）  
                                                     
4 15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの 
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別のデータにて、1985 年と 2017 年時点の出産を経験した女性の平均年齢を確認してみ
ると、28.6 歳から 32.0 歳へと上昇している傾向が見られ、全体的に出生率は回復傾向に
あるものの、出産年齢の高齢化が進んでいる様子がうかがえる。（表２－３）また、同デ
ータに基づいて出生数の推移を確認してみると、1985 年時点の 143 万人の子供が誕生し
ていたのが、2017 年時点では 94 万人まで減少しており、およそ 2/3 程度の割合となって
いる。（表２－４） 
 
表 ２-３ 母体の平均出産年齢の推移（1985～2017 年）/単位（歳） 
出生順位  
昭和 60 年 
(1985) 
平成 2 年 
(1990) 
平成 7 年 
（1995） 
平成 12 年 
（2000） 
平成 17 年 
（2005） 
平成 22 年 
（2010） 
平成 27 年 
（2015） 
平成 28 年 
（2016） 
平成 29 年 
(2017) 
総 数   28.6 歳   28.9 歳   29.1 歳   29.6 歳   30.4 歳   31.2 歳  31.8 歳  31.9 歳   32.0 歳 
第１子  26.7 27.0 27.5 28.0 29.1 29.9 30.7 30.7 30.7 
第２子  29.1 29.5 29.8 30.4 31.0 31.8 32.5 32.6 32.6 
第３子  31.4 31.8 32.0 32.3 32.6 33.2 33.5 33.6 33.7 
（出所：「厚生労働省の人口動態統計」の結果に基づき、筆者作成）  
 
表 ２-４ 年間の出生数の推移（1985～2017 年）/単位（人） 
出生順位  
昭和 60 年 
(1985) 
平成 2 年 
(1990) 
平成 7 年 
（1995） 
平成 12 年 
（2000） 
平成 17 年 
（2005） 
平成 22 年 
（2010） 
平成 27 年 
（2015） 
平成 28 年 
（2010） 
平成 29 年 
(2017) 
総 数 1,431,577 1,221,585 1,187,064 1,190,547 1,062,530 1,071,304 1,005,677 976,978 946,065 
第１子  602,005 531,648 567,530 583,220 512,412 509,736 478,082 459,751 439,257 
第２子  562,920 459,569 428,394 434,964 399,307 390,212 363,225 355,784 348,833 
第３子以上  266,652 230,368 191,140 172,363 150,811 171,356 164,370 161,443 157,975 
（出所：厚生労働省による「人口動態統計」の結果に基づき、筆者作成） 
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第６項  待機児童数の推移 
 厚生労働省の人口動態統計のデータに基づき、2005 年から 2018 年にわたる毎年 4 月 1
日時点の待機児童数の推移を見てみると、年度によって差異があるが、20,000 人前後で
推移していることが確認できる。保育所の定員においては、国の後押しもあって右肩上が
りで増え続けており、待機児童数減少の一助となっていると考えられる。（図２－６） 
 また、地域別の傾向を確認してみると、東京、千葉、埼玉、兵庫、沖縄など主に都市圏
に待機児童が多く、100 人以上の待機児童がいる 48 市区町村を確認すると（表２－５）、
都市部の県庁所在地や、都市部の企業に勤務する人達が暮らしているベッドタウンとなっ
ている自治体の名前が並んでいる。都市部には多くの企業が本社機能を構えているため、
政府の取り組みに並んで企業としても独自に支援を行う必要が生じていると考えられる。 
 
図 ２-６ 待機児童数と保育所定員の推移（2005～2018 年/各 4 月 1 日時点） 
 
（出所：厚生労働省による「人口動態統計」の結果に基づき、筆者作成） 
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表 ２-５ 待機児童数が 100 人以上で待機児童率の高い自治体（2018 年 4 月 1 日時点） 
 
（出所：「厚生労働省による「保育所等関連状況取りまとめ（2018 年４月１日）」より筆者作成） 
順位 都道府県 市区町村
申込者数
（単位：人）
待機児童数
（単位：人）
待機児童率
（単位：％）
1 沖縄県 南風原町 1,919 194 10.11%
2 沖縄県 西原町 1,218 106 8.70%
3 福岡県 筑紫野市 2,218 181 8.16%
4 兵庫県 明石市 7,149 571 7.99%
5 福岡県 大野城市 2,290 173 7.55%
6 沖縄県 南城市 1,951 143 7.33%
7 東京都 国分寺市 2,848 202 7.09%
8 千葉県 印西市 2,062 133 6.45%
9 東京都 目黒区 5,719 330 5.77%
10 沖縄県 うるま市 4,462 236 5.29%
11 兵庫県 西宮市 8,166 413 5.06%
12 沖縄県 沖縄市 5,272 264 5.01%
13 東京都 三鷹市 3,835 190 4.95%
14 千葉県 八千代市 2,975 144 4.84%
15 東京都 台東区 3,838 183 4.77%
16 千葉県 習志野市 3,023 144 4.76%
17 千葉県 浦安市 3,760 168 4.47%
18 東京都 府中市 5,602 248 4.43%
19 千葉県 市川市 9,192 385 4.19%
20 東京都 中央区 4,882 188 3.85%
21 東京都 日野市 3,879 139 3.58%
22 東京都 江戸川区 13,214 440 3.33%
23 東京都 西東京市 3,914 129 3.30%
24 岡山県 岡山市 17,491 551 3.15%
25 埼玉県 朝霞市 3,382 106 3.13%
26 東京都 渋谷区 4,966 151 3.04%
27 東京都 調布市 5,718 167 2.92%
28 東京都 墨田区 6,567 189 2.88%
29 東京都 世田谷区 17,306 486 2.81%
30 東京都 中野区 6,120 171 2.79%
31 兵庫県 宝塚市 4,273 116 2.71%
32 広島県 東広島市 4,714 118 2.50%
33 神奈川県 藤沢市 7,518 174 2.31%
34 福島県 福島市 5,027 112 2.23%
35 東京都 文京区 5,022 100 1.99%
36 東京都 町田市 7,780 146 1.88%
37 兵庫県 尼崎市 8,349 155 1.86%
38 茨城県 つくば市 6,345 116 1.83%
39 東京都 大田区 13,883 250 1.80%
40 東京都 足立区 12,739 205 1.61%
41 兵庫県 姫路市 11,700 185 1.58%
42 東京都 板橋区 12,529 185 1.48%
43 埼玉県 さいたま市 22,889 315 1.38%
44 沖縄県 那覇市 10,779 138 1.28%
45 鹿児島県 鹿児島市 13,309 158 1.19%
46 兵庫県 神戸市 28,232 332 1.18%
47 岡山県 倉敷市 11,701 125 1.07%
48 宮城県 仙台市 20,752 138 0.66%
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第７項  子育て世代の心理状況 
 夫婦が「理想の子ども数を持たない」選択をする場合、主に「経済的な理由」「年齢・身
体的理由」「育児負担」といった点が理由に挙げられ、その中でも特に「経済的な理由」が
大きな要因となっている。2017 年のユースフル労働統計の発表では、大卒の女性が同一企
業で生涯勤めた場合に得られる賃金は平均で 2.167 億円5であり、仮に出産を機に仕事を辞
めてしまうとなると約 2 億円の世帯収入の機会損失に繋がりかねない。その為、理想の子
ども数を持つためには、働きながら子育てがし易い環境と、子育てをする社員のための経
済的な支援に積極的な企業に人気が集まることに繋がることが推察される。（表２－６） 
表 ２-６ 理想の子ども数を持たない理由 （単位：％） 
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30 歳未満 83.3  21.1  18.9  3.3  3.3  5.6  10.0  12.2  5.6  4.4  7.8  11.1  
30～34 歳 76.0  17.2  18.9  13.3  12.9  15.5  21.0  13.3  4.3  9.9  9.9  7.3  
35～39 歳 69.0  19.5  16.0  27.2  16.4  15.0  21.0  11.6  6.9  8.9  8.1  7.5  
40～49 歳 50.3  14.3  9.9  47.3  23.8  22.5  15.4  9.9  10.2  6.2  6.1  3.7  
合計 60.4  16.8  13.2  35.1  19.3  18.6  17.4  10.9  8.3  7.4  7.2  5.6  
（出所：国立社会保障・人口問題研究所による「第 14 回出生動向基本調査（2010 年）」の結果に基づき、筆者作成）  
                                                     
5 60 歳までの勤務を前提にし、退職金を含めていない 
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 また、スリール社の調査では、出産を経験していない 20 代～30 代の働く女性の 92.7%
が仕事と育児の両立に不安を感じており、その原因としては、「会社の中での働き方・子育
て中の社員を見て」が 73.3%で最も回答割合が高く、会社の中での先輩や同僚が両立に苦
しむ姿や、会社や上司からの日頃の対応、現状の働き方を踏まえて、組織の支援を得られ
ることが難しいと考え、仕事と子育ての両立が難しいように感じている様子がうかがえる。
（図２－７） 
 
図 ２-７ 両立不安を感じる原因となったシーン （単位：％） 
 
（出所：スリール株式会社による「両立不安白書（2017）」の結果に基づき、筆者作成） 
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また、内閣府が行った「家族と地域における子育てに関する意識調査（2013）」によると、
世代・性別における家庭での育児や家事の役割に関する認識は、年代が若くなればなるほ
ど、妻が家事や育児の役割を中心に担うのではなく、夫婦で分担する意識が高まっている
ことが確認されており、男性の 60 代においては妻が家事・育児の中心であると答えた割合
が 6 割を越えているところ、男性の 20 代においては同様に答えた割合が 3 割を下回って
いるなど、意識に大きな乖離が見られる。企業は、女性の仕事と子育ての両立だけを支援
すれば良いのではなく、性別に関わらず従業員の両立支援に取り組むことが期待されるよ
うに変わりつつあると言えるだろう。（図２－８） 
図 ２-８ 家庭での育児や家事の役割についての意識（単位：％） 
 
（出所：内閣府による「家族と地域における子育てに関する意識調査（2013）」の結果に基づき、筆者作成） 
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第８項  まとめ 
ここ 30～40 年に渡る就労者や出産・育児に関するデータを確認してみると、就労者数
や雇用者数は全体傾向として増加傾向にあり、特に女性の社会進出が進み、その事を後押
しするように政府も企業も仕事と子育ての両立支援に取り組むようになった。 
また、子育て世代においては、「子どもを持ちたい」と思った時に、世帯規模が縮小傾
向にあるという環境の変化に加え、多くの世帯が共働きであり、都市部では保育施設へ預
けることも簡単ではない状況下で、働きながらではないと子どもを持つことが現実的に難
しいという経済的な事情から、十分な収入を得ながら子育てに取り組むために、企業に対
して子育て期間における経済的な支援や、子育て期間における勤務体系における配慮を期
待している状況がうかがえる。 
 そして、昨今は家事や子育てに関与したいと考える男性の就労者も増加傾向にあり、ま
た過去に比べて三世代同居が減少している中で、夫婦およびパートナー間の育児における
協力体制がより重要となっている。加えて、両立不安を抱える女性の多くが職場の光景を
原因として不安を抱いているため、両立支援制度を充実させるだけでなく、運用の部分に
も目を向けた仕事と子育ての両立が本当に実践できると感じられる企業の風土が培われて
いるかという点についても従業員は注目するようになってきていると考えられる。  
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第２節 育児・介護休業法および雇用保険法による両立支援 
 育児・介護休業法は、厚生労働省のパンフレットに基づくと、「就労」と「結婚・出
産・子育て」、あるいは「就労」と「介護」の「二者択一構造」を解消し、「仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）」 を実現することで、持続可能で安心できる社会を作
るための制度で、多様な働き方の選択を可能とする社会を作り、人々の希望を実現した
り、活力を維持したりすることを目指した施策である。 
 1991 年に育児休業法が制定された後、1995 年に育児・介護休業法に改正され、その後
2001 年に更に両立支援策を充実させるために大幅改正が行われた。2004 年の改定では育
児・介護休業法の対象となる労働者が契約社員などの有期雇用者にも拡大され、2009 年
の改定時には男女ともに子育て等をしながら働き続けられる雇用環境を整備するためにパ
パママ育休プラス制度などが導入された。2016 年には、看護休暇を半日単位で取得可能
にしたり、育児休業の対象となる子を拡大したりする改定も加えられ、直近の 2017 年の
改定では子どもを保育施設に預けられない場合に認められる育児休業期間が 1 歳 6 ヶ月か
ら 2 歳に延長されるなど、およそ 15 年の間に多様な事情を抱える就労者が働き続けられ
るような環境が整備されてきた。 
同法による主な仕事と子育ての両立支援の内容は次項の通りである。（表２－７） 
 
表 ２-７ 育児休業法に基づく育児のための両立支援制度 
名称 概要 
育児休業 最長２歳まで、育児のために休業できる制度 
短時間勤務制度 所定労働時間を１日原則６時間に短縮できる制度（３歳まで） 
所定外労働の免除 所定労働時間を越える残業が免除される制度 
子の看護休暇 子どもの病気の看護などのために仕事を半日単位で休める制度 
法定時間外労働の制限 法定時間を越える残業に一定の制限を設ける制度 
深夜業の制限 深夜（午後 10 時から午前５時）の就労を制限する制度 
転勤の配慮 育児期の従業員の転勤に一定の配慮を求める制度 
マタハラ・パタハラ 
などの防止措置義務 
事業主・上司・同僚からの、妊娠・出産、育児休業、介護休業等を 
理由とする嫌がらせ等を防止する措置を講じることを事業主へ義務付け 
（出所：厚生労働省による「育児・介護休業法のあらまし」に基づき、筆者作成） 
26 
 
雇用保険法では、労働者が育児休業を取得しやすくし、職業生活の円滑な継続を援
助、促進することを目的に、労働者が 1 歳未満の子を養育するための育児休業を行う場合
に給付金を支給する育児休業給付制度を整備している。1995 年の制度創設時には、休業
開始前賃金の 25％を支給する仕組みであったが、2000 年の制度改正時に 40%、2005 年度
の改正時には保育所が利用できない等の事情がある場合は養育する子が 1 歳 6 ヶ月になる
まで給付金が支給されることが認められ、2007 年度の改正時に 50％へと給付率が上昇
し、2009 年には育児休業期間と復帰後 6 ヶ月に分けていた給付金を休業中に全額支払う
制度へと改定された。さらに、2014 年の改正では育児休業取得から半年間に渡る給付金
の支給額が休業開始前賃金の 67%までに引き上げられ、直近の 2017 年の改正では、子を
保育施設に預けられない場合は 2 歳になるまで給付金が支給されるような変更が加えら
れ、ここ 20 年間に渡る同制度による保障の拡充によって、収入の減少を恐れて育児休業
の取得を躊躇する人達の心理的な負担は軽減されるようになったと言えるだろう。（表２
－８） 
 
表 ２-８ 雇用保険法に基づく育児休業給付金の給付率の推移 
  
2000 年改正以前  
 （1995 年 4 月創設）   
2000 年改正  
 （2001 年 1 月施行）  
2007 年改正  
（同年 10 月施行） 
2009 年改正  
（2010 年 4 月施行） 
2014 年改正  
（同年 4 月施行） 
給  
付  
率  
給付率の合計  
25% 
育児休業基本給付金  
（20%）  
職場復帰給付金  
（5%）  
給付率の合計  
40% 
育児休業基本給付金  
（30%）  
職場復帰給付金  
（10%）  
給付率の合計  
50% 
育児休業基本給付金  
（30%）  
職場復帰給付金  
（20%）  
給付率の合計  
50% 
全額休業期間中に支給  
給付率の合計  
50～67% 
最初の 6 ヶ月間 
（67%）  
6 ヶ月目以降  
（50%）  
（出所：厚生労働省による「職業安定分科会雇用保険部会の資料」に基づき、筆者作成） 
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第３節 企業による仕事と子育ての両立支援の実施状況 
第１項  厚生労働省が取り上げている取り組み事例 
 厚生労働省委託事業女性の活躍・両立支援総合サイトにて、2011 年から毎年様々な業
種・規模の企業における両立支援の取り組み事例が紹介されている。取り上げられている
企業の特徴としては、テレワーク等の多様な働き方を認めている企業、妊娠中や子育て中
の社員の継続就業を支援している企業、出産・育児休業を経て活躍している社員のいる企
業など幾つかの分類に分かれており、それぞれの企業で取り組みが始まったきっかけ、取
り組み内容、取り組みの効果、今後に向けての課題が紹介されている。本項では、それら
の事例の中から仕事と子育ての両立支援に取り組んでいる企業に絞り、先進企業の支援内
容やその効果を考察していく。（別表１） 
 厚生労働省に選ばれた両立支援先進企業の状況に基づくと、取り組みのきっかけとなっ
ているのは「経営者や会社の理念、ビジョンが発端となっているパターン」「従業員の構成
上、雇用を維持するために必要性が生じたパターン」「事業の性質上、主に女性を中心とし
た多様な視点を商品・サービス開発へ取り入れたいパターン」の 3 つに大別することがで
きるだろう。具体的な取り組み内容としては、主に「法で定められた制度を上回る休暇や
金銭支援」に加えて、「制度や取り組みを周知する活動」「柔軟な働き方を認める制度や職
場風土」「子育てをしながら働く社員を支え合う風土づくり」などが目立っている。取り組
みの効果については、業種・職種によって様々だが、「採用活動時の志願者の増加」や「離
職率の改善」「本業の営業活動にポジティブな効果」や、「社員のモチベーションの向上」
「社内のコミュニケーションの活性化」「新たなロールモデルの誕生」といった事例が目立
っている。今後の課題としては、「介護との両立支援制度の拡充」「育児等を行っていない
社員との不公平感の解消」「定着した女性社員のキャリアアップ支援」「男性社員に対する
啓発活動」などが目立っている。  
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第２項  企業が独自に取り組んでいる両立支援の事例 
 厚生労働省委託事業女性の活躍・両立支援総合サイトにて紹介されている企業以外に
も、ユニークな仕事と子育ての両立支援制度を導入している事例が見られる。本項では、
それらの取り組み内容やその効果について考察をしていく。 
 
①仕事と子育ての両立支援を支える同僚への手当―株式会社レナウン  
株式会社レナウンでは、2018 年の 3 月より育児休業から復帰し、短時間勤務等で働く
販売員が所属する店舗において、その短時間勤務取得者の同僚に対する金銭手当を支給す
る「ほほえみサポーター手当の支給」6を行っている。これは、同社の発表によると、子
育てをする販売員を配慮するために被る負担や勤務の調整に対して会社が報いることで、
現場での協力体制を強固にすることを狙った取り組みである。この取り組みは本条第 1 項
で取り上げた企業群から今後の課題として挙がっていた「育児をする社員と通常の勤務を
している社員の公平感の担保」に対して、企業独自の制度で対応を試みた事例だと言える
だろう。 
 
②配偶者の転勤先の同業他社へ転籍できる制度―地銀人材バンク 
全国 64 行の地方銀行によって創設された地銀人材バンクでは、配偶者の転勤や結婚等
で転居を伴う必要性が生じた行員を転居先の地銀に紹介し、キャリアを継続する支援を行
っている。受け入れる企業としては、銀行業務特有のスキルを有した即戦力を迎えいれる
ことができ、転籍をする従業員としては、これまで積み上げた経験を活かして転居先で活
躍することができる制度となり、相互にとってメリットが得られる企業の枠組みを超えた
施策である。夫婦共働き世帯が増えている今、本制度は全国に拠点を持たない同業種の企
業群が取り組める１つ手法として注目されており、2018 年時点で日本生活協同組合連合会
や全国信用金庫協会もこの取り組みを取り入れている。 
 
  
                                                     
6 1 人の短時間勤務者あたり 3,000 円／月が支給される制度 
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③仕事と子育ての両立に取り組む人を特別視しない―株式会社資生堂 
株式会社資生堂は、2013 年 11 月より育児に取り組む美容部員であっても、夕方の時間
帯や土日の勤務に従事することを求める改革を行っている。この取り組みは、化粧品販売
のピークタイムである平日の夕方と土日の時間帯の勤務を特定の社員に対して免除してし
まうと、子供を有していない社員への負担が高まると同時に、美容部員として最も輝ける
仕事の機会を従業員が得られないことから、敢えて特別視をしないことで従業員の生産性
を高めることを狙った取り組みである。この制度変更は、一見、両立支援制度を無くした
改悪の施策に見えることから、「資生堂ショック」という名称でメディアを騒がせたが、
同社は両立を支援するステージを超えて、様々な事情を抱える社員が、そうでない社員と
同じように輝ける職場を目指して他の企業のロールモデルとなるべく世の中に対してリー
ダーシップを発揮しようと試みている。 
 
④手厚い給与保障／欠員を活かしたキャリア開発―米系 IT 企業 A 社7 
米国系の大手 IT 企業 A 社の日本法人では、優秀な人材を惹きつけるために手厚いサポ
ートを従業員に施しおり、仕事と子育ての両立においてもユニークな取り組みを行ってい
る。まず、育児休業制度においては、累計３カ月間に渡って休業前の給与相当額を保障す
る有給の育児休暇を本人の裁量で複数回に分担して取得することが認められている。先進
事例でも有給での育児休暇は１日から数日の企業が多かったことから比較すると、格段に
手厚い保障である。また、人材の配置においても、欠員の出たポジションに従業員が自発
的に手を上げてチャレンジをしたり、複数のプロジェクトを兼任したりできる仕組みが整
備されており、子育て等で従業員の欠員が出ることを逆に他の従業員のキャリア開発の機
会として活用している点も特徴的である。  
  
  
                                                     
7 同社の従業員とその配偶者に対して行った 2017 年 8 月のインタビューを基にしている 
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第３項  新たな企業向け両立支援サービス 
 各企業が一社単独にてあらゆる仕事と子育ての両立支援に取り組むには限界がある。
そこで、人事業務の支援サービスを提供している企業が、新たな両立支援サポート事業を
立ち上げ、そのサービスの導入企業の仕事と子育ての両立支援に取り組む姿が見られてい
る。 
 
①保活コンシェルジュサービス  
株式会社マザーネットは、病児保育・ベビーシッター・家事代行業務を中心にしてき
た家事・育児支援の企業であるが、2013 年 10 月より「保活コンシェルジュサービス」を
提供している。本サービスは企業と育児休業中の従業員の間に入って、育児休業者がスム
ーズに職場復帰を果たせるように居住地域に合わせて保育所や保育園に入園するための自
治体毎の運用ルールや手続きについての情報提供を行っている。特に転勤等で不慣れな土
地で生活をしている従業員や早期に職場復帰を希望している従業員にとっては、子が幼い
間は気軽に外出することが難しいため、手足となって情報を集めてくれる同社のサービス
は有用である。また企業側の立場では、各地域によって事情が異なる保育の事情を自社で
把握しないで済むコスト削減のメリットと、従業員が職場復帰するための手続きを適切に
行っているかを第３者の立場で管理してくれることがメリットとなり、特に女性従業員の
多い企業にて採用するケースが見られている。 
 
②仕事と子育ての両立体験をする教育機会 
 株式会社リクルートマーケティングパートナーズと株式会社スリールは、2016 年より
「育ボスブートキャンプ」という仕事と育児の両立体験を擬似的に得られる研修サービス
を提供している。対象者は、数日間に渡りダイバーシティや子育てに関する基礎的な講義
の受講や多様性について考えるワークショップへ参加すると伴に 17 時に退社をして、あ
る家庭の子供の親となったつもりで保育園へのお迎え、夕食準備、寝かしつけなどの一連
の家事・育児を実施することが求められる。本研修の効果としては、多様な制限を抱えな
がら働く社員の事情を理解できる従業員が増えることや、これから子供を持ちたいと考え
ている社員のキャリアプランが明確になることなどが期待され、両立支援制度があっても
職場の理解が得られないという問題への解決策の１つとしての効果が期待されている。  
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第４節 男性従業員の仕事と子育ての両立 
第１項  ジェンダーによる育児休業の取得率の違い 
厚生労働省の「平成 29 年度雇用均等基本調査」に基づくと、ジェンダーによって育児
休業の取得率には大きな乖離が生じている。男性もここ 10 年のトレンドとしては取得率
が上昇傾向にあるが、それでも全体で 20 人に 1 人程度の割合であり、80%を常に上回っ
ている女性とは異なり、男性が育児休業を取得することはまだまだ稀なケースだと言える
だろう。（図２－９） 
図 ２-９ 男女別の育児休業取得率の推移（2007 年～2017 年） 
 
（出所：厚生労働省の「平成 29 年度雇用均等基本調査」に基づき、筆者作成） 
 
この事を踏まえ、明治安田生活福祉研究所が行った 2014 年 3 月に行った全国の 20 歳～
49 歳男女 3,616 人に対して行った「『出産と子育て』に関する調査結果」を確認してみる
と、育児休業の取得に前向きな人が男性全体の 50%以上を占めている一方で、育児休業を
取得したくないと考えている男性も 36%ほどおり、その理由として約 2/3 が「収入が減り
家計が苦しくなる」を選択していた。また、20%前後で、「職場が育児休業を取りにくい雰
囲気である」「評価・昇進・配置等で不利になる」「周囲に制度を利用している人が居ない」
「仕事を優先させたい」「配偶者が休むから」といった声が挙がっている。この後に育児休
業給付金の給付率引き上げが行われているため、状況は少し改善をしているが、男性にと
って育児休業を取得することはリスクが伴う行動であると認識されていると言える。 
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第２項  まとめ 
男性従業員も育児休業を取得することに対して前向きな姿勢を示しているものの、依然
として実際に育児休業の利用は一般化しているとは言えない状況がある。この事は男性自
身の意識の問題や、そのような風土がない等の環境の問題という要因があるが、若い年代
であればあるほど、役割を共有することに積極的であることを考えると、今後より焦点が
あたるのは組織の制度や風土となる。 
女性の視点で考えると男性が育児・家事に関わることができないと、自分自身だけの力
で仕事と家庭の両立を図らないといけなくなってしまうため、配偶者の勤務先が両立支援
にどの程度積極的であるか、夫が家庭にエネルギーを配分できるような組織風土なのかは
重大な関心事項であると言えるだろう。その為、もし配偶者である夫の勤務先や上長が夫
婦の子育てを積極的に支援してくれるようであれば、妻は夫の会社に対して肯定的に評価
をする可能性があるし、逆に長時間労働が常態化していたり、夫の育児参加を阻害するよ
うな働きかけや言動が行われていたりする事態を耳にすれば、夫の勤務先や職業に否定的
な評価を下すこともあり得る。子育ては、夫婦で協働して取り組む大きなプロジェクトで
あるが故に、お互いの勤務先についての情報に敏感となるのである。 
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第３章 「組織コミットメント」の定義 
 
 「組織コミットメント」は、人が所属している組織に対するコミットメントの度合を表
す概念で、特にその組織に対する当人の愛着や執着の程度の高さを表す概念とも言える。
企業活動においては、組織コミットメントは従業員の離職意思や業務パフォーマンスに影
響を与える要因として、古くから着目されているが、一方でキャリア・コミットメント、
プロフェッショナル・コミットメント、ジョブ・インボルブメント、組織アイデンティフ
ィケーション、ワーク・エンゲイジメントなど、類似概念も少なくない。第３章では、
「組織コミットメント」の発達を概観し、「組織コミットメント」の領域を明確に定義す
ることを試みる。 
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第１節 組織コミットメントの確立 
「組織コミットメント」は 1960 年代頃から研究が進んでいった比較的成熟した概念
で、田尾（1997）によると、「組織と人問の，いわば心理的な距離を測るために非常に使
い勝手のよい概念であること」から、研究家だけでなく実務家の中でも重要視されてきて
いる。 
まず、最初に組織コミットメントの概念に対する枠組みを提供したのが、Becker
（1960）で、組織コミットメントとは、組織と個人の交換関係の上に成り立つという前提
に基づき、従業員は、今その職場にいることによって得ているもの、あるいは今までに投
資したものと、職場をやめたときに失うもの、あるいは新しい職場にいったときに新たに
背負い込むことになる負担等を考慮して、今現在の職場を選択すると考えた。具体例とし
て、離職をして新たな会社へ転職すれば、より良い条件の仕事に就けるにもかかわらず、
その仕事を人が辞めない時には、それ以外の要素を考慮した上でのコミットメントの度合
が影響を及ぼしているという考え方である。この考え方は後に「功利的コミットメント」
や「存続的コミットメント」と定義され、組織コミットメント概念の発達に大きく寄与し
た。 
その後、Etzioni（1961）は，組織コミットメントを「精神的関与（moral 
involvement）」「計算的関与（calculative involvement）」「疎外的関与（alienative 
involvement）」に分類し、組織に対する精神面におけるポジティブな志向性という要
素、組織に残ることの利害関係を考慮する要素、本人の意志と関わらずに組織に属す必要
性があるという要素という概念を用いて枠組みを広げることに寄与した。 
続いて Kanter（1968）が「存続（continuance）コミットメント」「凝集（cohesion）
コミットメント」「統制（contro1）コミットメント」という概念を提唱し、それら 3 つが
高い相互関係を有していることを発見した。1960 年代の研究を通じて、組織コミットメ
ントは大別して本人の損得勘定に基づくコミットメントである存続コミットメントと、本
人の心理的なコミットメントという概念の存在を抽出することになったのである。  
1970 年台になると、Kidron（1978）が、組織コミットメントを「精神的（moral）コ
ミットメント」と「計算的（calculative）コミットメント」に分類し、更に Mowday, et 
al（1979）が組織コミットメントについて「組織の価値や目標の共有，組織に残りたいと
いう願望，組織の代表として努力したいという意欲などによって特徴づけられる，組織へ
の情緒的な愛着」という定義を提唱し、更にそれらを測る手段として OCQ と呼ばれる 15
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項目の尺度を開発した。この尺度は、広く受け入れられることに繋がり、「情緒的」一
「功利的」の 2 次元での組織コミットメントの分析が発達することになった。 
1990 年代に入ると、Allen & Meyer（1990）による感情的要素 （affective），存続的要
素（continuance），規範的要素（normative）の 3 次元で組織コミットメントを捉えよう
とする考えが登場した。感情的要素は、従来の Mowdy et al(1979)の研究における情緒的
な要素と類似しており、存続的要素とは従来の功利的コミットメントのような組織に残る
必要性の存在について言及しているが、尺度の方向性としては功利的コミットメントが
「組織に残ることで利が得られるため残る」という文脈であるのに対し、存続的要素は
「辞めれば失われるものが多いので留まる」というマイナス回避の考え方である。規範的
要素とは、これまでとは毛色の違う概念で、「理屈ぬきに組織にはコミットすべきであ
る」といった忠誠心の存在があることが提唱されている。 
このように、組織コミットメントについては欧米の研究を中心に発達し、産業界にも
浸透した概念となっていったが、「蓄積が膨大であるからこそ、組織コミットメントに関
する研究は，さまざまな立場から，そして，さまざまな視点からの調査や理論研究が錯綜
し，論理の一貫性を相互に欠くようなことにもなる」という指摘もある。（田尾，1997）
それぞれの地域、業界や職種、時代における違いによって、異なる組織コミットメントの
構造が見られることもあり、それぞれの状況における再分析や検証が求められていると言
えるだろう。 
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第２節 類似概念との比較 
第１項  キャリア・コミットメント 
 キャリア・コミットメントとは、「職業そのものに対する個人の心理的な距離」を表す概
念で、Blau（1985）は、は「専門を含めた、自分の職業への態度」と定義し、「生涯を通じ
て今の職業に従事していきたい」「もう１度チャンスがあるとしても、今の職業を選ぶ」な
どの質問項目にて構成されるキャリア・コミットメント尺度を作成している。キャリア・
コミットメントと組織コミットメントは、対象物との心理的距離感に着目しているところ
が類似しているが、組織コミットメントにおいては、コミットメントの対象物が組織であ
るのに対して、キャリア・コミットメントとは対象物が仕事や職業であるので、それぞれ
が独立した概念となる。その為、職業や職務にはコミットしているが、現在の所属組織に
はコミットできていないという状況が成り立つことも考えられる。（図３－１）企業活動に
おいては、従業員の組織とキャリアの双方におけるコミットメントが高い状態を生み出し
維持することが重要となると言えるだろう。 
図 ３-１ 組織コミットメントとキャリア・コミットメントの位置づけ 
 
（出所：筆者作成） 
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第２項  プロフェッショナル・コミットメント 
キャリア・コミットメントと類似している概念であるが、特に自らの専門分野に対す
る心理的距離の度合を表す概念である。具体的には、自分を専門分野と同一視する程度、
専門分野の発展の為に 積極的に努力しようとする意志の強さや専門分野に留まりたいと
思う度合いなどが含まれる。 
Morrow & Wirth（1989）は、プロフェッショナル・コミットメントは限られた専門職
にのみ活用可能であり、広く職業一般には適用しにくいと述べており、また Aryee & Tan
（1992）は、キャリア・コミットメントは一般的なキャリアという概念を代表しており、
広範な職業に活用可能であると述べている。プロフェッショナル・コミットメントは、国
家資格を必要とする士業などに代表されるような、専門性の高い職業に対して援用される
概念と言えるだろう。 
 
第３項  ジョブ・インボルブメント 
ジョブ・インボルブメントは個人の職務への没頭の程度を示す概念で、Hallberg & 
Schaufeli (2006) は、ジョブ・インボルブメントを ｢本人の仕事に対しての認知的・ 心
理的な一体感 （同一視）｣と定めており、何よりも仕事のことを優先してしまうような、
人の仕事に対する熱中度合を表す心理的尺度であると言える。「コミットメント」がどち
らかというと忠誠心のような一定の期間に渡って、その対象物に従事することを指してい
るのに対して、「インボルブメント」はその対象物に対する意欲の高さや没頭度合を表し
ている点が主な違いとなるだろう。 
  
38 
 
 
第４項  組織アイデンティフィケーション 
組織アイデンティフィケーションとは、組織を自分と同一化させて捉える心理的状態
の度合いを指しており、「ポジティブな社会的アイデンティティを維持・獲得しようとい
う動機を満たすような集団の一員として、自己をカテゴライズし、その組織との一体性を
認知すること」であると言える。（Mael & Ashforth, 1992） 
 組織コミットメントと組織アイデンティフィケーションは、どちらも組織に対する認知
という点では共通しているが、組織コミットメントは組織と個人の社会的交換を前提とし
た上で、個人が組織に所属して状態をどう受け止めているかに着目しているのに対して、
組織アイデンティフィケーションは組織に対して自分自身に投影する度合、組織のことを
自分事のように感じる度合を見ている。高尾（2013）は、これらの２つの概念の弁別性を
検証するために、それぞれの因子と職務満足および転職意図との関係性を分析し、１因子
モデルより２因子モデルの方が高い適合度を示したことを明らかにしている。 
第５項  ワーク・エンゲイジメント 
 ワーク・エンゲイジメントとは、人が仕事に取り組む上での心の健康度合いを指す概念
で、従業員のパフォーマンス向上や離職意思の低減に繋がると捉えられていることから、
多くの企業で従業員のエンゲイジメントの度合いが注目すべき指標として定期的にモニタ
リングされている。この概念について Schaufeli et al.（2002）は、「仕事に関するポジティ
ブで充実した心理状態であり，活力，熱意，没頭によって特徴づけられる。エンゲイジメ
ントは，特定の対象，出来事，個人，行動などに向けられた一時的な状態ではなく，仕事
に向けられた，持続的かつ全体的な感情と認知」と述べており、ジョブ・インボルブメン
トに近い概念のように見えるが、Hallberg & Schaufeli （2006） は調査を通じて、「ワー
ク・エンゲイジメントはより従業員の心の健康度合いと密接に関連している点が異なって
おり、ジョブ・インボルブメントはワーク・エンゲイジメントを構成する要素と捉えるこ
とができる」と述べているように、ワーク・エンゲイジメントは、より多面的な観点で従
業員の仕事に対する心理的な状態を考察していると言えるだろう。 
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第４章 先行研究レビュー 
 
第２章で取り上げた先進事例集より、企業の仕事と子育てに対する両立支援は、企業
側の視点では採用活動や従業員のモチベーション維持、リテンション、企業の業績パフォ
ーマンスに効果があることが確認できた。これを踏まえ、本章では、企業の両立支援に関
する制度や取り組みが企業活動そのものや、従業員の意識や態度にどのような影響を与え
ているかを検証した先行研究を取り上げ、その概要に触れながらレビューを行う。 
また、本研究では従業員本人の組織コミットメントを従業員に対する企業の仕事と子
育ての両立支援の成果の指標として取り上げるため、過去の国内外の研究から、組織コミ
ットメントの規定要因に関して分析をしている先行研究を取り上げて、組織コミットメン
トがどのような要因によって変動するかを確認すると伴に、組織コミットメントの変化に
連動して変動する従業員の態度や行動に関する先行研究も取り上げてレビューを実施す
る。 
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第１節 両立支援施策と従業員の心理状態 
第１項  先行研究 
Scandura & Lankau （1997）は、米国における 80 組の管理職以上の男女計 160 人に対
するアンケート調査にて、フレックスタイム制度が対象者の組織コミットメントや職務満
足度にどのような影響を与えているかを検証している。その結果、フレックスタイム制度
の導入は, 組織コミットメントと職務満足度の両方に正の影響を与えていることが確認さ
れ、さらに男女別にフレックスタイム制度がある企業とそうでない企業における差を比較
すると、男性には差が見られなかったが、女性においては制度を導入している方が組織コ
ミットメントと職務満足度が高い傾向が見られた。また、制度の利用をしていなくても制
度が有ることが認知されていることが重要であったことも確認された。 
Eaton（2003）は、米国におけるバイオテクノロジー企業７社の専門･技術職従業員 383
名に対するアンケート調査にて、7 つの勤務施策（「フレックスタイム制度」「短時間勤務
制度」「在宅勤務制度」「ジョブ・シェアリング制度」「法定を上回る個人休暇」「子の看護
休暇」）が、従業員の組織コミットメントや生産性の自己認識に対してどのような影響を
与えているかを検証している。その結果として、柔軟な勤務施策を導入していることは、
従業員の組織コミットメントには影響をおよぼさないが、生産性には正の影響を与えてお
り、また柔軟な勤務施策が利用できると感じられていることが従業員の組織コミットメン
トに正の影響を与えていることが確認された。 
下絛・朝倉（2016）は、335 人の女性看護師（既婚率 94.9%）を対象として両立支援的
組織文化が、職務満足度、組織コミットメント及び職業継続意思に及ぼす影響について分
析をしており、両立支援的組織文化を有していることが、看護師の職務満足度や組織コミ
ットメントに正の影響を与えていることを明らかにした。 
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第２項  レビューと仮説 
両立支援制度を導入することや、両立支援的な組織文化を築くことは、多くの場合に
おいて従業員の組織に対する態度や従業員のパフォーマンスにプラスの効果が現れること
が確認されている。ただし、各種勤務施策は必ずしも制度が存在することだけで従業員の
意識に良い影響を与えるとは限らず、制度が利用できると認知されている状態が伴ってい
ることが重要であることも確認されている。 
また現在は、本研究の第２章第１節にて述べたように、男女の家庭における役割の差
が曖昧になってきており、性別に関わらず仕事に取り組みながら、家事・育児に関わるこ
とが一般化し、ジェンダーに関わらず仕事と家庭の両立に葛藤を感じている例が増えてき
ていると考えられる。このことから、勤務先が両立支援制度を導入していたり、それらの
活用を促すような組織風土が培われていたりすることは、従業員が抱く組織に対する愛着
度合においてより重要なテーマになっていると考えられ、性差に関わらず当人の組織コミ
ットメントに正の影響を与える可能性が高いと考えられる。そのため、本研究では企業の
仕事と子育ての両立支援に関する取り組みが、従業員に与える影響をジェンダーや婚姻状
態に関わらずどのように影響を及ぼすかについて着目をしていく。 
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第２節 両立支援施策と企業パフォーマンス 
第１項  先行研究 
 ニッセイ基礎研究所（2005）は、日本企業 446 社の人事担当マネジャーに対するアンケ
ート調査および当該企業が開示している企業データをもとに、両立支援策の導入の有無が
もたらす影響について、人材育成を重視する戦略を取っているか否か、女性の管理職の登
用や女性従業員の割合を参考とした均等取組の度合も踏まえて考察をしている。 
 本調査の結果としては、両立支援策を導入していない企業が、特に新卒採用において「質・
量ともに必要菜人材が確保できていない」とする割合が高く、制度の有無が採用パフォー
マンスに影響を及ぼすことや、両立支援策の導入ポイントが高い企業で大卒正社員の定着
率が高いこと、両立支援策の導入ポイントが高い企業の方が良い業績傾向があることが確
認され、両立支援策に取り組む効果が検証された。  
また、武石（2006）は、同データを踏まえ、両立支援策の意義に関する国内外の先行
研究を調べた上で、「両立支援策の有無や充実度」を表す指標として「制度導入」「導入し
た両立支援制度が利用されるように環境が整備されている度合」を「環境整備」と定め、
それぞれが人材確保やリテンションにどのような影響を与えるかを検証し、両立支援策の
「制度導入」が採用パフォーマンスに貢献すること、また両立支援策の「環境整備」と正
社員に占める女性比率との間に正の関係を発見し、制度導入および環境整備に努める企業
の姿勢が女性の雇用拡大に繋がる可能性を見出した。 
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第２項  レビューと仮説 
 両立支援制度の導入状況が新卒採用におけるパフォーマンスに影響を与えるのは、人
事制度の広報的な役割が影響をし、組織外に良い企業イメージを伝えることに寄与して、
結果として採用パフォーマンスに対して正の効果をもたらしたものだと考えられる。ま
た、両立支援制度を導入している企業の社員の定着率が高い理由についても、制度が存在
することによってライフイベントに基づく離職を防ぐことができていたり、また将来的に
ライフイベントによる制約が生じたとしても勤務を継続できそうな期待感が生じたりして
いることが影響していると考えられる。一方で、そのような制度が整っていること自体が
必ずしも従業員のモチベーションに寄与していなかったことは、それらの制度がどのよう
に運用されているか、またそれらの制度の運用に関わる職場の中で、どのような認知をさ
れているかという点が実態として重要であることを示唆しているのだろう。 
 以上の点から、本研究では両立支援施策の利用を支える組織風土が従業員の組織コミッ
トメントに与える影響の検証を行うと同時に、どのような組織風土が企業に備わっている
と従業員の組織に対するコミットメントへ正の影響を及ぼすのかという点について探索的
に分析を試みる。  
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第３節 組織コミットメントの先行要因 
第１項  先行研究 
 Mathiew & Zajac（1990）は、過去の 124 の研究のメタ分析を行い、48 の変数と組織コ
ミットメントの関係性をまとめ、組織コミットメントの先行要因を「個人特性（年齢、性
別、学歴、婚歴、勤続年数、収入、職位など」「仕事の特性（多様性、自律性、挑戦性、
職務範囲）」「人間関係（集団凝集性、相互依存性、リーダーシップ、上司とのコミュニケ
ーションなど）」「組織特性（規模、中央集権化）」「役割の状態（役割の曖昧さ、役割葛
藤、役割負荷）」の５つに分類をしている。 
 また、田尾（1997）は、Angle & Lawson（1993）と Wiener（1982）の考え方に基づ
き，組織コミットメントの先行要因を「メンバー側の要因」「組織側の要因」「メンバーと
組織の適合要因」の３つに整理をし、更に下位概念を加えて整理している。（表４－１） 
 田尾（1997）が整理した過去に行われたコミットメントに関する研究では、「メンバー
側の要因」である「サイドベット要因」においては、勤続年数と年齢の上昇が、存続的コ
ミットメントを高め、教育レベルの高さや仕事の報酬の高さが組織コミットメントに正の
影響をもたらすことなどが確認されている。ただし、専門職と非専門職、正規雇用と臨時
雇用の社員では、組織コミットメント構造が異なる研究ことも確認されており、組織コミ
ットメントが規定されるメカニズムは複雑であると言えるだろう。 
尚、性別の影響力においては統一した結果が確認できておらず、Powell（1990）の
「女性は男性より家庭での役割を自己アイデンティティとして受け入れている割合が高い
ため、仕事を重要視している男性とは考え方が異なる」という考え方もあれば、Grusky
（1966）の「女性は男性よりも組織参入の障壁が高いため組織のメンバーであることに対
して価値を感じる」といった主張もあり、対立した見解（正負に関わらずジェンダーモデ
ル）が存在している。更に、組織コミットメントの要素は性別によって本質的に違いはな
いというジョブモデルという捉え方もあり、一貫した見解は得られていない。 
 さらに、「メンバー側の要因」の 1 つである「気質的要因」においては、田尾（1997）
は、個々人の仕事に対する価値観によって組織コミットメントが影響を受けることを検証
した研究や、組織に基づく自尊心と組織コミットメントに正の相関が見られた研究、また
キャリア志向が高い人は、ノンキャリア志向の人と比べて組織コミットメントが高いこと
を明らかにした研究について記述しており、それぞれの個人の気質の違いが組織コミット
メントを規定する可能性が確認されている。 
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 次に「組織側の要因」においては、Dunham et al.（1994）の調査にて、仕事における
自律性や仕事の重要性、技術の多様性などの要素が情緒的コミットメントとの間に正の相
関が見出されていることや、上司からのフィードバックや上司の参加型のマネジメントス
タイルについても情緒的コミットメントに正の相関があることが確認されている。また、
DeCotiis & Summers（1987）の研究にて、組織風土における集団凝集性、自律性が組織
コミットメントに正の影響を与えていることが確認されており、組織側の要因が変動する
ことによっても従業員の組織コミットメントが変動することが確認されている。 
 最後に、「メンバーと組織の適合要因」とは、個人、組織どちらかだけの特性に着目す
るのではなく、それぞれの相互関係に着目した要因だが、Reichers（1986）がメンバーと
組織の間での目標や価値観における矛盾が生じた時に、この矛盾（Conflict）が組織コミ
ットメントに負の影響を与えることを明らかにしており、また、Vancouver & Schmitt 
(1991）は、カナダの学校教員を対象にした調査で、上司・部下間や同僚間で目標が一致
していることが組織コミットメントに正の影響があることを発見しており、組織の個人の
関係性についても組織コミットメントに影響を与える可能性がこれまでに確認されてい
る。 
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表 ４-１ 組織コミットメントの先行要因 
上位カテゴリー 下位カテゴリー 具体的な要因 
メンバー側の要因 
サイドベット要因 
年齢 
勤続年数 
教育 
報酬 
性別 
職務形態 
気質的要因 
仕事の価値づけ 
自尊心 
キャリア志向 
規範的コミットメント 
その他 
組織側の要因 
仕事の特性   
組織の特性   
組織内の人間関係 
リーダーシップ 
同僚との関係 
役割の状態   
メンバーと組織の適合要因 
目標の一致   
組織に対する信頼感   
組織からの見られ方についての認知   
（出所：田尾雅夫 (1997)「『会社人間』の研究」に基づき、筆者作成） 
  
47 
 
第２項  レビューと仮説 
 組織コミットメントを規定する先行要因は多岐に渡り、調査によってはその先行要因が
正の影響を与えたり、負の影響を与えたりする場合もあり、複雑な関係性が見られること
が分かる。また、田尾（1997）は一連の研究を踏まえて、「メンバー側の要因」と「組織側
の要因」との規定力の強弱については，これまでの研究結果は一貫したものではないと考
察しており、サンプルの特性に応じて片方かが強く働く場合もあれば、そうならない場合
も見られているのが現状である。また、組織を取りまく社会状況や、メンバーの価値観に
よって，どのような要因が，組織コミットメントを強く規定するのかが相違することが考
えられるとも述べているように、その時代背景や社会背景を踏まえた先行要因の存在を検
討する必要があり、その検証を継続的に行うことが求められていると言えるだろう。 
 以上の点から、本研究では、女性の社会進出が進んだ現代において、新たな組織コミッ
トメントの先行要因として、組織外のステークホルダーである従業員の配偶者やパートナ
ーによる従業員の勤務先についての認知や評価が、当人の組織コミットメントに影響を与
える可能性を考慮して、企業の両立支援制度や組織風土が従業員の配偶者からの認知に影
響を及ぼしているか、またその配偶者からの認知に基づく言動が従業員の組織コミットメ
ントにどのような影響を与えるかを考察していく。 
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第４節 組織コミットメントが影響を及ぼすもの 
第１項  先行研究 
Angle & Perry（1981）は、バスの運転手を対象とした調査にて、組織コミットメント
が離職率、離職の意志、欠勤に負の相関が見られることを明らかにしている。また
Mathiew & Zajac（1990）の分析の結果でも、組織コミットメントと離職意思や、転職意
思、退職意思には負の相関が見られることが確認されており、組織コミットメントが高ま
ることは企業のリテンション・マネジメントに寄与することが確認されている。 
O’Reilly & Chatma11（1986）は、大学職員や学生を対象とした調査において、
Gregersen（1993）は看護師、技師、事務職などの病院の職員を対象とした調査におい
て、組織コミットメントが組織市民行動に正の影響を与えることを明らかにしている。  
 
第２項  レビュー 
 組織コミットメントが影響を与える要因に関する研究においては、研究毎に異なる検
証結果が見られているが、多くの調査において離転職の意思の抑制や組織市民行動に正の
影響を与えていることが確認されている。そのため、企業側の観点では企業経営において
従業員が高い組織コミットメントを有してくれていることは、従業員のパフォーマンスが
向上することが期待できると同時に、また習熟した従業員を確保し続けるリテンション・
マネジメントの観点でも大きな意義があると言える。 
 本研究では、組織コミットメントを高めることは、従業員のリテンション・マネジメン
トや組織市民行動に正の影響を与えることを前提にして、それらを実現するための要因と
しての両立支援施策や両立支援を促す文化がもたらす組織コミットメントに対する影響に
焦点を絞って分析を行っていく。 
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第５章 調査 
第１節 概要 
第１項  目的 
 本調査の目的は、次の６項目である。 
１．「仕事と子育ての両立支援制度」が従業員の組織コミットメントに与える影響度合を調
査すること 
２.「仕事の子育ての両立にまつわる組織風土」が従業員の組織コミットメントに与える影
響度合を調査すること 
３．「仕事と子育ての両立支援制度」が従業員の得る配偶者からの支援に与える影響度合を
調査すること 
４．「仕事と子育ての両立にまつわる組織風土」が従業員の得る配偶者からの支援に与える
影響度合を調査すること 
５．「仕事と子育ての両立支援制度」や「仕事と子育ての両立にまつわる組織風土」が、配
偶者からの支援を媒介して組織コミットメントに影響を与えているかを調査すること 
６．１～４の影響度合が従業員のジェンダーや年齢によってどのように影響の度合が異な
るかを調査すること 
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第２項  調査概要 
調査名  「仕事と子育ての両立支援に関する調査」 
方法  インターネットを利用したアンケート調査 
期間  2018 年 11 月 06 日(火)～2018 年 11 月 07 日(水) 
調査対象 仕事を持つ日本国内在住の社会人（但し、パート・アルバイトは除く）  
有効回答数 181 名（有効回答率 87.8%） 
性別  男性（109 名）、女性（72 名） 
年齢  22～65 才 
婚姻関係 既婚（106 名）、未婚（75 名） 
子供の数 ０人、１人、２人、３人、４人以上 
職業  公務員、経営者・役員、会社員(事務系・技術系・その他) 
職位  経営者・役員、部長クラス、課長クラス、主任・係長クラス、一般社員、
その他 
調査内容 ▶「企業の仕事と子育ての両立支援制度や組織風土」が従業員の組織コミ
ットメントや従業員の勤務先に対する配偶者からの評価与える影響度
（選択式、56 問・表５－４に記載） 
 ▶「子育てをしながら働く社員が活躍するために企業がすべきこと」に対
する認識（記述式、1 問） 
 ▶「子育てをしながら働く社員が活躍するために職場の上司・同僚がすべ
きこと」に対する認識（記述式、1 問） 
  
表 ５-１ 回答者の性別と年齢の分布（単位：人） 
 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60歳以上 計 
男性 0 6 10 13 22 14 11 24 9 109 
女性 4 17 15 11 9 6 5 5 0 72 
計 4 23 25 24 31 20 16 29 9 181 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」に基づき、筆者作成）  
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表 ５-２ 回答者の性別と婚姻関係の分布（単位：人） 
 未婚 既婚 計 
男性 28 81 109 
女性 47 25 72 
計 75 106 181 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」に基づき、筆者作成） 
 
表 ５-３ 回答者の性別と子供の人数の分布（単位：人） 
 0人 1人 2人 3人 4人以上 計 
男性 36 20 33 18 2 109 
女性 47 11 11 3 0 72 
計 83 31 44 21 2 181 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」に基づき、筆者作成）  
 
表 ５-４ 回答者の性別と職業の分布（単位：人） 
 公務員 経営者・役員 会社員（事務系） 会社員（技術系） 会社員（その他） 計 
男性 13 7 27 30 32 109 
女性 2 0 35 12 23 72 
計 15 7 62 42 55 181 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」に基づき、筆者作成）  
 
表 ５-５ 回答者の性別と職位の分布（単位：人） 
 経営者・役員  部長クラス  課長クラス  主任・係長クラス  一般社員  その他  計 
男性 8 11 22 14 51 3 109 
女性 0 3 0 4 62 3 72 
計 8 14 22 18 113 6 181 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」に基づき、筆者作成）  
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第３項  質問項目とカテゴリー 
本調査は、組織コミットメントに関する質問項目（９種類）、配偶者からの支援に関す
る質問項目（６種類）、両立支援制度の有無に対する認知に関する質問項目（12 種類）、
両立支援施策の有無に対する認知に関する質問項目（７種類）、両立支援制度・施策を促
す組織風土に関する質問項目（21 種類）の全 55 問の設問にて構成されており、これらの
５つのカテゴリーの中で更に仮説因子を設けて調査を実施している。 
組織コミットメントに関する質問項目は、Allen & Meyer（1990）による３次元のコミ
ットメントモデルを参照にして、「情緒的コミットメント」「存続的コミットメント」「規
範的コミットメント」の３因子に分かれることを想定して設問を策定した。 
配偶者からの支援に関する質問項目は、組織コミットメントに関する質問項目の中の
情緒的コミットメントに関する設問を参考にしつつ、配偶者による調査対象者の勤務先に
対する愛着や評価に関する対象者の認知と、配偶者による調査対象者本人のキャリアに関
する支援に関する対象者の認知を区別するため、独自の質問を付加して構成した。 
両立支援制度や施策に関する質問項目は、本研究第２章の第３節にて取り上げた各企
業の取り組み事例や両立支援サービスを参考にして、日本の企業にて運用をされている両
立支援制度・施策を網羅的に取り上げて、それらの制度や施策の有無に関する認知を問う
質問項目とした。また、両立支援を促す組織風土については、下條・朝倉（2016）によ
る、両立支援的組織文化尺度を参考にして、その下位尺度である「組織管理上の両立支援
（家庭の事情を勤務先が考慮してくれる度合）」と「キャリアへの影響と時間的な配慮」
を参考にしながら、企業が持続的に事業の成長と従業員のキャリア開発を実現しながら両
立支援を行う際に必要となると思われる、「従業員に対する企業の啓発行為」や、「育児休
業中の職場と従業員の繋がり」「従業員の属性に関わらず育児に関われることが推奨され
ている風土」「欠員に対する予期的な対応」の要素を加味した独自の質問項目を加えて調
査票を設計した。 
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表 ５-６ 質問項目一覧 
  質問項目  カテゴリー 仮説因子  
Q1 私は、この会社の一員であることを誇りに思う  組織コミットメント 情緒的コミットメント 
Q2 私は、この会社に対して愛着を持っている  組織コミットメント 情緒的コミットメント 
Q3 キャリアの残りをこの会社で過ごしたい  組織コミットメント 情緒的コミットメント 
Q4 私は、この会社でしか働けない人間になっている 組織コミットメント 存続的コミットメント 
Q5 私がそうしたくとも、今この会社を離れることは非常に難しい 組織コミットメント 存続的コミットメント 
Q6 この会社を離れると、現在の生活の維持が難しい  組織コミットメント 存続的コミットメント 
Q7 もしこの会社を辞めたら、罪悪感が生じるだろう 組織コミットメント 規範的コミットメント 
Q8 私はこの会社に対して恩義を感じている  組織コミットメント 規範的コミットメント 
Q9 この会社の人達に恩義を感じているので、すぐに辞めるようなことはしない  組織コミットメント 規範的コミットメント 
Q10 あなたのキャリアプランを応援してくれている 配偶者からの支援  
配偶者からの 
キャリア支援  
Q11 あなたのキャリアプランを把握している  配偶者からの支援  
Q12 あなたのキャリアプランに賛同している  配偶者からの支援  
Q13 あなたの勤務先を気に入っている  配偶者からの支援  
配偶者の 
勤務先評価  
Q14 あなたの勤務先を良い会社だと評価している  配偶者からの支援  
Q15 あなたの勤務先を辞めないことを推奨している  配偶者からの支援  
Q16 育児休業中に従来の給与水準を一定期間会社が保障する制度  両立支援制度    
Q17 育児休業を複数回に分けて取得できる制度  両立支援制度    
Q18 在宅勤務制度  両立支援制度    
Q19 フレックスタイム制度  両立支援制度    
Q20 短時間勤務制度  両立支援制度    
Q21 子育て中の社員を支援する同僚に対する手当を支払う制度  両立支援制度    
Q22 事業所内保育所制度  両立支援制度    
Q23 子供の保育に対する経済的支援制度  両立支援制度    
Q24 子供が幼い間は、従業員の勤務地が考慮される制度  両立支援制度    
Q25 配偶者の転勤先に近い事業所へ異動できる制度  両立支援制度    
Q26 配偶者の転勤先に近い同業他社へ転職できる制度  両立支援制度    
Q27 看護休暇制度  両立支援制度    
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Q28 保活コンサルティングサービスの紹介  両立支援施策    
Q29 育児休業取得者の心構えに関する教育機会  両立支援施策    
Q30 育児休業から復帰する人の心構えに関する教育機会  両立支援施策    
Q31 育児休業取得者の管理職層に対する心構えに関する教育機会  両立支援施策    
Q32 子育てを疑似体験する教育機会  両立支援施策    
Q33 育児休業期間中に自己啓発に取り組めるような学習環境  両立支援施策    
Q34 社内の育児休業取得者同士でコミュニケーションが取れる仕組み  両立支援施策    
Q35 部下の育児休業取得を支援するよう管理職層に求めている  組織風土  
会社の啓発行動  Q36 同僚の育児休業取得に協力するよう一般社員層に求めている  組織風土  
Q37 出産・子供の誕生後も継続して働き続けるよう従業員に働きかけている  組織風土  
Q38 育児休業を取得する人を温かく送り出している 組織風土  
育児休業に対する 
職場の反応  
Q39 育児休業から復職する人を温かく迎えている  組織風土  
Q40 育児休業の取得希望を職場で言い出しやすい 組織風土  
Q41 性別に関わらず育児休業が取得しやすい  組織風土  
育児休業の 
取得しやすさ 
Q42 職位に関わらず育児休業が取得しやすい  組織風土  
Q43 職種に関わらず育児休業が取得しやすい  組織風土  
Q44 育児休業取得者が職場と定期的なコミュニケーションを取っている 組織風土  
育児休業中の 
職場との繋がり 
Q45 育児休業取得者が休業期間中に職場を気兼ねなく訪れることができる 組織風土  
Q46 育児休業中であっても一定時間の範囲で業務を行うことが認められている  組織風土  
Q47 自分のライフプランを定期的に上長に相談できる 組織風土  
欠員への予期対応  Q48 欠員が出ても円滑に業務が進むように個々の業務のマニュアル化を図っている  組織風土  
Q49 欠員が出ても円滑に業務が進むように業務の主担当と副担当を任命している  組織風土  
Q50 育児休業を取得することは、当人の評価に悪影響を及ぼさない  組織風土  
キャリアへの影響  Q51 育児休業を取得することは、当人のキャリアに悪影響を及ぼさない 組織風土  
Q52 仕事と育児を両立しながら活躍しているロールモデルが居る 組織風土  
Q53 子供が病気や怪我をしたときに勤務時間の調整がしやすい  組織風土  
柔軟な勤務体系  Q54 勤務時間ではなく業務の結果が重視される  組織風土  
Q55 勤務スケジュールを自由に調整することができる 組織風土  
（出所：筆者作成） 
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第４項  選択肢の設定 
 質問への回答にあたっては、「組織コミットメント」「配偶者からの支援」「組織風土」に
関する項目においては、表５－７に示す５項目の選択肢を設けた。回答者は、質問文に示
した内容を踏まえて、自らの考えに最も該当するものを１つ選ぶ方式である。8 
 
表 ５-７ 選択肢の詳細（５尺度の設問） 
選択肢 
1 当てはまらない 
2 あまり当てはまらない 
3 どちらともいえない 
4 やや当てはまる 
5 当てはまる 
（出所：筆者作成） 
 また、「両立支援制度」「両立支援施策」においては、組織構成員の立場にて制度や施策
の実施状況に対する認知を確認するため、表５－８に示す３項目の選択肢を設けた。回答
者は、質問分に示した内容を踏まえて、自らの認知に最も該当するものを１つ選ぶ方式で
ある。 
 
表 ５-８ 選択肢の詳細（３尺度の設問） 
選択肢 
1 あり 
2 なし 
3 分からない 
（出所：筆者作成） 
  
                                                     
8 「配偶者からの支援」に関しては、配偶者・パートナーが居る場合のみの任意回答  
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第５項  本調査の特徴と分析の進め方 
 本調査の特徴は、年齢、性別、婚姻状況、業種を特定せずに、日本国内における様々な
職場に仕事と子育ての両立支援が、従業員の組織コミットメントに与える影響を分析でき
ることと、これまでの過去の研究では取り上げられていなかった、従業員の配偶者からの
従業員に対する働きかけが従業員の組織コミットメントに与える影響と企業による仕事と
子育ての両立支援が配偶者からの従業員に対する支援にどのような影響を及ぼすのかを分
析できる点にある。調査結果の分析および考察は、次の要領で進めていく。  
 
１．全体分析 
質問項目別の回答割合を算出し、各質問項目の平均値、標準偏差、順位などを踏ま
え、全体像を把握していく。その後、配偶者からの支援や組織コミットメントを目的変数
として、各要因がどのように影響を与えているかを重回帰分析にて確認をした上で、自由
記述回答の傾向についても整理をし、本調査によって明らかになったものを考察してい
く。 
 
２．ジェンダーに基づく差異の検証 
ジェンダー毎に質問項目別の回答割合を算出し、各質問項目の平均値、標準偏差の差
異を踏まえ、サンプル毎の特徴を把握していく。その後、それぞれの差異を検証するため
にサンプル毎に重回帰分析を行い、組織コミットメントや配偶者からの支援に対して各要
因がどのように影響を与えているかを確認した上で、ジェンダーによっての差異を考察し
ていく。 
 
３．年齢に基づく差異の検証 
20 代～30 代のサンプル（n=76）と 40 代以上のサンプル（n=105）に分けて質問項目別
の回答割合を算出し、各質問項目の平均値、標準偏差の差異を踏まえ、サンプル毎の特徴
を把握していく。その後、それぞれの差異を検証するためにサンプル毎に重回帰分析を行
い、組織コミットメントや配偶者からの支援に対して各要因がどのように影響を与えてい
るかを確認した上で、調査対象者の年齢群によっての差異を考察していく。 
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第２節 仮説設定 
 第２章の企業による企業による仕事と子育ての両立支援の概況、第３章の「組織コミッ
トメント」の定義、第４章の先行研究のレビューを踏まえて、本調査では５個の仮説を設
定する。 
 
第１項  両立支援が組織コミットメントに与える影響に関する仮説 
 両立支援施策や両立支援を促す組織文化が従業員の意識や態度に与える影響を考察した
先行研究のレビューに基づき、今日の組織における組織コミットメントの規定要因に関す
る仮説を２つ設定する。 
仮説１ 企業が仕事と子育ての両立支援制度・施策を整えると、その企業に勤める従業員
の組織コミットメントに正の影響を与える 
仮説２ 企業に仕事と子育ての両立支援を促す組織風土が培われていると、その企業に勤
める従業員の組織コミットメントに正の影響を与える 
 
第２項  両立支援が配偶者からの支援に与える影響に関する仮説 
組織コミットメントの規定要因に関する先行研究レビューと年代別の役割性別意識に
関する変化、人口動態や世帯構成の変化に基づき、現代における組織コミットメントの新
たな規定要因として両立支援施策や文化が従業員の配偶者からの支援に与える影響に関す
る仮説を２つ設定する。 
仮説３ 企業が仕事と子育ての両立支援制度・施策を整えると、その企業に勤める従業員
が得る従業員の配偶者からの支援に正の影響を与える 
仮説４ 企業に仕事と子育ての両立支援を促す組織風土が培われていると、その企業に勤
める従業員が得る従業員の配偶者からの支援に正の影響を与える  
 
第３項  配偶者からの支援が従業員の態度に与える影響に関する仮説 
 本研究のテーマに基づき、従業員の組織コミットメントが配偶者からの支援を受けるこ
とによってどのような変化が生まれるかについての仮説を２つ設定する。  
仮説５ 配偶者からの支援は、組織コミットメントに正の影響を及ぼす 
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第４項  仮説モデル 
本節の第１項から第３項にて示した本研究の仮説をモデルにて示す。（図５－１） 
 
図 ５-１ 本研究の仮説モデル 
 
（出所：筆者作成） 
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第３節 全体結果 
 調査結果に基づき、まず回答者全員を対象とした分析を行い、全体像を把握する。  
 
第１項  回答人数・回答割合 
 表５－９は、表５－７で示した５尺度の選択肢にて確認をした 36 項目の質問における
選択肢別の回答人数および回答割合を表したものである。また、表５－10 は、表５－８で
示した３尺度の選択肢にて確認をした 19 項目の質問における選択肢別の回答人数および
回答割合を表したものである。図５－２、５－３、５－４、５－５は、表５－９、表５－
10 に基づき、それぞれのカテゴリー毎の質問項目に対する選択肢別の回答割合を示しても
のである。 
  
60 
 
表 ５-９ 全体構造 質問項目別の回答件数および回答割合（５尺度） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
当てはまらない
あまり
当てはまらない
どちらとも
言えない
やや
当てはまる 当てはまる
29 32 45 57 18
16% 18% 25% 31% 10%
33 23 38 64 23
18% 13% 21% 35% 13%
37 36 36 46 26
20% 20% 20% 25% 14%
38 43 54 31 15
21% 24% 30% 17% 8%
27 26 54 46 28
15% 14% 30% 25% 15%
6 24 43 66 42
3% 13% 24% 36% 23%
40 36 53 40 12
22% 20% 29% 22% 7%
24 24 45 68 20
13% 13% 25% 38% 11%
19 26 60 44 32
10% 14% 33% 24% 18%
28.11 30.00 47.56 51.33 24.00
16% 17% 26% 28% 13%
7 7 32 39 21
7% 7% 30% 37% 20%
12 8 32 42 12
11% 8% 30% 40% 11%
8 6 45 34 13
8% 6% 42% 32% 12%
11 6 48 24 17
10% 6% 45% 23% 16%
11 10 42 23 20
10% 9% 40% 22% 19%
9 9 32 32 25
8% 8% 30% 30% 24%
9.67 7.67 38.50 32.33 18.00
9% 7% 36% 31% 17%
48 27 53 38 15
27% 15% 29% 21% 8%
45 29 58 34 15
25% 16% 32% 19% 8%
35 21 59 40 26
19% 12% 33% 22% 14%
27 17 57 51 29
15% 9% 31% 28% 16%
27 11 60 50 33
15% 6% 33% 28% 18%
32 21 51 53 24
18% 12% 28% 29% 13%
45 39 49 37 11
25% 22% 27% 20% 6%
37 26 59 43 16
20% 14% 33% 24% 9%
34 30 58 42 17
19% 17% 32% 23% 9%
41 20 84 26 10
23% 11% 46% 14% 6%
38 18 66 38 21
21% 10% 36% 21% 12%
53 28 78 16 6
29% 15% 43% 9% 3%
44 24 65 34 14
24% 13% 36% 19% 8%
57 28 49 40 7
31% 15% 27% 22% 4%
50 34 56 31 10
28% 19% 31% 17% 6%
36 15 77 32 21
20% 8% 43% 18% 12%
35 15 76 35 20
19% 8% 42% 19% 11%
53 18 63 34 13
29% 10% 35% 19% 7%
33 13 66 39 30
18% 7% 36% 22% 17%
28 10 75 44 24
15% 6% 41% 24% 13%
45 31 59 31 15
25% 17% 33% 17% 8%
38.32 21.59 59.91 35.82 17.14
21% 12% 33% 20% 9%
私は、この会社の一員であることを誇りに思う
私は、この会社に対して愛着を持っている
キャリアの残りをこの会社で過ごしたい
私は、この会社でしか働けない人間になっている
私がそうしたくとも、
今この会社を離れることは非常に難しい
この会社を離れると、現在の生活の維持が難しい
もしこの会社を辞めたら、罪悪感が生じるだろう
私はこの会社に対して恩義を感じている
この会社の人達に恩義を感じているので、
すぐに辞めるようなことはしない
あなたのキャリアプランを応援してくれている
あなたのキャリアプランを把握している
あなたのキャリアプランに賛同している
育児休業中であっても一定時間の範囲で
業務を行うことが認められている
自分のライフプランを定期的に上長に相談できる
欠員が出ても円滑に業務が進むように
個々の業務のマニュアル化を図っている
欠員が出ても円滑に業務が進むように
業務の主担当と副担当を任命している
部下の育児休業取得を支援するよう
管理職層に求めている
育児休業の取得希望を職場で言い出しやすい
性別に関わらず育児休業が取得しやすい
職位に関わらず育児休業が取得しやすい
職種に関わらず育児休業が取得しやすい
育児休業取得者が休業期間中に職場を
気兼ねなく訪れることができる
育児休業取得者が職場と定期的な
コミュニケーションを取っている
平均値
育児休業を取得することは、
当人の評価に悪影響を及ぼさない
育児休業を取得することは、
当人のキャリアに悪影響を及ぼさない
仕事と育児を両立しながら活躍している
ロールモデルが居る
子供が病気や怪我をしたときに勤務時間の
調整がしやすい
勤務時間ではなく業務の結果が重視される
勤務スケジュールを自由に調整することができる
同僚の育児休業取得に協力するよう
一般社員層に求めている
出産・子供の誕生後も継続して働き続けるよう
従業員に働きかけている
育児休業を取得する人を温かく送り出している
育児休業から復職する人を温かく迎えている
平均値
平均値
あなたの勤務先を良い会社だと評価している
あなたの勤務先を辞めないことを推奨している
あなたの勤務先を気に入っている
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表 ５-１０ 全体構造 質問項目別の回答件数および回答割合（３尺度） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
  
質問内容 ある ない わからない
78 62 41
43% 34% 23%
36 68 77
20% 38% 43%
31 134 16
17% 74% 9%
59 113 9
33% 62% 5%
89 72 20
49% 40% 11%
16 124 41
9% 69% 23%
18 153 10
10% 85% 6%
24 123 34
13% 68% 19%
38 107 36
21% 59% 20%
22 126 33
12% 70% 18%
10 144 27
6% 80% 15%
58 85 38
32% 47% 21%
8 130 43
4% 72% 24%
13 127 41
7% 70% 23%
12 125 44
7% 69% 24%
11 122 48
6% 67% 27%
4 139 38
2% 77% 21%
14 133 34
8% 73% 19%
14 131 36
8% 72% 20%
29.21 116.74 35.05
16% 64% 19%
育児休業取得者の管理職層に対する
心構えに関する教育機会
子育てを疑似体験する教育機会
育児休業期間中に自己啓発に取り組めるような学習環境
平均値
配偶者の転勤先に近い事業所へ異動できる制度
配偶者の転勤先に近い同業他社へ転職できる制度
看護休暇制度
保活コンサルティングサービスの紹介
育児休業取得者の心構えに関する教育機会
育児休業から復帰する人の心構えに関する教育機会
育児休業中に従来の給与水準を
一定期間会社が保障する制度
育児休業を複数回に分けて分割して取得できる制度
社内の育児休業取得者同士で
コミュニケーションが取れる仕組み
在宅勤務制度
フレックスタイム制度
短時間勤務制度
子育て中の社員を支援する
同僚に対する手当を支払う制度
事業所内保育所制度
子供の保育に対する経済的支援制度
子供が幼い間は、従業員の勤務地が考慮される制度
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図 ５-２ 全体構造 質問項目別の回答件数および回答割合（３尺度） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
  
16%
18%
20%
21%
15%
3%
22%
13%
10%
18%
13%
20%
24%
14%
13%
20%
13%
14%
25%
21%
20%
30%
30%
24%
29%
25%
33%
31%
35%
25%
17%
25%
36%
22%
38%
24%
10%
13%
14%
8%
15%
23%
7%
11%
18%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
私は、この会社の一員であることを誇りに思う
私は、この会社に対して愛着を持っている
キャリアの残りをこの会社で過ごしたい
私は、この会社でしか働けない人間になっている
私がそうしたくとも、
今この会社を離れることは非常に難しい
この会社を離れると、現在の生活の維持が難しい
もしこの会社を辞めたら、罪悪感が生じるだろう
私はこの会社に対して恩義を感じている
この会社の人達に恩義を感じているので、
すぐに辞めるようなことはしない
当てはまらない あまり当てはまらない どちらとも言えない やや当てはまる 当てはまる
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図 ５-３ 配偶者からの支援における選択肢別の回答割合 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成） 
 
  
7%
11%
8%
10%
10%
8%
7%
8%
6%
6%
9%
8%
30%
30%
42%
45%
40%
30%
37%
40%
32%
23%
22%
30%
20%
11%
12%
16%
19%
23%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
あなたのキャリアプランを応援してくれている
あなたのキャリアプランを把握している
あなたのキャリアプランに賛同している
あなたの勤務先を気に入っている
あなたの勤務先を良い会社だと評価している
あなたの勤務先を辞めないことを推奨している
当てはまらない あまり当てはまらない どちらとも言えない やや当てはまる 当てはまる
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図 ５-４ 組織風土 21 項目における選択肢別の回答割合 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
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32%
46%
36%
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36%
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42%
35%
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19%
22%
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20%
24%
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14%
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19%
22%
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18%
19%
19%
22%
24%
17%
8%
8%
14%
16%
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13%
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9%
9%
6%
12%
3%
8%
4%
6%
12%
11%
7%
17%
13%
8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
部下の育児休業取得を支援するよう管理職層に求めている
同僚の育児休業取得に協力するよう一般社員層に求めている
出産・子供の誕生後も継続して働き続けるよう従業員に働きかけている
育児休業を取得する人を温かく送り出している
育児休業から復職する人を温かく迎えている
育児休業の取得希望を職場で言い出しやすい
性別に関わらず育児休業が取得しやすい
職位に関わらず育児休業が取得しやすい
職種に関わらず育児休業が取得しやすい
育児休業取得者が職場と定期的なコミュニケーションを取っている
育児休業取得者が休業期間中に職場を気兼ねなく訪れることができる
育児休業中であっても一定時間の範囲で
業務を行うことが認められている
自分のライフプランを定期的に上長に相談できる
欠員が出ても円滑に業務が進むように
個々の業務のマニュアル化を図っている
欠員が出ても円滑に業務が進むように
業務の主担当と副担当を任命している
育児休業を取得することは、当人の評価に悪影響を及ぼさない
育児休業を取得することは、当人のキャリアに悪影響を及ぼさない
仕事と育児を両立しながら活躍しているロールモデルが居る
子供が病気や怪我をしたときに勤務時間の調整がしやすい
勤務時間ではなく業務の結果が重視される
勤務スケジュールを自由に調整することができる
当てはまらない あまり当てはまらない どちらとも言えない やや当てはまる 当てはまる
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図 ５-５ 両立支援制度・施策の実施状況における選択肢別の回答割合 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
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第２項  平均値・標準偏差 
１. 平均値 
 それぞれのカテゴリー別に平均値を確認してみると、５段階尺度で確認している「組織
コミットメント」が 3.07、「配偶者からの支援」が 3.39、「両立支援を促す組織風土」が
2.84 という結果になった。それぞれのカテゴリー毎に最も平均値が大きかった質問と小
さかった質問を確認すると、「組織コミットメント」においては、「この会社を離れると、
現在の生活の維持が難しい」が 3.63 と最も大きく、「私は、この会社でしか働けない人間
になっている」が 2.68 と最も小さかった。「配偶者からの支援」では、「あなたのキャリ
アプランを応援してくれている」が 3.57 と最も大きく、「あなたの勤務先を気に入ってい
る」が 3.28 と最も小さかった。「両立支援を促す組織風土」においては、「育児休業から
復職する人を温かく迎えている」が 3.28 と最も大きく、「育児休業中であっても一定時間
の範囲で業務を行うことが認められている」が 2.41 と最も小さかった。 
 ３段階で確認をしている「両立支援制度・施策」においては、回答者の制度の有無に関
する認知を確認するために、「ある」と答えた場合を１とし、「ない」「わからない」を０
とした場合の平均値を確認してみると、「短時間勤務制度」が 0.49 と最も大きく、「子育
てを疑似体験できる機会」が 0.02 と最も小さかった。 
 
２. 標準偏差 
 それぞれのカテゴリー別に標準偏差が大きかった設問を確認してみると、「組織コミッ
トメント」では、「キャリアの残りをこの会社で過ごしたい」が 1.361 と最も大きく、「配
偶者からの支援」では、「あなたの勤務先を良い会社だと評価している」が 1.187 と最も
大きく、「両立支援を促す組織風土」においては、「出産・子供の誕生後も継続して働き続
けるよう従業員に働きかけている」が 1.302 と最も大きく、「両立支援制度・施策」で
は、「短時間勤務制度」が 0.501 と最も大きかった。 
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表 ５-１１ 全体構造：質問項目の平均値・標準偏差 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
 
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
私は、この会社の一員であることを誇りに思う 181 1 5 3.02 1.24
私は、この会社に対して愛着を持っている 181 1 5 3.12 1.309
キャリアの残りをこの会社で過ごしたい 181 1 5 2.93 1.361
私は、この会社でしか働けない人間になっている 181 1 5 2.68 1.219
私がそうしたくとも、今この会社を離れることは非常に難しい 181 1 5 3.12 1.268
この会社を離れると、現在の生活の維持が難しい 181 1 5 3.63 1.081
もしこの会社を辞めたら、罪悪感が生じるだろう 181 1 5 2.71 1.223
私はこの会社に対して恩義を感じている 181 1 5 3.2 1.204
この会社の人達に恩義を感じているので、すぐに辞めるようなことはしない 181 1 5 3.24 1.209
組織コミットメント　カテゴリー小計 3.07
あなたのキャリアプランを応援してくれている 106 1 5 3.57 1.087
あなたのキャリアプランを把握している 106 1 5 3.32 1.134
あなたのキャリアプランに賛同している 106 1 5 3.36 1.025
あなたの勤務先を気に入っている 106 1 5 3.28 1.128
あなたの勤務先を良い会社だと評価している 106 1 5 3.29 1.187
あなたの勤務先を辞めないことを推奨している 106 1 5 3.5 1.181
配偶者からの支援　カテゴリー小計 3.39
部下の育児休業取得を支援するよう管理職層に求めている 181 1 5 2.7 1.292
同僚の育児休業取得に協力するよう一般社員層に求めている 181 1 5 2.7 1.261
出産・子供の誕生後も継続して働き続けるよう従業員に働きかけている 181 1 5 3.01 1.302
育児休業を取得する人を温かく送り出している 181 1 5 3.21 1.256
育児休業から復職する人を温かく迎えている 181 1 5 3.28 1.262
育児休業の取得希望を職場で言い出しやすい 181 1 5 3.09 1.284
性別に関わらず育児休業が取得しやすい 181 1 5 2.61 1.231
職位に関わらず育児休業が取得しやすい 181 1 5 2.86 1.242
職種に関わらず育児休業が取得しやすい 181 1 5 2.88 1.232
育児休業取得者が職場と定期的なコミュニケーションを取っている 181 1 5 2.69 1.137
育児休業取得者が休業期間中に職場を気兼ねなく訪れることができる 181 1 5 2.92 1.271
育児休業中であっても一定時間の範囲で業務を行うことが認められている 181 1 5 2.41 1.1
自分のライフプランを定期的に上長に相談できる 181 1 5 2.72 1.239
欠員が出ても円滑に業務が進むように個々の業務のマニュアル化を図っている 181 1 5 2.51 1.25
欠員が出ても円滑に業務が進むように業務の主担当と副担当を任命している 181 1 5 2.54 1.218
育児休業を取得することは、当人の評価に悪影響を及ぼさない 181 1 5 2.93 1.234
育児休業を取得することは、当人のキャリアに悪影響を及ぼさない 181 1 5 2.94 1.223
仕事と育児を両立しながら活躍しているロールモデルが居る 181 1 5 2.65 1.277
子供が病気や怪我をしたときに勤務時間の調整がしやすい 181 1 5 3.11 1.295
勤務時間ではなく業務の結果が重視される 181 1 5 3.14 1.198
勤務スケジュールを自由に調整することができる 181 1 5 2.67 1.252
　両立支援を促す組織風土　カテゴリー小計 2.84
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表 ５-１２ 全体構造：質問項目の平均値・標準偏差 
 
 度数 最小値 最大値 平均値 
標準 
偏差 
育児休業中に従来の給与水準を  
一定期間会社が保障する制度  
181 0 1 .43 .497 
育児休業を複数回に分けて取得できる制度  181 0 1 .20 .400 
在宅勤務制度  181 0 1 .17 .378 
フレックスタイム制度  181 0 1 .33 .470 
短時間勤務制度  181 0 1 .49 .501 
子育て中の社員を支援する同僚に対する手当を支払う制度  181 0 1 .09 .285 
事業所内保育所制度  181 0 1 .10 .300 
子供の保育に対する経済的支援制度  181 0 1 .13 .340 
子供が幼い間は、従業員の勤務地が考慮される制度  181 0 1 .21 .408 
配偶者の転勤先に近い事業所へ異動できる制度  181 0 1 .12 .328 
配偶者の転勤先に近い同業他社へ転職できる制度  181 0 1 .06 .229 
看護休暇制度  181 0 1 .32 .468 
保活コンサルティングサービスの紹介  181 0 1 .04 .206 
育児休業取得者の心構えに関する教育機会  181 0 1 .07 .259 
育児休業から復帰する人の心構えに関する教育機会  181 0 1 .07 .249 
育児休業取得者の管理職層に対する心構えに関する教育機会  181 0 1 .06 .240 
子育てを疑似体験する教育機会  181 0 1 .02 .147 
育児休業期間中に自己啓発に取り組めるような学習環境  181 0 1 .08 .268 
社内の育児休業取得者同士で  
コミュニケーションが取れる仕組み  
181 0 1 .08 .268 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
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第３項  因子分析・相関・重回帰分析 
１． 因子分析 
 調査概要の全体構造を把握するために、「組織コミットメント」「配偶者からの支援」「組
織風土」のそれぞれに対して因子分析を行った。因子の抽出には、主因子法を用いている。 
組織コミットメントについては、因子数は固有値 1 以上を基準として３因子構造を仮定と
した。ブロマックス回転による因子分析の結果、想定した通りに以下のような３因子構造と
なった。 
 
表 ５-１３ 全体構造：組織コミットメント９項目の因子分析結果 
質問内容 
因子 
因子名称 
信頼性 
係数 1 2 3 
私は、この会社に対して愛着を持っている  .952 -.010 -.026 情緒的 
コミット 
メント 
0.888 私は、この会社の一員であることを誇りに思う  .859 .034 -.008 
キャリアの残りをこの会社で過ごしたい  .624 .057 .178 
この会社の人達に恩義を感じているので、すぐに辞めるようなことはしない  .049 .779 .039 規範的 
コミット 
メント 
0.821 もしこの会社を辞めたら、罪悪感が生じるだろう  -.013 .746 -.006 
私はこの会社に対して恩義を感じている  .382 .558 -.126 
この会社を離れると、現在の生活の維持が難しい  .032 -.129 .644 存続的 
コミット 
メント 
0.651 私がそうしたくとも、今この会社を離れることは非常に難しい  -.150 .267 .616 
私は、この会社でしか働けない人間になっている  .209 -.058 .537 
6 回の反復で回転が収束   
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成） 
 
  第１～３の因子は、先行研究に習い、それぞれ「情緒的コミットメント」「規範的コミ
ットメント」「存続的コミットメント」と名付けた。 
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配偶者からの支援については、因子数は固有値 1 以上を基準として２因子構造を仮定とし
た。ブロマックス回転による因子分析の結果、以下のような２因子構造となった。  
 
表 ５-１４ 全体構造：配偶者からの支援６項目の因子分析結果 
質問内容 
因子 
因子名称 信頼性係数 
1 2 
あなたのキャリアプランを把握している .937 -.108 
配偶者からの 
キャリア支援 
0.915 あなたのキャリアプランに賛同している .893 .033 
あなたのキャリアプランを応援してくれている .820 .095 
あなたの勤務先を良い会社だと評価している .029 .914 
配偶者からの 
勤務先評価 
0.887 あなたの勤務先を気に入っている .110 .830 
あなたの勤務先を辞めないことを推奨している -.107 .802 
3 回の反復で回転が収束   
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成） 
 
第 1 の因子は、「あなたのキャリアプランを応援してくれている」「あなたのキャリアプラ
ンを把握している」「あなたのキャリアプランに賛同している」といった３項目から構成さ
れており、これを「配偶者からのキャリア支援」と名付けた。第２の因子は、「あなたの勤
務先を気に入っている」「あなたの勤務先を良い会社だと評価している」「あなたの勤務先を
辞めないことを推奨している」といった３項目から構成されており、これを「配偶者からの
勤務先評価」と名付けた。 
 
組織風土については、因子数は固有値 1 以上を基準として７因子構造と仮定をしたが有効
な因子の組み合わせが確認できなかったために５因子構造だと改めて仮定をした。ブロマッ
クス回転による因子分析の結果、次のような５因子構造となった。 
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表 ５-１５ 全体構造：両立支援を促す組織風土 21 項目の因子分析結果 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
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第 1 の因子は、「育児休業中であっても一定時間の範囲で業務を行うことが認められてい
る」「欠員が出ても円滑に業務が進むように個々の業務のマニュアル化を図っている」「自分
のライフプランを定期的に上長に相談できる」「欠員が出ても円滑に業務が進むように 
業務の主担当と副担当を任命している」、「育児休業取得者が職場と定期的なコミュニケーシ
ョンを取っている」「勤務スケジュールを自由に調整することができる」「仕事と育児を両立
しながら活躍しているロールモデルが居る」「育児休業取得者が休業中に職場を気兼ねなく
訪れることができる」といった８項目から構成されており、これを「育児休業による欠員対
応体制」と名付けた。第２の因子は、「同僚の育児休業取得に協力するよう一般社員層に求
めている」「部下の育児休業取得を支援するよう管理職層に求めている」「出産・子供の誕生
後も継続して働き続けるよう従業員に働きかけている」といった３項目から構成されており、
これを「会社の啓発行動」と名付けた。第３の因子は、「職位に関わらず育児休業が取得し
やすい」「職種に関わらず育児休業が取得しやすい」「性別に関わらず育児休業が取得しやす
い」「育児休業の取得希望を職場で言い出しやすい」の４項目から構成されており、これを
「育児休業取得の受け入れ」と名付けた。第４の因子は、「育児休業を取得することは、当
人の評価に悪影響を及ぼさない」「育児休業を取得することは、当人のキャリアに悪影響を
及ぼさない」「勤務時間ではなく業務の結果が重視される」といった３項目から構成されて
おり、これを「パフォーマンスベースの評価制度」と名付けた。第５の因子は、「育児休業
から復職する人を温かく迎えている」「育児休業を取得する人を温かく送り出している」の
2 項目から構成されており、これを「育児休業取得者への周囲の態度」と名付けた。尚、「子
供が病気や怪我をしたときに勤務時間の調整がしやすい」という質問項目に関しては、0.35
を上回る因子負荷量が確認できなかった。 
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２. 相関 
 導き出されたそれぞれの因子において、因子間の相関を確認し、その結果を表５－16、表
５－17、表５－18、表５－19 にそれぞれ記す。 
 
表 ５-１６ 因子間相関の分析 組織コミットメント 
  情緒的コミットメント  存続的コミットメント  規範的コミットメント  
情緒的コミットメント  1 .445** .679** 
存続的コミットメント  .445** 1 .418** 
規範的コミットメント  .679** .418** 1 
**. 相関係数は  1% 水準で有意 (両側) 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
  
因子の組み合わせは３通りで、それぞれにおいて中程度な相関が見られた。  
 
表 ５-１７ 因子間相関の分析 配偶者からの支援 
  
配偶者からのキャリア支援 配偶者からの勤務先評価 
配偶者からのキャリア支援 1 .557** 
配偶者からの勤務先評価 .557** 1 
**. 相関係数は  1% 水準で有意 (両側)  
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
 
因子の組み合わせは１通りで、それぞれにおいて中程度な相関が見られた。  
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表 ５-１８ 因子間相関の分析 両立支援を促す組織風土 
 
仕事と育児の  
両立を前提と  
した業務体制  
会社の啓発活動  
パフォーマンス  
ベースの評価制度  
育児休業取得への
受け入れ  
育児休業取得者への周
囲の態度  
  
仕事と育児の両立を  
前提とした業務体制  
1 .648** .781** .807** .700** 
  
会社の啓発活動  .648** 1 .601** .691** .731**   
パフォーマンスベースの
評価制度  
.781** .601** 1 .748** .697** 
  
育児休業取得への  
受け入れ  
.807** .691** .748** 1 .758** 
  
育児休業取得者への  
周囲の態度  
.700** .731** .697** .758** 1 
 
**. 相関係数は  1% 水準で有意 (両側) 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
 
因子の組み合わせは 10 通りで、それぞれにおいて 1%有意で中程度から強い相関が見ら
れた。また、相関が見られた 10 通りの内、６つの組み合わせにおいては相関係数が 0.700
を上回る強い相関が確認され、特に相関が強かったのは「仕事と育児の両立を前提とした
業務体制」と「育児休業取得への受け入れ」だった。 
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表 ５-１９ 全体構造：因子間相関の分析（両立支援制度・施策） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
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因子の組み合わせは 171 通りで、多くの項目にて弱いまたは中程度な相関が見られた。
他の因子との相関があまり見られなかったのが、「保活コンサルティングサービスの紹介」
と「子育てを疑似体験する教育機会」で、強い相関が見られたのは、「育児休業取者の管理
職層に対する心構えに関する教育機会」と「育児休業期間中に自己啓発に取り組めるよう
な学習環境」の 0.705（p < .01）「育児休業取得者の心構えに関する教育機会」と「育児休
業から復職する人の心構えに関する教育機会の」0.700（p < .01）で、いずれも企業内の教
育施策に関する項目であった。 
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３. 重回帰分析 
 仮説に基づき、因子間の影響度を重回帰分析によって確認した。組織コミットメントに関
する３因子ならびに配偶者からの支援の２因子においては、両立支援制度・施策の各種およ
び両立支援の組織風土の影響について分析をしている。（表５－20、表５－21、表５－22、
表５－23、表５－24） 
表 ５-２０ 全体構造：情緒的コミットメントの重回帰分析の結果 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
情緒的コミットメントへの影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は、0.299 となっ
た。有意な影響が見られた独立変数は２項目あり、「育児休業取得者への周囲の態度」(β
=0.242, p < .05)と「配偶者の転勤先に近い事業所へ異動できる制度」(β=0.197, p < .05)で、
いずれも情緒的コミットメントに正の影響を与えていた。 
(定数) 5.224 0.000
育休給与保障 0.139 1.629 0.105
育休分割取得 0.154 1.951 0.053
在宅勤務 -0.054 -0.666 0.506
フレックスタイム 0.069 0.880 0.380
短時間勤務 -0.116 -1.380 0.170
子育て社員の同僚への手当 0.058 0.766 0.445
事業所内保育所 -0.055 -0.800 0.425
保育への経済支援 0.037 0.404 0.687
勤務地考慮 -0.039 -0.481 0.631
配偶者の転勤先地へ異動 0.197 2.215 0.028 *
配偶先の転勤先地へ転職 -0.129 -1.490 0.138
看護休暇 0.067 0.826 0.410
保活コンサルティング 0.039 0.485 0.629
育児休業前教育 0.148 1.444 0.151
育児休業復帰前教育 -0.116 -0.912 0.363
育休取得者の管理者教育 0.013 0.130 0.897
子育て疑似体験 -0.013 -0.140 0.889
育休中自己啓発 0.012 0.106 0.916
育休取得者同士の
コミュニケーション
-0.150 -1.527 0.129
仕事と育児の両立を
前提とした業務体制
0.208 1.603 0.111
会社の啓発活動 -0.002 -0.023 0.982
育児休業取得者への
周囲の態度
0.242 2.136 0.034 *
育児休業取得への受け入れ -0.133 -1.039 0.300
パフォーマンスベースの
評価制度
0.138 1.223 0.223
R2
調整済みR2
F値
* p<.05, ** p<.01
標準化係数
ベータ
n=181
0.393
0.299
4.202 *
t 値 p 値
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表 ５-２１ 全体構造：規範的コミットメントの重回帰分析の結果 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
規範的コミットメントへの影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は、0.111 とな
り、有意な影響が見られた独立変数は確認されなかった。 
(定数) 7.804 0.000
育休給与保障 0.109 1.135 0.258
育休分割取得 0.078 0.880 0.380
在宅勤務 -0.075 -0.820 0.414
フレックスタイム -0.017 -0.188 0.851
短時間勤務 0.041 0.439 0.662
子育て社員の同僚への手当 0.016 0.186 0.853
事業所内保育所 -0.120 -1.548 0.124
保育への経済支援 0.056 0.551 0.582
勤務地考慮 -0.029 -0.314 0.754
配偶者の転勤先地へ異動 0.185 1.849 0.066
配偶先の転勤先地へ転職 0.046 0.474 0.636
看護休暇 -0.048 -0.521 0.603
保活コンサルティング 0.067 0.741 0.460
育児休業前教育 0.076 0.663 0.508
育児休業復帰前教育 -0.115 -0.801 0.424
育休取得者の管理者教育 0.050 0.432 0.667
子育て疑似体験 0.044 0.434 0.665
育休中自己啓発 -0.152 -1.140 0.256
育休取得者同士の
コミュニケーション
-0.040 -0.364 0.716
仕事と育児の両立を
前提とした業務体制
0.226 1.552 0.123
会社の啓発活動 -0.012 -0.096 0.924
育児休業取得者への
周囲の態度
0.146 1.142 0.255
育児休業取得への受け入れ -0.206 -1.436 0.153
パフォーマンスベースの
評価制度
0.158 1.244 0.215
R2
調整済みR2
F値
* p<.05, ** p<.01
0.230
0.111
1.939 **
標準化係数
ベータ
t 値 p 値
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表 ５-２２ 全体構造：存続的コミットメントの重回帰分析の結果 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
存続的コミットメントへの影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は 0.020 となり、
有意な分析モデルとはならなかった。 
(定数) 12.157 0.000
育休給与保障 0.100 0.995 0.321
育休分割取得 0.023 0.243 0.808
在宅勤務 0.059 0.611 0.542
フレックスタイム 0.034 0.362 0.717
短時間勤務 -0.145 -1.466 0.145
子育て社員の同僚への手当 -0.008 -0.093 0.926
事業所内保育所 0.054 0.657 0.512
保育への経済支援 0.116 1.081 0.281
勤務地考慮 -0.026 -0.273 0.785
配偶者の転勤先地へ異動 0.214 2.042 0.043 *
配偶先の転勤先地へ転職 -0.086 -0.833 0.406
看護休暇 0.103 1.070 0.286
保活コンサルティング 0.037 0.392 0.695
育児休業前教育 0.205 1.693 0.093
育児休業復帰前教育 -0.267 -1.774 0.078
育休取得者の管理者教育 -0.088 -0.728 0.468
子育て疑似体験 0.099 0.924 0.357
育休中自己啓発 0.113 0.811 0.419
育休取得者同士の
コミュニケーション
-0.119 -1.024 0.307
仕事と育児の両立を
前提とした業務体制
0.125 0.817 0.415
会社の啓発活動 -0.085 -0.669 0.504
育児休業取得者への
周囲の態度
0.026 0.194 0.847
育児休業取得への受け入れ -0.056 -0.372 0.711
パフォーマンスベースの
評価制度
0.022 0.162 0.871
R2
調整済みR2
F値
* p<.05, ** p<.01
0.150
0.020
1.150
標準化係数
ベータ
t 値 p 値
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表 ５-２３ 全体構造：配偶者からのキャリア支援の重回帰分析の結果 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
配偶者からのキャリア支援への影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は 0.096 で有
意な分析モデルとはならなかった。 
(定数) 6.984 0.000
育休給与保障 -0.094 -0.685 0.495
育休分割取得 0.051 0.428 0.670
在宅勤務 0.119 0.837 0.405
フレックスタイム -0.010 -0.077 0.938
短時間勤務 -0.020 -0.140 0.889
子育て社員の同僚への手当 0.028 0.240 0.811
事業所内保育所 0.090 0.814 0.418
保育への経済支援 -0.211 -1.360 0.178
勤務地考慮 0.184 1.420 0.159
配偶者の転勤先地へ異動 0.071 0.496 0.621
配偶先の転勤先地へ転職 0.113 0.805 0.423
看護休暇 -0.131 -0.998 0.321
保活コンサルティング 0.046 0.387 0.700
育児休業前教育 0.109 0.701 0.486
育児休業復帰前教育 0.098 0.486 0.628
育休取得者の管理者教育 -0.041 -0.279 0.781
子育て疑似体験 -0.170 -1.206 0.231
育休中自己啓発 0.012 0.071 0.943
育休取得者同士の
コミュニケーション
-0.152 -0.983 0.329
仕事と育児の両立を
前提とした業務体制
-0.071 -0.361 0.719
会社の啓発活動 0.289 1.711 0.091
育児休業取得者への
周囲の態度
0.267 1.516 0.133
育児休業取得への受け入れ -0.329 -1.628 0.107
パフォーマンスベースの
評価制度
0.273 1.458 0.149
R2
調整済みR2
F値
* p<.05, ** p<.01
0.303
0.096
1.465
t 値 p 値
標準化係数
ベータ
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表 ５-２４ 全体構造：配偶者からの勤務先評価の重回帰分析の結果 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
配偶者からの勤務先評価への影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は 0.180 であっ
たが、有意な影響を与えている独立変数は確認ができなかった。 
(定数) 5.960 0.000
育休給与保障 0.033 0.250 0.804
育休分割取得 -0.032 -0.287 0.775
在宅勤務 0.215 1.591 0.116
フレックスタイム -0.013 -0.105 0.916
短時間勤務 -0.070 -0.505 0.615
子育て社員の同僚への手当 0.072 0.650 0.517
事業所内保育所 -0.017 -0.167 0.868
保育への経済支援 0.050 0.336 0.738
勤務地考慮 0.068 0.547 0.586
配偶者の転勤先地へ異動 0.133 0.980 0.330
配偶先の転勤先地へ転職 -0.068 -0.507 0.613
看護休暇 0.093 0.745 0.458
保活コンサルティング 0.033 0.293 0.770
育児休業前教育 0.155 1.048 0.298
育児休業復帰前教育 -0.254 -1.328 0.188
育休取得者の管理者教育 0.109 0.782 0.436
子育て疑似体験 0.053 0.398 0.692
育休中自己啓発 -0.165 -0.994 0.323
育休取得者同士の
コミュニケーション
-0.142 -0.962 0.339
仕事と育児の両立を
前提とした業務体制
-0.140 -0.747 0.457
会社の啓発活動 0.100 0.624 0.534
育児休業取得者への
周囲の態度
0.376 2.239 0.028
育児休業取得への受け入れ -0.039 -0.203 0.840
パフォーマンスベースの
評価制度
0.138 0.777 0.440
R2
調整済みR2
F値
* p<.05, ** p<.01
0.367
0.180
1.954 *
t 値 p 値
標準化係数
ベータ
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続いて、「配偶者からの支援」の２因子と「組織コミットメント」の３因子における因果
関係を考察する。（表５－25、表５－26、表５－27） 
 
表 ５-２５ 全体構造：配偶者からの支援と情緒的コミットメントの重回帰分析の結果 
情緒的コミットメント 
標準化係数 
t 値 P 値   
ベータ 
(定数)   2.241 0.027 * 
配偶者からのキャリア支援 0.216 2.267 0.025 * 
配偶者からの勤務先評価 0.448 4.705 0.000 ** 
R2 0.355   
調整済み R2 0.343   
F 値 28.392**   
* p<.05, ** p<.01       
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
 分析モデルの調整済み決定係数は、0.343 となり有意であった。「配偶者からのキャリア
支援」(β=0.216, p <. 05)および、「配偶者からの勤務先評価」(β=0.448, p < .01)のいずれも
「情緒的コミットメント」に対して正の影響を与えていた。 
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表 ５-２６ 全体構造：配偶者からの支援と存続的コミットメントの重回帰分析の結果 
存続的コミットメント 
標準化係数 
t 値 P 値   
ベータ 
(定数)   7.080 0.000 ** 
配偶者からのキャリア支援 -0.152 -1.418 0.159   
配偶者からの勤務先評価 0.495 4.620 0.000 ** 
R2 0.184   
調整済み R2 0.161   
F 値 11.641**   
* p<.05, ** p<.01         
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
モデルの調整済み決定係数は、0.161 となり有意であった。因子別の影響度合いにおいて
は、「配偶者からの勤務先評価」(β=0.495, p < .01)のみが「存続的コミットメント」に対し
て正の影響を与えていた。 
 
表 ５-２７ 全体構造：配偶者からの支援と規範的コミットメントの重回帰分析の結果 
規範的コミットメント 
標準化係数 
t 値 P 値   
ベータ 
(定数)   3.314 0.001   
配偶者からのキャリア支援 0.228 2.266 0.026 * 
配偶者からの勤務先評価 0.368 3.661 0.000 ** 
R2 0.281   
調整済み R2 0.267   
F 値 20.140 **   
* p<.05, ** p<.01         
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
モデルの調整済み決定係数は、0.267 となり有意であった。「配偶者からのキャリア支援」
(β=0.228, p < .05)、「配偶者からの勤務先評価」(β=0.368,  p < .01)のいずれも「規範的コミ
ットメント」に対して正の影響を与えていた。  
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４.自由記述データの分析 
自由記述データの内、「子育てをしながら働く社員が活躍するために企業がすべきこと」
の設問で得られた回答のスコア9と出現頻度を品詞別に確認すると以下の通りとなった。10 
（表５－28） 
表 ５-２８ 全体構造：自由記述データ分析（スコア・出現頻度） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
                                                     
9 スコアとは、与えられた文書の中でその単語がどれだけ特徴的であるかを指す 
10 品詞ごとに最大 50 項目までを抜粋 
単語
（名詞）
スコア
出現頻度
(回）
 単語
（動詞)
スコア 出現頻度
単語
（形容詞）
スコア 出現頻度
時短 65.4 16 働ける 4.97 7 やすい 2.51 20
育児休暇 65.4 16 設ける 4.89 4 快い 1.17 2
育休 42 14 取る 2.18 17 手厚い 0.58 1
勤務 33.28 27 とらわれる 2 2 温かい 0.09 1
制度 16.61 22 整える 1.79 4 硬い 0.09 1
側 12.92 5 休む 1.01 9 細かい 0.08 1
急 12.92 5 取り入れる 0.97 3 にくい 0.07 2
託児所 12 6 働く 0.73 8 くだらない 0.07 1
休暇 10.22 7 できる 0.58 25 づらい 0.05 1
取得 9.65 19 なくす 0.58 2 よい 0.04 4
環境 9.38 22 作る 0.47 14 難しい 0.04 2
フレックス 9.29 4 思う 0.28 22 広い 0.04 1
人員 9.04 5 接す 0.26 1 良い 0.03 4
社員 8.74 18 出来る 0.23 9 古い 0.03 1
在宅 8.74 10 埋める 0.23 2 ほしい 0.02 2
子育て 7.74 14 ためらう 0.22 1 低い 0.02 1
当人 7.08 5 増やす 0.21 4 厳しい 0.02 1
産休 7.08 5 与える 0.2 3 いい 0.01 3
体制 4.63 9 考える 0.13 7 多い 0.01 2
企業 3.83 14 回る 0.1 2 欲しい 0.01 2
給与 3.5 5 出す 0.09 5 遅い 0.01 1
づくり 3.28 6 あく 0.09 1 強い 0.01 1
保育園 3.09 6 させる 0.08 2 うまい 0.01 1
育児 2.49 6 取れる 0.08 2 新しい 0.01 1
作り 2.42 9 持つ 0.07 5 早い 0 1
整備 2.35 5 認める 0.07 2 無い 0 1
配慮 1.86 5 つくる 0.06 2 高い 0 1
子供 1.76 16 もらえる 0.06 2 悪い 0 1
取り組み 1.75 3 変わる 0.05 3
残業 1.68 6 合う 0.05 2
業務 1.3 6 減る 0.05 2
正社員 1.16 4 とる 0.04 3
長期 1.1 4 浮かぶ 0.04 1
雰囲気 1.06 6 いく 0.03 4
会社 1.03 12 問う 0.03 1
必要 0.94 14 やめる 0.02 2
確保 0.89 4 増える 0.02 2
仕事 0.82 20 おく 0.02 2
理解 0.8 8 違う 0.02 2
上司 0.71 5 合わせる 0.02 1
充実 0.51 4 行く 0.01 3
調整 0.5 4 なれる 0.01 1
休み 0.32 5 よる 0.01 1
職場 0.32 4 もつ 0.01 1
支援 0.25 5 上がる 0.01 1
カバー 0.21 3 とく 0.01 1
影響 0.2 4 怒る 0.01 1
男性 0.17 5 なさる 0.01 1
評価 0.17 4 つける 0.01 1
対応 0.11 4 かける 0 1
85 
 
続いて、自由記述データの出現傾向を確認してみると、以下の図11のようになり、「制度を
取得できる雰囲気」「環境を作る」「体制作り」「育児休業への理解」などのキーワードが浮
かび上がってきた。また、今回の調査における質問項目に見られないユニークな回答として
は、職場の風土に関して「育休を取らない人にもメリットを」や「子育てする社員と、そう
でない社員の両方のバランスがうまく取れるような職場にすべきだ」といった両立支援を必
要としていない社員に対する働きかけを重視する声が確認された。（図５－６） 
図 ５-６ 全体構造：自由記述データ分析（２次元マップ） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
  
                                                     
11 出現傾向が似た単語を近くにグルーピング 
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次に、自由記述データの内、「子育てをしながら働く社員が活躍するために職場の上
司・同僚がすべきこと」の設問で得られた回答のスコアと出現頻度を品詞別に確認すると
以下の通りとなった。（表５－29） 
表 ５-２９ 全体構造：自由記述データ分析（スコア・出現頻度） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
単語
（名詞）
スコア
出現頻度
(回）
 単語
（動詞)
スコア 出現頻度
単語
（形容詞）
スコア 出現頻度
育児休暇 29.9 9 働ける 1.79 4 やすい 1.43 15
早退 18 9 設ける 1.47 2 広い 0.33 3
子育て 13.45 19 働く 1.37 11 快い 0.32 1
心 9.29 4 整える 1.04 3 づらい 0.21 2
上司 6.64 16 割り当てる 1 1 ほしい 0.13 5
育休 6.34 4 取る 0.93 11 欲しい 0.03 3
社員 6.23 15 休む 0.62 7 いい 0.02 5
理解 6.2 23 なくす 0.58 2 にくい 0.02 1
急 6 3 かなえる 0.58 1 はやい 0.02 1
欠員 6 3 交える 0.42 1 上手い 0.02 1
量 6 3 あえる 0.32 1 良い 0.01 2
休暇 5.85 5 努める 0.32 1 少ない 0.01 1
環境 4.56 15 作る 0.29 11 新しい 0.01 1
配慮 4.45 8 薦める 0.26 1 優しい 0.01 1
人員 3.97 3 できる 0.24 16 難しい 0.01 1
取得 3.47 11 示す 0.22 2 悪い 0 1
業務 3.45 10 たたむ 0.22 1 多い 0 1
同僚 3.17 7 思う 0.21 19 よい 0 1
率先 3 3 帰れる 0.17 2
づくり 2.35 5 持つ 0.11 6
体制 1.54 5 甘える 0.11 1
分担 1.54 3 回る 0.1 2
サポート 1.52 8 与える 0.09 2
部下 1.45 4 とる 0.07 4
育児 1.16 4 認める 0.07 2
作り 1.11 6 つくる 0.06 2
仕事 1.09 23 求める 0.06 2
雰囲気 1.06 6 増やす 0.05 2
部署 0.97 3 支える 0.05 1
必要 0.94 14 考える 0.04 4
協力 0.91 7 もつ 0.04 2
定時 0.84 3 任せる 0.04 1
勤務 0.6 3 浮かぶ 0.04 1
職場 0.5 5 出来る 0.03 3
負担 0.47 3 つける 0.03 2
会社 0.46 8 作れる 0.03 1
相談 0.46 5 使う 0.02 3
制度 0.39 3 聞く 0.02 3
遅刻 0.37 3 変わる 0.02 2
教育 0.23 3 かける 0.02 2
体調 0.22 3 言う 0.01 4
休み 0.2 4 いく 0.01 2
対応 0.17 5 知る 0.01 2
子ども 0.17 3 増える 0.01 1
場合 0.15 4 変える 0.01 1
応援 0.15 4 見える 0.01 1
周り 0.13 3 見る 0 2
子供 0.11 4 行う 0 1
内容 0.09 3 おく 0 1
無理 0.07 3 すぎる 0 1
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続いて、自由記述データの出現傾向を確認してみると、以下の図のようになり、「社員
の協力・理解」「上司へ相談できる体制」「子育てをする同僚への配慮」、などのキーワー
ドが浮かび上がってきた。尚、今回の調査における質問項目にて取り上げていないユニー
クな回答としては、上司や同僚の振る舞いに関する「普段から人不足と口にしないこと」
や「子供を優先に考えられる広い心、余裕をもってほしい」といった職場における心の余
裕に関する記述が確認された。（図５－７） 
図 ５-７ 全体構造：自由記述データ分析（２次元マップ） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
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第４節 ジェンダーの違いに基づく比較分析 
第１項  平均値・標準偏差 
ジェンダー別に組織コミットメントの９項目の平均値と標準偏差を比較してみると、
５項目で有意な差が見られ、特に差が大きかったのは｢キャリアの残りをこの会社で過ご
したい｣で、男性が女性に比べて 0.81 点（p < .01）高くなる差が見られた。尚、女性の得
点が有意に男性を上回る項目は確認されず、相対的に男性の平均値が高い傾向にあった。
（表５－30） 
表 ５-３０ 質問項目の平均値・標準偏差（組織コミットメント） 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
  
質問項目（組織コミットメント） 区分 度数 平均値 標準偏差
平均値の
標準誤差
t値
男性 109 3.23 1.237 0.118
女性 72 2.69 1.182 0.139
男性 109 3.33 1.218 0.117
女性 72 2.79 1.383 0.163
男性 109 3.26 1.294 0.124
女性 72 2.44 1.320 0.156
男性 109 2.83 1.244 0.119
女性 72 2.44 1.149 0.135
男性 109 3.14 1.265 0.121
女性 72 3.10 1.280 0.151
男性 109 3.70 1.059 0.101
女性 72 3.53 1.113 0.131
男性 109 2.68 1.185 0.114
女性 72 2.76 1.284 0.151
男性 109 3.39 1.201 0.115
女性 72 2.92 1.160 0.137
男性 109 3.39 1.193 0.114
女性 72 3.03 1.210 0.143
* p<.05, ** p<.01
この会社の人達に恩義を感じているので、すぐに辞めるようなことはしない 1.956
もしこの会社を辞めたら、罪悪感が生じるだろう -0.449
私はこの会社に対して恩義を感じている 2.623 *
私がそうしたくとも、今この会社を離れることは非常に難しい 0.209
この会社を離れると、現在の生活の維持が難しい 1.022
キャリアの残りをこの会社で過ごしたい 4.084 **
私は、この会社でしか働けない人間になっている 2.165 *
私は、この会社の一員であることを誇りに思う 2.924 **
私は、この会社に対して愛着を持っている 2.687 **
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続いて、ジェンダー別に配偶者からの支援の６項目における平均値と標準偏差の比較
をしてみると、６項目ともに有意な差は見られなかった。（表５－31） 
表 ５-３１ 質問項目の平均値・標準偏差（配偶者からの支援） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
 
次に、ジェンダー別に両立支援を支える組織風土の 21 項目における平均値と標準偏差
の比較をしてみると、４項目に有意な差が見られた。特に差の大きかったのが、「自分の
ライフプランを定期的に上長に相談できる」で、男性の方が女性に比べて 0.44 点高く（p 
< .05）、「欠員が出ても円滑に業務が進むように業務の主担当と副担当を任命している」
や「育児休業取得者が職場と定期的なコミュニケーションを測っている」においても
0.39 点（p < .05）、「育児休業中であっても一定の範囲で業務を行うことが認められてい
る」においても 0.37 点（p < .05）男性の得点が女性より高い傾向が見られた。（表５－
32） 
  
質問項目（配偶者からの支援） 区分 度数 平均値 標準偏差
平均値の
標準誤差
t値
男性 80 3.61 1.061 0.119
女性 26 3.42 1.172 0.230
男性 80 3.35 1.115 0.125
女性 26 3.23 1.210 0.237
男性 80 3.41 0.977 0.109
女性 26 3.19 1.167 0.229
男性 80 3.33 1.100 0.123
女性 26 3.15 1.223 0.240
男性 80 3.35 1.148 0.128
女性 26 3.12 1.306 0.256
男性 80 3.60 1.132 0.127
女性 26 3.19 1.297 0.254
* p<.05, ** p<.01
あなたの勤務先を良い会社だと評価している 0.819
あなたの勤務先を辞めないことを推奨している 1.435
0.445
あなたのキャリアプランに賛同している 0.868
あなたの勤務先を気に入っている 0.635
あなたのキャリアプランを応援してくれている 0.732
あなたのキャリアプランを把握している
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表 ５-３２ 質問項目の平均値・標準偏差（両立支援を促す組織風土） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
  
質問項目（組織風土） 区分 度数 平均値 標準偏差
平均値の
標準誤差
t値
男性 109 2.77 1.324 0.127
女性 72 2.58 1.242 0.146
男性 109 2.73 1.281 0.123
女性 72 2.64 1.237 0.146
男性 109 3.03 1.330 0.127
女性 72 2.97 1.267 0.149
男性 109 3.28 1.254 0.120
女性 72 3.11 1.262 0.149
男性 109 3.37 1.274 0.122
女性 72 3.15 1.241 0.146
男性 109 3.16 1.271 0.122
女性 72 2.99 1.305 0.154
男性 109 2.70 1.198 0.115
女性 72 2.49 1.278 0.151
男性 109 2.91 1.221 0.117
女性 72 2.79 1.278 0.151
男性 109 2.87 1.226 0.117
女性 72 2.89 1.251 0.147
男性 109 2.84 1.148 0.110
女性 72 2.46 1.087 0.128
男性 109 3.00 1.284 0.123
女性 72 2.81 1.252 0.148
男性 109 2.56 1.134 0.109
女性 72 2.19 1.016 0.120
男性 109 2.90 1.298 0.124
女性 72 2.46 1.100 0.130
男性 109 2.61 1.277 0.122
女性 72 2.38 1.204 0.142
男性 109 2.70 1.236 0.118
女性 72 2.31 1.158 0.137
男性 109 2.94 1.261 0.121
女性 72 2.90 1.200 0.141
男性 109 2.95 1.279 0.123
女性 72 2.93 1.142 0.135
男性 109 2.61 1.224 0.117
女性 72 2.69 1.360 0.160
男性 109 3.17 1.251 0.120
女性 72 3.03 1.363 0.161
男性 109 3.20 1.120 0.107
女性 72 3.06 1.310 0.154
男性 109 2.77 1.244 0.119
女性 72 2.51 1.256 0.148
* p<.05, ** p<.01
勤務時間ではなく業務の結果が重視される 0.778
勤務スケジュールを自由に調整することができる 1.351
仕事と育児を両立しながら活躍しているロールモデルが居る -0.402
子供が病気や怪我をしたときに勤務時間の調整がしやすい 0.685
育児休業を取得することは、当人の評価に悪影響を及ぼさない 0.227
育児休業を取得することは、当人のキャリアに悪影響を及ぼさない 0.129
2.454 *
欠員が出ても円滑に業務が進むように
個々の業務のマニュアル化を図っている
1.231
欠員が出ても円滑に業務が進むように
業務の主担当と副担当を任命している
2.168 *
育児休業取得者が休業期間中に職場を気兼ねなく訪れることができる 1.012
育児休業中であっても一定時間の範囲で
業務を行うことが認められている
2.259 *
自分のライフプランを定期的に上長に相談できる
0.612
職種に関わらず育児休業が取得しやすい -0.092
育児休業取得者が職場と定期的なコミュニケーションを取っている 2.285 *
育児休業の取得希望を職場で言い出しやすい 0.866
性別に関わらず育児休業が取得しやすい 1.115
職位に関わらず育児休業が取得しやすい
0.282
育児休業を取得する人を温かく送り出している 0.858
育児休業から復職する人を温かく迎えている 1.125
部下の育児休業取得を支援するよう管理職層に求めている 0.967
同僚の育児休業取得に協力するよう一般社員層に求めている 0.499
出産・子供の誕生後も継続して働き続けるよう従業員に働きかけている
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ジェンダー別に両立支援制度・施策に対する認知 19 項目における平均値と標準偏差の
比較12をしてみると、６項目に有意な差が見られた。特に差の大きかったのが、「育児休
業を複数に分けて取得できる制度」で、男性の方が女性に比べて 0.28 点高く（p < .01）、
続いて「育児休業中に従来の給与水準を一定期間会社が保障する制度」で 0.16 点（p 
< .05）、「在宅勤務制度」で 0.15 点（p < .01）、「子育て中の社員を支援する同僚に対する
手当を支払う制度」で 0.10 点（p < .01）、「育児休業取得者の心構えに関する教育」で
0.07 点（p < .05）、「子育てを疑似体験する教育機会」で 0.04 点（p < .05）といずれも男
性の得点が女性の得点を上回る傾向が見られた。（表５－33） 
  
                                                     
12 「ある」を 1、「ない」「わからない」を 0 としている 
92 
 
表 ５-３３ 質問項目の平均値・標準偏差（両立支援制度・施策） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成） 
  
質問項目（両立支援制度・施策） 区分 度数 平均値 標準偏差
平均値の
標準誤差
t値
男性 109 0.50 0.502 0.048
女性 72 0.33 0.475 0.056
男性 109 0.31 0.465 0.045
女性 72 0.03 0.165 0.020
男性 109 0.23 0.422 0.040
女性 72 0.08 0.278 0.033
男性 109 0.37 0.484 0.046
女性 72 0.26 0.444 0.052
男性 109 0.46 0.501 0.048
女性 72 0.54 0.502 0.059
男性 109 0.13 0.336 0.032
女性 72 0.03 0.165 0.020
男性 109 0.08 0.277 0.026
女性 72 0.13 0.333 0.039
男性 109 0.17 0.373 0.036
女性 72 0.08 0.278 0.033
男性 109 0.19 0.396 0.038
女性 72 0.24 0.428 0.050
男性 109 0.12 0.326 0.031
女性 72 0.13 0.333 0.039
男性 109 0.07 0.262 0.025
女性 72 0.03 0.165 0.020
男性 109 0.34 0.476 0.046
女性 72 0.29 0.458 0.054
男性 109 0.06 0.229 0.022
女性 72 0.03 0.165 0.020
男性 109 0.10 0.303 0.029
女性 72 0.03 0.165 0.020
男性 109 0.09 0.290 0.028
女性 72 0.03 0.165 0.020
男性 109 0.08 0.277 0.026
女性 72 0.03 0.165 0.020
男性 109 0.04 0.189 0.018
女性 72 0.00 0.000 0.000
男性 109 0.10 0.303 0.029
女性 72 0.04 0.201 0.024
男性 109 0.09 0.290 0.028
女性 72 0.06 0.231 0.027
* p<.05, ** p<.01
社内の育児休業取得者同士で
コミュニケーションが取れる仕組み
0.931
子育てを疑似体験する教育機会 2.028 *
育児休業期間中に自己啓発に取り組めるような学習環境 1.582
育児休業から復帰する人の心構えに関する教育機会 1.885
育児休業取得者の管理職層に対する
心構えに関する教育機会
1.666
保活コンサルティングの紹介 0.929
育児休業取得者の心構えに関する教育機会 2.094 *
配偶者の転勤先に近い同業他社へ転職できる制度 1.435
看護休暇制度 0.677
子供が幼い間は、従業員の勤務地が考慮される制度 -0.689
配偶者の転勤先に近い事業所へ異動できる制度 -0.114
事業所内保育所制度 -0.896
子供の保育に対する経済的支援制度 1.687
短時間勤務制度 -1.090
子育て中の社員を支援する同僚に対する手当を
支払う制度
2.674 **
在宅勤務制度 2.804 **
フレックスタイム制度 1.475
育児休業中に従来の給与水準を一定期間会社が保障する制度 2.197 *
育児休業を複数回に分けて取得できる制度 5.840 **
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最後に、ジェンダー別に目的変数５因子の平均値の差を比較すると、１項目において
有意な差が確認され、「情緒的コミットメント」において、男性のグループの平均値が女
性のグループを 0.63 点（p < .01）上回ることが確認された。（表５－34） 
表 ５-３４ 質問項目の平均値・標準偏差（目的変数５因子） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
  
因子名称 区分 度数 平均値 標準偏差
平均値の
標準誤差
t値
男性 109 3.27 1.148 0.110
女性 72 2.64 1.130 0.133
男性 109 3.22 0.934 0.089
女性 72 3.02 0.876 0.103
男性 109 3.15 1.023 0.098
女性 72 2.90 1.055 0.124
男性 80 3.46 0.980 0.110
女性 26 3.28 1.074 0.211
男性 80 3.43 1.020 0.114
女性 26 3.15 1.144 0.224
* p<.05, ** p<.01
情緒的コミットメント 3.640 **
存続的コミットメント 1.464
配偶者からの勤務先評価 1.077
規範的コミットメント 1.561
配偶者からのキャリア支援 0.743
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第２項  重回帰分析 
１．男性のグループ 
①情緒的コミットメント 
109 名の回答者から構成される男性グループにおける「情緒的コミットメント」への独
立変数の影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は、0.284 となった。有意な影響が
見られた独立変数は２項目あり、「仕事と育児の両立を前提とした業務体制」(β=0.406, p 
< .05)と「育児休業取得者への周囲の態度」(β=0.373, p < .05)が、いずれも情緒的コミッ
トメントに正の影響を与えていた。（表５－35） 
表 ５-３５ 男性（n=109）：情緒的コミットメントの重回帰分析の結果 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
(定数) 4.574 0.000
育休給与保障 0.184 1.584 0.117
育休分割取得 0.101 0.906 0.368
在宅勤務 -0.178 -1.597 0.114
フレックスタイム 0.091 0.832 0.408
短時間勤務 -0.066 -0.554 0.581
子育て社員の同僚への手当 -0.017 -0.168 0.867
事業所内保育所 -0.068 -0.659 0.512
保育への経済支援 0.135 1.035 0.303
勤務地考慮 -0.072 -0.642 0.523
配偶者の転勤先地へ異動 0.162 1.187 0.238
配偶先の転勤先地へ転職 -0.063 -0.468 0.641
看護休暇 0.036 0.329 0.743
保活コンサルティング 0.028 0.275 0.784
育児休業前教育 0.133 1.067 0.289
育児休業復帰前教育 -0.189 -1.142 0.257
育休取得者の管理者教育 -0.064 -0.466 0.643
子育て疑似体験 0.004 0.030 0.976
育休中自己啓発 0.064 0.431 0.668
育休取得者同士の
コミュニケーション
-0.020 -0.157 0.876
仕事と育児の両立を
前提とした業務体制
0.406 2.263 0.026 *
会社の啓発活動 -0.130 -0.824 0.412
育児休業取得者への
周囲の態度
0.373 2.208 0.030 *
育児休業取得への受け入れ -0.112 -0.613 0.541
パフォーマンスベースの
評価制度
-0.064 -0.353 0.725
R2
調整済みR2
F値
* p<.05, ** p<.01
独立変数
標準化係数
ベータ
0.443
0.284
2.782 **
t 値 p 値
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②規範的コミットメント 
続いて、「規範的コミットメント」への影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は、
0.157 となった。有意な影響が見られた独立変数は２項目で、「育児休業取得者への周囲の
態度」(β=0.456, p < .01)と「仕事と育児の両立を前提とした業務体制」(β=0.393, p < .05)
がいずれも規範的コミットメントに正の影響を与えていた。（表５－36） 
表 ５-３６ 男性（n=109）：規範的コミットメントの重回帰分析の結果 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
(定数) 6.274 0.000
育休給与保障 0.047 0.376 0.708
育休分割取得 0.103 0.852 0.397
在宅勤務 -0.185 -1.535 0.129
フレックスタイム 0.024 0.200 0.842
短時間勤務 0.005 0.038 0.970
子育て社員の同僚への手当 -0.015 -0.132 0.896
事業所内保育所 -0.155 -1.393 0.167
保育への経済支援 0.126 0.895 0.373
勤務地考慮 -0.039 -0.321 0.749
配偶者の転勤先地へ異動 0.123 0.830 0.409
配偶先の転勤先地へ転職 0.148 1.018 0.312
看護休暇 -0.022 -0.185 0.854
保活コンサルティング 0.041 0.378 0.706
育児休業前教育 0.070 0.520 0.604
育児休業復帰前教育 -0.152 -0.847 0.399
育休取得者の管理者教育 0.019 0.126 0.900
子育て疑似体験 0.080 0.570 0.570
育休中自己啓発 -0.188 -1.163 0.248
育休取得者同士の
コミュニケーション
0.052 0.370 0.712
仕事と育児の両立を
前提とした業務体制
0.393 2.017 0.047 *
会社の啓発活動 -0.018 -0.106 0.916
育児休業取得者への
周囲の態度
0.456 2.486 0.015 **
育児休業取得への受け入れ -0.346 -1.741 0.085
パフォーマンスベースの
評価制度
-0.095 -0.482 0.631
R2
調整済みR2
F値
* p<.05, ** p<.01
1.838 *
0.344
0.157
独立変数
標準化係数
ベータ
t 値 p 値
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③存続的コミットメント・配偶者からのキャリア支援・配偶者からの勤務先評価  
次に、「存続的コミットメント」への影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は、
0.009（F=1.040, df=24/84, n.s）、「配偶者からのキャリア支援」への影響度を考察したモデ
ルでは、0.047（F=1.12, df=24/55, n.s）、「配偶者からの勤務先評価」への影響度を考察した
モデルでは、0.165（F=1.652, df=24/55, n.s）となり、いずれも有意な分析モデルとはなら
なかった。 
 
２．女性 
①情緒的コミットメント 
72 名の回答者から構成される女性グループにおける「情緒的コミットメント」に対する
独立変数の影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は、0.249 となった。有意な影響が
見られた独立変数は１項目で、「パフォーマンスベースの評価制度」(β=0.409, p < .05)が情
緒的コミットメントに正の影響を与えていた。（表５－37） 
  
97 
 
表 ５-３７ 女性（n=72）：情緒的コミットメントの重回帰分析の結果 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
 
②規範的／存続的コミットメント・配偶者からのキャリア支援／勤務先評価  
続いて、「規範的コミットメント」への影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は、
0.016（F=1.057, df=24/48, n.s）、「存続的コミットメント」への影響度を考察したモデルで
は、0.069（F=1.264, df=24/48, n.s）、「配偶者からのキャリア支援」への影響度を分析した
モデルでは、0.278（F=1.567, df=17/8, n.s）、「配偶者からの勤務先評価」への影響度を分析
したモデルの調整済み決定係数は、0.535（F=2.690, df=17/8, n.s）となり、いずれも有意な
分析モデルとはならなかった。 
(定数) 2.668 0.010
育休給与保障 0.135 0.770 0.445
育休分割取得 0.091 0.461 0.647
在宅勤務 0.033 0.235 0.815
フレックスタイム 0.008 0.056 0.956
短時間勤務 -0.034 -0.239 0.812
子育て社員の同僚への手当 0.168 0.937 0.353
事業所内保育所 -0.075 -0.608 0.546
保育への経済支援 -0.204 -1.240 0.221
勤務地考慮 0.172 1.079 0.286
配偶者の転勤先地へ異動 0.216 1.247 0.218
配偶先の転勤先地へ転職 -0.275 -1.789 0.080
看護休暇 0.036 0.224 0.823
育休取得者の管理者教育 0.108 0.551 0.584
育休中自己啓発 -0.032 -0.119 0.906
育休取得者同士の
コミュニケーション
-0.273 -1.246 0.218
仕事と育児の両立を
前提とした業務体制
-0.117 -0.557 0.580
会社の啓発活動 0.126 0.752 0.456
育児休業取得者への
周囲の態度
0.132 0.718 0.476
育児休業取得への受け入れ -0.105 -0.482 0.632
パフォーマンスベースの
評価制度
0.409 2.407 0.020 *
R2
調整済みR2
F値
* p<.05, ** p<.01
0.460
0.249
2,176 *
標準化係数
ベータ
t 値 p 値独立変数
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第３項  自由記述データの分析 
自由記述データの内、「子育てをしながら働く社員が活躍するために企業がすべきこ
と」の設問に対する回答をジェンダー別に比較すると以下のような出現傾向の共通性と差
異が確認された。（表５－38） 
表 ５-３８ 自由記述データの分析（ジェンダー別／企業がすべきこと） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
両者にも制度や体制を整えたり、制度を利用し易い雰囲気を作ったりすることが重要だと
いう趣旨のコメントが見られるが、男性グループには名詞の出現傾向が多く、制度や環境を
整えることについてのコメントが目立っている点と、トップや上位職の意識についての問題
提起をしている点が特徴的であった。一方、女性グループには動詞の出現傾向が多く、「職
場レベルでこのようにすべきだ」という趣旨の主体的な対策について言及している例が多か
った。 
  
男性にだけ出現 男性によく出る 両方によく出る 女性によく出る 女性にだけ出現
名詞
育児 
男性
トップ 
周囲 
自覚
応援
一部
形容詞
多い 
古い
手厚い 
低い 
温かい
遅い 
細かい 
広い
づらい 
早い 
無い
動詞
もらえる 
名詞
制度 
取得 
子供 
子育て 
会社 
企業
理解
託児所 
当人側 
整備 
配慮
支援 
人員 
休み 
形容詞
良い
動詞
持つ 
名詞
勤務
仕事
業務
休暇
残業
育児休暇
社員 
時短 
必要 
在宅 
体制
環境 
作り
雰囲気 
保育園
形容詞
にくい 
ほしい
難しい
やすい
動詞
整える
増やす 
設ける
出来る
思う
考える
働ける
取る
作る
名詞
育休 
動詞
休む
働く 
いく
出す 
とる
取り入れる 
変わる
違う 
与える
名詞
産休 
フレックス 
正社員
不満 
見直し 
導入
考慮 
人数 
負担
形容詞
欲しい 
快い
動詞
回る 
合う 
減る
つくる 
増える
とらわれる 
おく
埋める 
づける
富む 
くれる
送る 
困る 
対す 
説く
言う
わかる
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続いて、自由記述データの内、「子育てをしながら働く社員が活躍するために職場の上司・
同僚がすべきこと」の設問で得られた回答をジェンダー別に比較すると以下の通りとなった。
（表５－39） 
表 ５-３９ 自由記述データの分析（ジェンダー別／上司や同僚がすべきこと） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
 「企業がすべきこと」という問いに対する回答と似た傾向として、男性グループは名詞
の出現傾向が多く、女性グループでは動詞の出現傾向が多かった。全体的な傾向として、
男性グループは環境を整えるという趣旨の概念的な回答が目立つのに対して、女性グルー
プでは、個人レベルで取り組める言動を回答している違いが確認された。 
  
男性にだけ出現 男性によく出る 両方によく出る 女性によく出る 女性にだけ出現
名詞
心 
応援 
制度 
無理 
部署 
分担
形容詞
新しい 
はやい
快い 
少ない 
難しい
良い
広い
名詞
育児休暇
協力 
相談
形容詞
いい
動詞
思う 
名詞
理解
配慮
サポート
仕事
業務
子育て 
会社 
上司
同僚 
社員 
必要 
対応 
体制 
環境
づくり
休暇
取得 
早退
形容詞
やすい
欲しい
動詞
できる 
作る 
休む 
持つ
考える
働ける
名詞
雰囲気
職場
休み 
育休
動詞
働く
取る
言う
整える
名詞
人員
人数
教育 
希望 
意見
大変さ
いろいろ
引き継ぎ
仕組み
作り 
耳
把握
制約
熱
お互い
1人
時短
為
考え
形容詞
づらい 
動詞
くれる
すぎる
深める
聞く
分かる 
回る 
帰れる
増やす 
いく
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第５節 年齢の違いに基づく比較分析 
第１項  平均値・標準偏差 
40 歳を基準とした年代別の組織コミットメント９項目における平均値の差を比較する
と、２項目において有意な差が確認され、１つは情緒的コミットメントの項目である「キ
ャリアの残りをこの会社で過ごしたい」において、40 歳以上のグループの平均値が 40 歳
未満のグループを 0.47 点（p < .05）上回ることが確認された。もう１つは規範的コミッ
トメントの項目である「もしこの会社を辞めたら罪悪感が生じるだろう」で、40 歳未満
のグループの平均値が 40 歳以上のグループを 0.43 点（p < .05）上回ることが確認され
た。総じて、情緒的コミットメントや存続的コミットメントは 40 歳以上のグループのス
コアが高く、規範的コミットメントにおいては 40 歳未満のグループのスコアが高い傾向
が見られた。（表５－40） 
表 ５-４０ 質問項目の平均値・標準偏差（組織コミットメント） 
 
 （出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
  
質問項目（組織コミットメント） 区分 度数 平均値 標準偏差
平均値の
標準誤差
t値
40歳以上 105 3.02 1.271 0.124
40歳未満 76 3.01 1.205 0.138
40歳以上 105 3.15 1.329 0.130
40歳未満 76 3.07 1.289 0.148
40歳以上 105 3.13 1.394 0.136
40歳未満 76 2.66 1.271 0.146
40歳以上 105 2.84 1.234 0.120
40歳未満 76 2.46 1.171 0.134
40歳以上 105 3.14 1.289 0.126
40歳未満 76 3.09 1.246 0.143
40歳以上 105 3.73 1.094 0.107
40歳未満 76 3.49 1.052 0.121
40歳以上 105 2.53 1.249 0.122
40歳未満 76 2.96 1.148 0.132
40歳以上 105 3.10 1.263 0.123
40歳未満 76 3.33 1.112 0.128
40歳以上 105 3.24 1.244 0.121
40歳未満 76 3.25 1.168 0.134
* p<.05, ** p<.01
キャリアの残りをこの会社で過ごしたい 2.384 *
私は、この会社でしか働けない人間になっている 2.093
私は、この会社の一員であることを誇りに思う 0.320
私は、この会社に対して愛着を持っている 0.440
もしこの会社を辞めたら、罪悪感が生じるだろう -2.381 *
私はこの会社に対して恩義を感じている -1.264
私がそうしたくとも、今この会社を離れることは非常に難しい 0.267
この会社を離れると、現在の生活の維持が難しい 1.530
この会社の人達に恩義を感じているので、すぐに辞めるようなことはしない -0.066
101 
 
続いて、40 歳を基準とした年代別の配偶者からの支援６項目における平均値の差を比較
すると、３項目において有意な差が確認され、配偶者からのキャリア支援の全３項目「あ
なたのキャリアプランを応援してくれている」「あなたのキャリアプランを把握している」
「あなたのキャリアプランに賛同している」において、40 歳未満のグループの平均値が 40
歳以上のグループを上回ることが確認された。それぞれの差は順に 0.62 点（p < .01）、0.57
点（p < .05）、0.56 点（p < .05）である。（表５－41） 
表 ５-４１ 質問項目の平均値・標準偏差（配偶者からの支援） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
 
  
質問項目（配偶者からの支援） 区分 度数 平均値 標準偏差
平均値の
標準誤差
t値
40歳以上 74 3.38 1.069 0.124
40歳未満 32 4.00 1.016 0.180
40歳以上 74 3.15 1.094 0.127
40歳未満 32 3.72 1.143 0.202
40歳以上 74 3.19 0.989 0.115
40歳未満 32 3.75 1.016 0.180
40歳以上 74 3.19 1.119 0.130
40歳未満 32 3.50 1.136 0.201
40歳以上 74 3.18 1.151 0.134
40歳未満 32 3.56 1.243 0.220
40歳以上 74 3.59 1.109 0.129
40歳未満 32 3.28 1.326 0.234
* p<.05, ** p<.01
あなたのキャリアプランを応援してくれている -2.846 **
あなたのキャリアプランを把握している -2.389 *
あなたのキャリアプランに賛同している -2.630 *
あなたの勤務先を気に入っている -1.307
あなたの勤務先を良い会社だと評価している -1.551
あなたの勤務先を辞めないことを推奨している 1.172
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次に、40 歳を基準とした年代別の組織風土 21 項目に関する平均値の差を比較すると、
17 項目において 40 歳未満のグループの平均値が 40 歳以上のグループを上回る結果が確
認されたが、21 項目全ておいて有意な平均値の差は見られなかった。（表５－42） 
 
表 ５-４２ 質問項目の平均値・標準偏差（両立支援を促す組織風土） 
 
 （出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
質問項目 区分 度数 平均値 標準偏差
平均値の
標準誤差
t値
40歳以上 105 2.68 1.290 0.126
40歳未満 76 2.72 1.302 0.149
40歳以上 105 2.65 1.256 0.123
40歳未満 76 2.76 1.274 0.146
40歳以上 105 2.85 1.254 0.122
40歳未満 76 3.22 1.343 0.154
40歳以上 105 3.09 1.249 0.122
40歳未満 76 3.38 1.254 0.144
40歳以上 105 3.21 1.246 0.122
40歳未満 76 3.38 1.285 0.147
40歳以上 105 2.98 1.240 0.121
40歳未満 76 3.24 1.335 0.153
40歳以上 105 2.64 1.210 0.118
40歳未満 76 2.58 1.268 0.145
40歳以上 105 2.81 1.202 0.117
40歳未満 76 2.93 1.300 0.149
40歳以上 105 2.80 1.196 0.117
40歳未満 76 2.99 1.281 0.147
40歳以上 105 2.76 1.156 0.113
40歳未満 76 2.59 1.110 0.127
40歳以上 105 2.86 1.274 0.124
40歳未満 76 3.01 1.270 0.146
40歳以上 105 2.43 1.099 0.107
40歳未満 76 2.39 1.108 0.127
40歳以上 105 2.66 1.270 0.124
40歳未満 76 2.82 1.197 0.137
40歳以上 105 2.46 1.209 0.118
40歳未満 76 2.59 1.308 0.150
40歳以上 105 2.53 1.161 0.113
40歳未満 76 2.55 1.300 0.149
40歳以上 105 2.85 1.191 0.116
40歳未満 76 3.04 1.290 0.148
40歳以上 105 2.89 1.219 0.119
40歳未満 76 3.03 1.233 0.141
40歳以上 105 2.53 1.225 0.120
40歳未満 76 2.80 1.337 0.153
40歳以上 105 3.01 1.282 0.125
40歳未満 76 3.25 1.308 0.150
40歳以上 105 3.21 1.166 0.114
40歳未満 76 3.05 1.243 0.143
40歳以上 105 2.60 1.214 0.118
40歳未満 76 2.76 1.305 0.150
-1.019
-0.761
-1.385
2.674
-0.896
1.687
0.998
-0.815
0.203
-0.858
-0.707
-0.105
0.316
-0.657
-0.996
-1.569
-0.900
-1.311
-0.243
-0.607
-1.912
育児休業を取得することは、当人のキャリアに悪影響を及ぼさない
仕事と育児を両立しながら活躍しているロールモデルが居る
子供が病気や怪我をしたときに勤務時間の調整がしやすい
勤務時間ではなく業務の結果が重視される
勤務スケジュールを自由に調整することができる
育児休業取得者が休業期間中に職場を気兼ねなく訪れることができる
育児休業中であっても一定時間の範囲で
業務を行うことが認められている
自分のライフプランを定期的に上長に相談できる
欠員が出ても円滑に業務が進むように
個々の業務のマニュアル化を図っている
欠員が出ても円滑に業務が進むように
業務の主担当と副担当を任命している
育児休業を取得することは、当人の評価に悪影響を及ぼさない
育児休業から復職する人を温かく迎えている
育児休業の取得希望を職場で言い出しやすい
性別に関わらず育児休業が取得しやすい
職位に関わらず育児休業が取得しやすい
職種に関わらず育児休業が取得しやすい
育児休業取得者が職場と定期的なコミュニケーションを取っている
部下の育児休業取得を支援するよう管理職層に求めている
同僚の育児休業取得に協力するよう一般社員層に求めている
出産・子供の誕生後も継続して働き続けるよう従業員に働きかけている
育児休業を取得する人を温かく送り出している
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40 歳を基準とした世代別の両立支援制度・施策の認知に関する 19 項目の平均値の差を
比較すると、11 項目において 40 歳未満グループの平均値が 40 歳以上グループを上回る
結果が確認されたが、有意ではなかった。有意な差が見られたのは１項目でのみ、「育児
休業を複数回に分けて取得できる制度」に関する平均点において 40 歳以上のグループが
40 歳未満のグループの得点を 0.096 点（p < .05）上回ることが確認された。（表５－43） 
表 ５-４３ 質問項目の平均値・標準偏差（両立支援制度・施策） 
 
 （出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
質問項目（両立支援制度・施策） 区分 度数 平均値 標準偏差
平均値の
標準誤差
t値
40歳以上 105 0.44 0.499 0.049
40歳未満 76 0.42 0.497 0.057
40歳以上 105 0.25 0.434 0.042
40歳未満 76 0.13 0.340 0.039
40歳以上 105 0.15 0.361 0.035
40歳未満 76 0.20 0.401 0.046
40歳以上 105 0.32 0.470 0.046
40歳未満 76 0.33 0.473 0.054
40歳以上 105 0.46 0.501 0.049
40歳未満 76 0.54 0.502 0.058
40歳以上 105 0.10 0.308 0.030
40歳未満 76 0.07 0.250 0.029
40歳以上 105 0.09 0.281 0.027
40歳未満 76 0.12 0.325 0.037
40歳以上 105 0.14 0.352 0.034
40歳未満 76 0.12 0.325 0.037
40歳以上 105 0.19 0.395 0.039
40歳未満 76 0.24 0.428 0.049
40歳以上 105 0.11 0.320 0.031
40歳未満 76 0.13 0.340 0.039
40歳以上 105 0.07 0.251 0.024
40歳未満 76 0.04 0.196 0.022
40歳以上 105 0.35 0.480 0.047
40歳未満 76 0.28 0.450 0.052
40歳以上 105 0.04 0.192 0.019
40歳未満 76 0.05 0.225 0.026
40歳以上 105 0.07 0.251 0.024
40歳未満 76 0.08 0.271 0.031
40歳以上 105 0.07 0.251 0.024
40歳未満 76 0.07 0.250 0.029
40歳以上 105 0.06 0.233 0.023
40歳未満 76 0.07 0.250 0.029
40歳以上 105 0.03 0.167 0.016
40歳未満 76 0.01 0.115 0.013
40歳以上 105 0.08 0.267 0.026
40歳未満 76 0.08 0.271 0.031
40歳以上 105 0.07 0.251 0.024
40歳未満 76 0.09 0.291 0.033
* p<.05, ** p<.01
育児休業中に従来の給与水準を一定期間会社が保障する制度 0.227
育児休業を複数回に分けて取得できる制度 2.015 *
短時間勤務制度 -1.091
子育て中の社員を支援する同僚に対する手当を
支払う制度
0.939
在宅勤務制度 -0.777
フレックスタイム制度 -0.072
子供が幼い間は、従業員の勤務地が考慮される制度 -0.743
配偶者の転勤先に近い事業所へ異動できる制度 -0.346
事業所内保育所制度 -0.706
子供の保育に対する経済的支援制度 0.482
育児休業取得者の心構えに関する教育機会 -0.310
配偶者の転勤先に近い同業他社へ転職できる制度 0.818
看護休暇制度 1.091
育児休業から復帰する人の心構えに関する教育機会 0.023
育児休業取得者の管理職層に対する
心構えに関する教育機会
-0.236
保活コンサルティングの紹介 -0.456
社内の育児休業取得者同士で
コミュニケーションが取れる仕組み
-0.615
子育てを疑似体験する教育機会 0.735
育児休業期間中に自己啓発に取り組めるような学習環境 -0.068
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最後に、40 歳を基準とした年代別の目的変数５因子の平均値の差を比較すると、１項
目において有意な差が確認され、「配偶者からのキャリア支援」において、40 歳未満のグ
ループの平均値が 40 歳以上のグループを 0.58 点（p < .01）上回ることが確認された。
（表５－44） 
表 ５-４４ 質問項目の平均値・標準偏差（両立支援制度・施策） 
 
 （出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
  
因子名称 区分 度数 平均値 標準偏差
平均値の
標準誤差
t値
40歳以上 105 3.10 1.214 0.119
40歳未満 76 2.91 1.127 0.129
40歳以上 105 3.24 0.932 0.091
40歳未満 76 3.01 0.878 0.101
40歳以上 105 2.96 1.094 0.107
40歳未満 76 3.18 0.953 0.109
40歳以上 74 3.24 0.986 0.115
40歳未満 32 3.82 0.927 0.164
40歳以上 74 3.32 1.017 0.118
40歳未満 32 3.45 1.144 0.202
* p<.05, ** p<.01
配偶者からの勤務先評価 -0.547
**配偶者からのキャリア支援 -2.920
規範的コミットメント -1.447
存続的コミットメント 1.657
情緒的コミットメント 1.080
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第２項  重回帰分析 
１．40 歳以上のグループ 
①情緒的コミットメント 
105 名の回答者から構成される年齢が 40 歳以上のサンプルにおける「情緒的コミットメ
ント」への独立変数の影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は、0.358 となった。有
意な影響が見られた独立変数は１項目で、「育児休業取得者への周囲の態度」(β=0.408, p 
< .05)が情緒的コミットメントに正の影響を与えていた。（表５－45） 
表 ５-４５ 40 歳以上（n=105）：情緒的コミットメントの重回帰分析の結果 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
(定数) 3.976 0.000
育休給与保障 0.222 1.867 0.066
育休分割取得 0.201 1.829 0.071
在宅勤務 -0.164 -1.367 0.176
フレックスタイム 0.175 1.642 0.105
短時間勤務 -0.137 -1.186 0.239
子育て社員の同僚への手当 -0.043 -0.452 0.653
事業所内保育所 -0.179 -1.707 0.092
保育への経済支援 0.108 0.856 0.394
勤務地考慮 -0.019 -0.192 0.848
配偶者の転勤先地へ異動 0.168 1.414 0.161
配偶先の転勤先地へ転職 -0.038 -0.320 0.750
看護休暇 -0.020 -0.187 0.852
保活コンサルティング 0.142 1.422 0.159
育児休業前教育 0.079 0.656 0.514
育児休業復帰前教育 -0.004 -0.024 0.981
育休取得者の管理者教育 -0.055 -0.400 0.690
子育て疑似体験 -0.108 -0.793 0.430
育休中自己啓発 0.102 0.678 0.500
育休取得者同士の
コミュニケーション
-0.152 -1.076 0.285
仕事と育児の両立を
前提とした業務体制
0.441 1.942 0.056
会社の啓発活動 -0.143 -0.995 0.323
育児休業取得者への
周囲の態度
0.408 2.293 0.024 *
育児休業取得への受け入れ -0.165 -0.868 0.388
パフォーマンスベースの
評価制度
-0.099 -0.476 0.635
R2
調整済みR2
F値
* p<.05, ** p<.01
標準化係数
ベータ
独立変数
0.506
0.358
3.416 **
t 値 p 値
106 
 
②規範的コミットメント 
次に、「規範的コミットメント」への影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は、
0.133 となり、分析モデルは有意であったが、規範的コミットメントに有意に影響を与え
ている項目は確認されなかった。（表５－46） 
表 ５-４６ 40 歳以上（n=105）：規範的コミットメントの重回帰分析の結果 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
  
(定数) 4.801 0.000
育休給与保障 0.109 0.789 0.433
育休分割取得 0.217 1.693 0.094
在宅勤務 -0.142 -1.021 0.310
フレックスタイム 0.084 0.678 0.500
短時間勤務 0.017 0.127 0.899
子育て社員の同僚への手当 -0.054 -0.489 0.626
事業所内保育所 -0.174 -1.435 0.155
保育への経済支援 0.016 0.110 0.913
勤務地考慮 -0.039 -0.345 0.731
配偶者の転勤先地へ異動 0.151 1.097 0.276
配偶先の転勤先地へ転職 0.166 1.209 0.230
看護休暇 -0.146 -1.173 0.244
保活コンサルティング 0.058 0.505 0.615
育児休業前教育 0.034 0.239 0.811
育児休業復帰前教育 0.018 0.098 0.922
育休取得者の管理者教育 -0.052 -0.325 0.746
子育て疑似体験 -0.016 -0.101 0.920
育休中自己啓発 -0.107 -0.613 0.542
育休取得者同士の
コミュニケーション
0.023 0.137 0.892
仕事と育児の両立を
前提とした業務体制
0.233 0.882 0.380
会社の啓発活動 -0.108 -0.645 0.521
育児休業取得者への
周囲の態度
0.330 1.597 0.114
育児休業取得への受け入れ -0.166 -0.749 0.456
パフォーマンスベースの
評価制度
0.073 0.301 0.764
R2
調整済みR2
F値
* p<.05, ** p<.01
0.333
0.133
1.664 *
標準化係数
ベータ
t 値 p 値独立変数
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③存続的コミットメント・配偶者からのキャリア支援・配偶者からの勤務先評価  
続いて、「存続的コミットメント」に対する独立変数の影響度を考察したモデルの調整
済み決定係数は、0.048（F=1.217, df=24/80, n.s）、「配偶者からのキャリア支援」では、-
0.068（F=0.807, df=24/49, n.s）、「配偶者からの勤務先評価」では、0.102（F=1.344, 
df=24/49, n.s）となり、いずれの分析モデルも有意とはならなかった。 
 
２．40 歳未満のグループ 
①情緒的コミットメント 
76 名の回答者から構成される年齢が 40 歳未満のサンプルにおける「情緒的コミットメ
ント」への独立変数の影響度を考察したモデルの調整済み決定係数は、0.287 となった。有
意な影響が見られた独立変数は４項目で、「育児休業取得者の心構えに関する教育機会」
(β=0.501, p < .05)、「子育て中の社員を支える同僚に対して手当を支払う制度」(β=0.476, 
p < .01)、「配偶者の転勤先に異動できる制度」(β=0.366,p < .05)、「パフォーマンスベース
の評価制度」(β=0.347, p < .05)がいずれも情緒的コミットメントに正の影響を与えてい
た。（表５－47） 
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表 ５-４７ 40 歳未満（n=76）：情緒的コミットメントの重回帰分析の結果 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
②規範的／存続的コミットメント・配偶者からのキャリア支援／勤務先評価  
次に、「規範的コミットメント」への独立変数の影響度を考察したモデルの調整済み決
定係数は、-0.030（F=0.908, df=24/51, n.s）、「存続的コミットメント」にて-0.054
（F=0.839, df=24/51, n.s）、「配偶者からのキャリア支援」では、（F=0.813, df=22/9, n.s）、
「廃位愚者からの勤務先評価」では、（F=1.375, df=22/9, n.s）となり、いずれも有意な分
析モデルとはならなかった。 
  
(定数) 2.442 0.018
育休給与保障 -0.035 -0.225 0.823
育休分割取得 0.102 0.750 0.457
在宅勤務 0.095 0.722 0.473
フレックスタイム 0.071 0.519 0.606
短時間勤務 -0.082 -0.615 0.541
子育て社員の同僚への手当 0.476 3.023 0.004 **
事業所内保育所 0.075 0.669 0.506
保育への経済支援 -0.074 -0.411 0.683
勤務地考慮 -0.130 -0.787 0.435
配偶者の転勤先地へ異動 0.366 2.165 0.035 *
配偶先の転勤先地へ転職 -0.212 -1.216 0.229
看護休暇 0.136 0.837 0.407
保活コンサルティング -0.272 -1.252 0.216
育児休業前教育 0.501 2.092 0.041 *
育児休業復帰前教育 -0.073 -0.211 0.834
育休取得者の管理者教育 -0.003 -0.013 0.990
子育て疑似体験 -0.208 -1.101 0.276
育休中自己啓発 -0.045 -0.163 0.871
育休取得者同士の
コミュニケーション
-0.369 -1.830 0.073
仕事と育児の両立を
前提とした業務体制
0.222 1.089 0.281
会社の啓発活動 0.180 1.074 0.288
育児休業取得者への
周囲の態度
0.154 0.845 0.402
育児休業取得への受け入れ -0.352 -1.687 0.098
パフォーマンスベースの
評価制度
0.347 2.093 0.041 *
R2
調整済みR2
F値
* p<.05, ** p<.01
標準化係数
ベータ
0.515
0.287
2,257 **
t 値 p 値独立変数
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第３項  自由記述データの分析 
自由記述データの内、「子育てをしながら働く社員が活躍するために企業がすべきこ
と」の設問に対する回答を世代別に比較すると以下のような出現傾向の共通性と差異が確
認された。（表５－48） 
表 ５-４８ 自由記述データの分析（世代別／企業がすべきこと） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
 40 歳以上グループも 40 歳未満グループも品詞の数に大きな違いは見られず、どちらも
制度や環境を整えることについて述べているが、グループ間の違いとしては 40 歳以上の
グループには「理解」「協力」「カバー」などマネジメントの視点が垣間見えるコメント
が、40 歳未満のグループでは、「人数」「キャリア」「影響」など現場の視点が垣間見える
コメントが特徴的であった。 
 
40歳以上にだけ出現 40歳以上によく出る 両方によく出る 40歳未満によく出る 40歳未満にだけ出現
名詞
対応
託児所
早退
協力
整備
相談
トップ
人たち
カバー 
形容詞
古い
低い
手厚い
硬い
遅い
うまい
くだらない
づらい
少ない
早い
多い
動詞
させる
預ける 
しれる
もつ
取れる
抜け出す
求める
つける
行う
名詞
必要
社員 
理解
企業
上司 
動詞
働ける
持つ
整える
名詞
会社
仕事
業務
環境
体制
取得
子供
子育て
育児休暇
休み
在宅
配慮
当人
づくり
男性
保育園
人員
形容詞
良い
ほしい
やすい
動詞
設ける
変わる
増やす
考える
出来る
休む
作る
取る
思う
名詞
勤務
残業
制度
時短
休暇
育休
育児
作り
雰囲気
形容詞
欲しい
にくい
動詞
働く
増える
出す
名詞
産休 
影響
長期
見直し
小学校
人数
従業員
正社員
キャリア
形容詞
温かい
細かい
厳しい
強い
高い
動詞
づける
富む
送る
困る
いける
越す
言う
通う
深める
受け取る
回る
とらわれる
おく
埋める
取り入れる
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続いて、自由記述データの内、「子育てをしながら働く社員が活躍するために職場の上司・
同僚がすべきこと」の設問で得られた回答を世代別に比較すると以下のような共通性と差異
が確認された。（表５－49） 
表 ５-４９ 自由記述データの分析（世代別／上司や同僚がすべきこと） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
 
 特徴的な違いとしては、40 歳以上のグループでは名詞の数が多く、40 歳未満のグルー
プでは動詞の数が多かったことと、40 歳以上のグループでは「設ける」「話し合い」「相
談」などマネジメント視点でのコメントが目立つ一方で、40 歳未満のグループでは、「教
育（年配の社員に対して）」「吸い上げる」「知る」など当事者視点での要求を記載したコ
メントが目立っていた。 
  
40歳以上にだけ出現 40歳以上によく出る 両方によく出る 40歳未満によく出る 40歳未満にだけ出現
名詞
相談
遅刻
大目
担当
男性
窓口
機会
取り組み
いろいろ
チーム
突発
反映
話し合い
マニュアル化 
権利
風土
考え
考え方
形容詞
新しい
にくい
快い
悪い
少ない
難しい
動詞
設ける
つくる
求める
変わる
名詞
配慮
必要
心
形容詞
広い
動詞
作る
休む
名詞
会社
仕事
業務
上司
同僚
部下
社員
早退
育児
子育て
休暇 
サポート
協力
応援
理解
雰囲気
対応
づくり
体制
環境
形容詞
欲しい
いい
やすい
動詞
働ける
考える
出来る
取る
思う
持つ
名詞
取得
作り
職場
休暇
育児
子供 
動詞
聞く
働く
名詞
勤務
欠員 
教育
形容詞
づらい
はやい
多い
上手い
優しい
動詞
くれる
いける
深める
分かる
上げる
合う
浮かぶ
交える
吸い上げる
傾ける
わかる
減らす
言う
とる
整える
なくす
知る
回る
増やす
いく
かける
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第６章 考察 
本章では、第５章における調査結果の分析内容に基づき、仮説の検証を行うと同時に
調査結果に基づいた考察を行っていく。 
 
第１節 仮説の検証 
 本調査では、以下の５つの仮説を踏まえて調査結果の分析を進めてきた。  
仮説１ 企業が仕事と子育ての両立支援制度・施策を整えると、その企業に勤める従業員
の組織コミットメントに正の影響を与える 
仮説２ 企業に仕事と子育ての両立支援を促す組織風土が培われていると、その企業に勤
める従業員の組織コミットメントに正の影響を与える 
仮説３ 企業が仕事と子育ての両立支援制度・施策を整えると、その企業に勤める従業員
が得る従業員の配偶者からの支援に正の影響を与える 
仮説４ 企業に仕事と子育ての両立支援を促す組織風土が培われていると、その企業に勤
める従業員が得る従業員の配偶者からの支援に正の影響を与える  
仮説５ 配偶者からの支援は、組織コミットメントに正の影響を及ぼす 
 本節では、全体結果を基にそれらの正否について確認をしていく。  
 
①仮説１の検証 
サンプル全体の分析結果に基づき、「情緒的コミットメント」に対して、「配偶者の転勤
先に近い事業所へ異動できる制度」が有意に正の影響を与えていることが確認されたので、
仮説１は一部支持された。 
 
②仮説２の検証 
 サンプル全体の分析結果に基づき、「情緒的コミットメント」に対して、「育児休業取得
者への周囲の態度」が有意に正の影響を与えていることが確認されたので、仮説２も一部
支持された。 
  
112 
 
③仮説３の検証 
サンプル全体の分析結果に基づき、「配偶者からのキャリア支援」および「配偶者からの
勤務先評価」に対して「両立支援制度・施策」は有意な影響を与えていないことが確認さ
れたので、仮説３は支持されなかった。 
 
④仮説４の検証 
サンプル全体の分析結果に基づき、「配偶者からのキャリア支援」および「配偶者からの
勤務先評価」に対して「両立支援を促す組織風土」は有意な影響を与えていないことが確
認されたので、仮説４は支持されなかった。 
 
⑤仮説５の検証 
サンプル全体の分析結果に基づき、「配偶者からのキャリア支援」は「情緒的コミットメ
ント」と「規範的コミットメント」に正の影響を与えていることが確認され、また「配偶
者からの勤務先評価」が「情緒的コミットメント」「存続的コミットメント」「規範的コミ
ットメント」のすべてに正の影響を与えていることが確認されたので、仮説５は支持され
た。 
表 ６-１ 仮説の検証結果 
 
（出所：筆者作成） 
  
番号 検証結果 検証結果
仮説１
「配偶者の転勤先に近い事業所へ異動できる制度」が
「情緒的コミットメント」に正の影響を与えていた
一部支持
仮説２
「育児休業取得者への周囲の態度」が
「情緒的コミットメント」に正の影響を与えていた
一部支持
仮説３
「配偶者からの支援」に有意な影響を与えている
 両立支援制度・施策は確認されなかった
不支持
仮説４
「配偶者からの支援」に有意な影響を与えている
 両立支援を促す組織風土は確認されなかった
不支持
仮説５
「配偶者からのキャリア支援」は「情緒的コミットメント」と
「規範的コミットメント」に正の影響を与えていた
「配偶者からの勤務先評価」は「情緒的コミットメント」、
「存続的コミットメント」、「規範的コミットメント」の
 すべてに正の影響を与えていた
支持
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第２節 全体結果についての考察 
まず、本研究の調査によって得られた有意な因子間の関係性を以下のパス図（図６－
１）にして示す。続いて、それぞれの関係性についての考察を行う。 
 
図 ６-１ 本研究の全体結果（パス図） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
 
①両立支援制度・施策／組織風土と組織コミットメント 
本調査を通じて両立支援制度・施策および組織風土の中でも「配偶者の転勤先に近い
事業所へ異動できる制度」と「育児休業取得者への周囲の態度」が、組織コミットメント
の中でも特に「情緒的コミットメント」に影響を与えることが確認された。今回の分析結
果からは、従業員は仕事と子育ての両立支援制度やそれを促す組織風土があるからこそ勤
務先を辞められないといった存続的コミットメントを抱いているわけではなく、勤務先が
仕事と子育ての両立支援をしてくれたから、その恩義に自分自身は応えなければいけない
といった規範的コミットメントを抱いているわけでもないことが明らかになり、勤務先が
自分自身の私生活上のニーズに対する配慮をしてくれているから、勤務先に対してより好
意を抱くようになったという心理状況が調査対象者の中で生じていると推察される。 
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この点について、さらに掘り下げていくと、企業における両立支援が段々と一般化し
ていく中で、働きながら子育てに取り組むための各種支援は「労働者の当然の権利」とし
て認識されつつあるようになり、その結果として両立支援制度・施策は存続的コミットメ
ントや規範的コミットメントの規定要因にはなりづらくなって、むしろその両立支援の具
体的な内容の相対的な充実度や希少性の度合いが、勤務先に対する従業員の愛着度合いに
影響している可能性があると考えられる。 
 今回の分析結果では、両立支援制度・施策の中でも有意な正の影響を与えていたのは、
サンプル全体の 12%の回答者しか利用することができず、金銭支援や教育機会の提供と
いった取組と比べた時に企業側の負担が大きい「配偶者の転勤先に近い事業所へ異動でき
る制度」であった。同制度は、従業員がその制度の運用が大変であることを認知している
が故に「企業の両立支援に対する熱意」を感じやすく、結果的に「情緒的コミットメン
ト」の向上に繋がっていたのではないだろうか。 
ただし、この前提に立つと「配偶者の転勤先に異動できる制度」の有無は、本質的な
情緒的コミットメント向上のためのドライバーではなく、従業員側の「他の企業があまり
取り組んでいない支援を自社は提供している」という認知と、「家族との別居生活を避け
られることは重要だ」という従業員側の認知こそが重要であることも解釈できる。実際
に、Scandura & Lankau（1997）の米国のサンプルを用いた研究では、「フレックスタイ
ム制度」が従業員の組織コミットメント正の影響を与えていたが、本研究の調査結果にお
いてはそのような因果関係は確認がされなかった。このことは、従業員が属する文化圏に
おける価値観やその時代背景によって、その制度に対する従業員による心理的な意味づけ
が変化してしまう可能性を大いに示唆していると言えるだろう。  
また、組織風土の中では「育児休業者に対する周囲の態度」が情緒的コミットメント
に正の影響を与えていたのは、幾ら両立支援制度・施策が整っていたとしても、対象者に
とって最も身近である上長や同僚が「今、業務から離れてしまうとキャリアアップのチャ
ンスを逃してしまう」とか、「今、抜けられると業務上の都合で困る」といった発言をし
てしまうようでは、従業員はむしろ事情を理解してくれない組織に対する嫌悪感を抱いて
しまうことが影響していると考えられる。 
実際に育児休業を取得した日系の証券会社 B 社のある男性従業員は13、「男性社員が育
                                                     
13 2017 年 12 月に実施した同社の社員に対するインタビューを基にしている  
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児休業を取得することに対して、必ずしも周囲からポジティブな反応ばかりが得られた訳
ではないが、何よりクライアントの女性社長からその決断と行動を称賛され、一定期間の
業務のブランクが発生することになるにも関わらず、復職後も継続的なビジネスの関係を
構築し、より深い信頼関係が構築できたことがとても印象的であった」と述べており、休
業期間にステークホルダーに負の影響を与えてしまうことを引け目に感じている最中に掛
けられた、他者からの温かい言葉による自らの心理状況の変化を説明してくれた。このこ
とは、社内でのコミュニケーションにも応用することができ、職場のメンバーが育児休業
を取得することによって負の影響が生じることは認識しつつも、そのマイナス要因に焦点
を当てるのではなく、職場のメンバーが子供を授かったことの喜びに共感を示し、復帰後
の更なる活躍と貢献を期待する言葉を掛けてあげることは、当人の会社に対する意識・態
度をより前向きなものにする効果があると考えられる。 
このような両立支援的文化の中でも特に近い関係性にある上司や職場のメンバーが従
業員の情緒的コミットメントに寄与する結果は、下絛・朝倉（2016）の研究結果と類似し
ており、本研究を通じて両立支援を促す文化、特に当事者の職場のメンバーの対応はジェ
ンダーに関わらず従業員の組織に対するコミットメントに影響を及ぼすと考えられる。 
 
②両立支援制度・施策／組織風土と配偶者からの支援 
本調査では、有職者の間で共働き世帯が主流になっている現状を踏まえ、配偶者がど
こに勤めているか、配偶者の勤務先が仕事と家事・育児の両立支援に対してどのような姿
勢を示しているかによって、従業員が得られる配偶者からの支援の度合いが変わるという
前提に基づいて分析を行ったが、今回の調査からはそのような傾向は確認されなかった。 
考えられる理由は幾つかあり、まず１つは就労者の配偶者が重視しているのは「給
与」などの金銭的な価値や、「企業名・企業ブランド」などの社会的な名声などの別の要
素の可能性がある。その他では、配偶者がどの企業に勤めているかどうかは余り関係がな
く、どのような職業（医者・パイロット・弁護士など）であるかを重視している可能性、
そもそも配偶者がどんな仕事をするかについて多くの人が介入する意識がない可能性も考
えられる。本調査にて行ったジェンダー別や世代別の比較分析においても、「両立支援」
に関する項目が、「配偶者からの支援」に影響を与えていることが確認されなかったこと
も踏まえて、両立支援に関する企業の取組は、現状では配偶者からの支援の度合いを顕著
に規定するような先行要因ではないと言えるだろう。 
116 
 
③配偶者からの支援と組織コミットメント 
「配偶者からの支援」には、キャリアの支援に関する因子と勤務先の評価に関する因
子の２つに分類されたが、いずれも組織コミットメントには正の影響を与えていることが
確認された。この事から、就労者の組織コミットメントは、必ずしも本人と所属組織の２
者間の関係性だけで成り立っているわけではなく、就労者を取り巻く周囲の人達（家族・
友人・顧客など）が、勤務先をどのように受け止めているかによって所属先企業に対する
愛着度合いが変動しうる可能性が考えられる。その中で、配偶者の存在は、一般的には人
生を歩んでいく上での相互依存の度合いが高く、勤務先の構成員以外のステークホルダー
の中では相対的に大きな影響力を有していると考えられるため、配偶者が勤務先をどう受
け止めているか、日々のコミュニケーションの中で勤務先でのキャリアや業務に取り組む
ことを励ます態度を示しているのか、それとも批判的な受け止め方をしているのかは、本
人の組織コミットメントに与える影響は少なくないのだろう。 
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第３節 ジェンダー別の比較分析結果についての考察 
①平均値の差 
 ジェンダー別に質問項目の差異を確認してみると、男性グループが女性グループと比
べて相対的に高い得点を示しており、特に情緒的コミットメントを中心とした組織コミッ
トメント関連の質問項目に差異があることが確認された。この結果は、Powell（1990）
の女性は男性より家庭での役割を自己アイデンティティとして受け入れている割合が高い
ため、仕事を重要視している男性とは考え方が異なるというジェンダーモデルに基づいた
説明にて解釈することも可能であるが、留意点として男性グループは 109 名のサンプルの
内、37 名が課長級以上の管理職であり、一方で女性グループは 72 名のサンプルの内、管
理職以上の職位であるのは 3 名のみと、ジェンダー以外の要因が影響を与えている可能性
も考えられる。 
 
②両立支援制度・施策／組織風土と組織コミットメント 
まず、今回の調査結果で得られたジェンダー別の因果関係の構造をパス図にして示
す。（図６－２） 
図 ６-２ ジェンダー別の因果関係の構造比較（パス図） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
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男性のグループでは、「情緒的コミットメント」と「規範的コミットメント」に対して、
「育児休業取得者への周囲への態度」に加えて「仕事と育児の両立を前提とした業務体制」
が正の影響を与えており、女性のグループでは、「情緒的コミットメント」に対して「パフ
ォーマンスベースの評価制度」が有意に正の影響を与えているなど、因果関係の構造がジ
ェンダーによって異なることが確認された。この結果からは、男性グループは、子供の誕
生というライフイベントが生じても働き続けることを前提とし、企業もそのような事情を
抱える社員が出産・育児を機に辞めることないように支援しつつも業務面での負の影響を
最小限に抑える仕組みがあることで、所属組織に対する愛着度合いを高めていると考えら
れるが、一方で女性グループは企業に提供した労力や時間などの尺度で評価されるのでは
なく実力や成果で評価されることが所属組織への愛着度合いを高める要因になっていると
推察される。 
この結果については２つの見方で解釈ができ、１つは男性と女性では家庭における役割
や家事・育児に費やす時間に大きな隔たりがあるため、特に家庭での役割や負担が大きい
女性のグループでは勤務時間や業務量をベースに評価をされてしまうと、相対的に不利な
状況に陥ってしまうことを嫌っているという考え方である。それよりは、短時間であって
も生産的に働き、成果をベースに評価をして貰える組織風土に愛着を感じることは合理的
な考えであると言える。一方で男性の多くは家庭の事情があったとしても、仕事に没頭で
きる環境を得られている可能性が高いので、両立支援に対する自社の積極性・先進性に対
して愛着を感じている可能性がある。 
また、もう１つの見方では、今回の調査における男性と女性のサンプルでは職位や結婚
の有無・子供の有無といった属性情報が統制されていないため、異なる属性情報が今回の
結果の規定要因となっている可能性がある。例えば、女性の既婚者は 72 名のサンプルの内
の 25 名（34%）のみであるのに対して、男性の場合は 109 名中の 81 名（74%）が既婚者
であり、職位においては、女性サンプルの 62 名と全体の 86%が一般社員であるのに対し
て、男性は 51 名（48%）と約半数のみが一般社員であり、構成が大きく異なっている。特
に男性グループにおいて有意な影響を与えていた、仕事と育児の両立を前提とした業務体
制はマネジメント層であればあるほど重視する要素の１つであると思われるため、管理職
の比率が高いサンプルであるが故に男性グループでは職場の風土や業務体制を重視してい
て、非管理職である比率が高い故に女性サンプルでは評価方法を重視していた可能性があ
ることも否定できないだろう。  
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第４節 年齢別の比較分析結果についての考察 
①平均値の差異 
 40 歳を基準とした世代別のグループ間の比較においては、独立変数である両立支援制
度・施策や両立支援を促す組織風土において１項目以外は有意な差異が見られなかったも
のの、目的変数においては 40 歳未満のグループにおいて「配偶者からのキャリア支援」
に関わる 3 つの質問の得点が 40 歳以上のグループの得点を有意に上回る結果が確認され
た。これはキャリアの形成期である 20 代～30 代の就労者は、そのタイミングでの経験や
努力が当人の後期のキャリアに影響を及ぼし、強いては世帯の収入やライフスタイルにも
影響を与えることが起因であると推察される。また、「規範的コミットメント」の構成要
素の 1 項目である「もしこの会社を辞めたら、罪悪感が生じるだろう」においても、40
歳未満のグループが 40 歳以上のグループを上回る結果となったが、これもキャリアの形
成期である就労者の方が、１人前になれるまでに企業が先行投資をして自身を育ててきて
くれたことに対しての恩義があるため、キャリア終盤期の就労者との比較では相対的に高
いスコアになったのだと考えられる。 
 
②両立支援制度・施策／組織風土と組織コミットメント 
まず、今回の調査結果で得られたジェンダー別の因果関係の構造をパス図にして示
す。（図６－３） 
図 ６-３ 年齢グループ別の因果関係の構造比較（パス図） 
 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
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40 歳以上のサンプルを対象にしたグループにおいては、「情緒的コミットメント」に対
して「育児休業取得者への周囲の態度」のみが正の影響を与えていたのに対し、40 歳未満
のサンプルにおいては、「情緒的コミットメント」に対して、「子育てしている社員を支援
する同僚に対して支給する手当」や「配偶者の転勤先地へ異動できる制度」「育児休業者に
対する心構えに関する教育制度」と「パフォーマンスベースの評価制度」が正の影響を与
えていることが確認された。これは、影響のあった項目によって異なる背景があると考え
られ、まず「子育てをしている社員を支援している社員に対する手当」においては、40 歳
未満のサンプルの多くが（表６－２、６－３）の通り、仕事と子育てを両立する当事者で
ある比率が低く、将来の両立支援制度利用者であったり、現在の両立支援を必要とする従
業員の支援者であったりする状況が影響していると考えられる。その為、「両立支援をする
同僚に対する手当」は、両立支援を必要とする従業員とそうではない従業員の不公平感の
解消に役立ち、所属組織への愛着度合いが高まる影響を生んでいると考えられる。 
また育児休業取得者に対して教育機会を提供する施策や、配偶者の転勤先の近くの事業
所に異動できる制度、労働時間や勤務日数ではなく、パフォーマンスベースで評価してく
れる風土については、先の属税情報に基づけば必ずしもその恩恵を被る当事者ではないが、
より年代が若い世代は、出産・育児を経ても共に働き続けることを前提としたライフプラ
ンを描いている可能性が高く、今後の自分の身にライフイベントが発生した時に、勤務先
がなるべく真摯に受け止め、適切な評価をしてくれることへの期待予期を通じて、勤務先
への愛着度合いの上昇に寄与していると考えられるだろう。 
 
表 ６-２ 40 歳未満グループの性別と婚姻関係の分布（単位：人） 
  未婚 既婚 合計 
性別 
男性 13 16 29 
女性 31 16 47 
  合計 44 32 76 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
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表 ６-３ 40 歳未満グループの性別と子供の有無の分布（単位：人） 
  子供なし 子供あり 合計 
性別 
男性 16 13 29 
女性 34 13 47 
  合計 50 26 76 
（出所：「仕事と子育ての両立支援に関する調査」の結果に基づき、筆者作成）  
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第７章 おわりに 
第１節 本研究の限界 
本研究においては４つの限界があると考えられる。１つ目の限界は、組織コミットメ
ントの持続性の問題である。組織コミットメントは株価のように日々上下に変動するよう
なものではないが、永続的に維持されるものでもなく、日々生じるキャリア上のイベント
やライフイベントによって変動していく可能性を有している。その為、本研究では主に出
産や育児というライフイベントに伴う就労者の勤務先に対するコミットメントの変化をポ
ジティブな方向に導くためのポイントについて考察を試みてきたが、その後に生じる異な
るキャリア上のイベントやライフイベントによってその効果が打ち消されてしまう可能性
は否定できない。 
２つ目の限界は、今回の調査結果を基にしたデータ分析を通じて考察を導き出してい
るが、サンプルの母集団が変わると因子構造や独立変数と従属変数の関係性が変動する可
能性が十分に考えられる。特に世代によって夫婦関係や役割認識における価値観が異なる
ことが厚生労働省の調査で明らかになっていることから、現在における調査と数年後にお
ける調査では異なる結果が得られる可能性は十分あるだろう。 
３つ目の限界は、本研究における配偶者からの支援の度合いを、配偶者からの回答で
はなく就労者本人の認知に基づいて分析をしていることである。調査対象者が本当に配偶
者からキャリアを支援されているのか、また配偶者が調査対象者の勤務先を評価している
のかは、今回の調査対象者が正しく把握できていない可能性はある。本研究においては、
「配偶者から支援をされていると感じられるかどうか」が当人の組織コミットメントに影
響を与えるはずだという前提に基づいて分析を試みたが、どのような要因を踏まえてその
ような認知を調査対象者が持つようになるかのメカニズムが明確になっていないため、更
なる調査にてこの因子に関する構造の分析も行い、配偶者からの支援と組織コミットメン
トの関係をより複合的な視点で再考する必要があるだろう。 
そして、４つ目の限界は、本調査における回答者の属性の偏りである。調査対象を
「日本国内全域」としたが、実際の回答者は首都圏の居住者が多く、その地域特性に影響
を受けている可能性がある。また、年齢の分布においても第５章第１節第２項にて明示し
たように、20 代（27 名）、30 代（49 名）、40 代（51 名）、50 代（45 名）、60 代（9 名）と
一定のばらつきが見られたり、本章第 3 節、第４節でも述べたように、男女のサンプル、
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40 歳以上・未満のサンプルにおいて婚姻関係や子供の有無、職位などの偏りが見られた
りしている。これらの比較分析については、更なる追加の分析を踏まえて今回の結果が再
現できるかの検証が必要であろう。 
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第２節 結論および実務的応用可能性 
先行研究のレビューや「仕事と子育ての両立支援に関する調査」を通じて、本研究で
は以下の７項目の結論を導き出した。 
⚫ 企業が「配偶者の転勤先の近くの事業所に異動できる制度」を整えると、その企業に
勤める従業員の情緒的コミットメントに正の影響を与える。 
⚫ 企業に「育児休業取得者に対して周囲が温かく向き合う風土」が培われていると、そ
の企業に勤める従業員の組織コミットメントに正の影響を与える。 
⚫ 企業が仕事と子育ての両立支援制度・施策を整えても、その企業に勤める従業員が得
る従業員の配偶者からの支援には有意な影響を与えない。 
⚫ 企業に仕事と子育ての両立支援を促す組織風土が培われていても、その企業に勤める
従業員が得る従業員の配偶者からの支援には有意な影響を与えない。 
⚫ 配偶者からの支援は、当人の情緒的コミットメント、存続的コミットメント、規範的
コミットメントに正の影響を及ぼす。 
⚫ ジェンダーの違いによって情緒的コミットメントに与える両立支援制度・施策および
両立支援を促す組織風土の構造が異なっている。男性においては、育児休業取得者へ
の周囲への態度」に加えて「仕事と育児の両立を前提とした業務体制」が正の影響を
与えているが、女性においては「パフォーマンスベースの評価制度」が正の影響を与
える。 
⚫ 40 歳を基準として、年齢の違いによって情緒的コミットメントに与える両立支援制
度・施策および両立支援を促す組織風土の構造が異なっている。40 歳以上のグループ
においては、「育児休業取得者への周囲の態度」が正の影響を及ぼしているが、40 歳未
満のグループでは、「子育てしている社員を支援する同僚に対して支給する手当」や「配
偶者の転勤先地へ異動できる制度」「育児休業者に対する心構えに関する教育制度」「パ
フォーマンスベースの評価制度」が正の影響をもたらす。 
これらの内容を踏まえて、実務に研究の結果を応用するとすれば次の４点が挙げられる。 
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①従業員が真に求める両立支援制度に関する定期的な確認調査と制度の見直し 
 従業員が勤務先に期待する両立支援制度の内容は、従業員のライフスタイルの変化と伴
に変わっていく。すなわち、特定の制度がある時点においては従業員にとって喜ばしいも
のであっても、10 年後・20 年後にも同じような効果を及ぼしているとは限らない。また、
従業員はその制度の有無だけで単純に勤務先に対する態度を変えるのではなく、その制度
が他の企業と比べて相対的に充実しているかという認知に基づいて勤務先を評価する。そ
のため、一度導入した制度がどの程度有効に機能をしているのかを、各企業は社内の意識
調査と他社の取組状況の分析を併用して定期的に検証をしていく必要がある。 
 その上で、従業員が個別に期待する両立支援内容が異なるという問題はあるが、組織全
体での従業員の満足度や組織コミットメントを高めるために、従業員にとって重要度が低
いが両立支援の内容が充実している領域に投下している資源を、従業員にとって重要度が
高いが自社の制度・施策が充実していない領域に振り分けて、従業員にとってより重要度
が高いテーマにおいて他社に引けを取らない支援制度を提供することが重要だろう。 
 
図 ７-１ 両立支援制度の見直し時の分析フレーム 
 
（出所：筆者作成） 
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②育児休業を取得する人に対する職場の対応方法 
 幾ら企業が仕事と子育ての両立支援制度・施策を整えたとしても、仕事と育児の両立に
取り組む当人に最も近い関係者（例えば上司）がその考えを否定したり、その事情に対し
て否定的なコメントをしてしまったりするようであれば、どれだけ制度を充実しても従業
員の組織に対する愛着度合いを高めることはできない。その為に、各企業は自社の仕事と
子育ての両立支援の実践状況が、制度面でも風土面でも十分に機能しているかを常に把握
していく必要がある。（図７－２） 
 
図 ７-２  仕事と育児の両立支援レベルの分析フレーム 
 
（出所：筆者作成） 
その上で、育児休業取得者に対しては、短期的な欠員に伴うデメリットに注目するの
ではなく、復職後に長く組織に対して貢献して貰える可能性に着目して、「新たなライフ
ステージを応援している」「また戻ってきた時に一緒に働けたら嬉しい」「業務のことは心
配しないで大丈夫」といった声掛けをすることが重要だろう。また、育児休業取得者本人
も業務から全く切り離されてしまうと、不安感を覚えたり、必要とされていない感覚を抱
いたりしてしまうので、現状の育児休業中に一定の時間まで有給で勤務できる制度を併用
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しながら、帰属意識を失わないような休業の仕組みを構築することで、制度利用前に掛け
た言葉が嘘ではないことを言動で示すことができる。育児休業取得者が得られる周囲から
の支援状況にもよるが、休業開始前の職場の繁忙期の助っ人として育児休業取得者が臨時
で勤務するようなことも一般化できれば、育児休業を取得することに対する負い目や周囲
からの否定的な印象も軽減するのではないだろうか。 
 
③仕事と子育ての両立に取り組む従業員を支える上司・同僚の不公平感の解消  
両立支援制度を充実させると、副作用としてその必要性が無い従業員が抱く不公平感を
増加させしてしまうリスクを抱えている。例えば、配偶者の転勤先の近くの事業所に異動
できる制度においても、仮に配偶者の転勤先が首都圏などの人気地域に偏る場合、独身世
帯の従業員は首都圏にて勤務できる可能性が結果として低くなり、成果や能力よりも家庭
の事情が優先されて人事面の意思決定がなされていく事態にフラストレーションを感じる
ことが起こりうる。 
本研究でも、40 代未満の従業員グループにおいて、「仕事と子育てを両立する同僚への
手当て」が情緒的コミットメントに正の影響を有意に与えていたことから予見できるよう
に、両立支援策を構築する時には、それらの支援を必要な人だけに着目して制度をデザイ
ンするのではなく、その制度がもたらす周囲のステークホルダーへの影響を踏まえて、複
合的に仕組みを整備していく必要がある。具体的には、両立支援が必要となる社員へのサ
ポートを行うと同時に、部門内の両立支援制度の活用中のメンバーの数に基づいて、その
部門の目標を可変的に調整する制度や、その欠員状況を活かして社内の配置転換を効果的
に促す FA 制度、自分の子供だけなく同居しているパートナーや孫の看護・介護等の理由
に対しても両立支援制度を適応可能にするなど、全ての人にとって公正な状態まではでき
なくとも、特定のグループの人達だけが優遇され過ぎていると受け止められないための制
度運用を実施することが重要であると言えるだろう。 
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④子の誕生時の企業からの祝福の方法 
 最後に、従業員が認知している配偶者からの支援が、どのような構造にて規定されてい
るかは検証の余地があるが、本研究を通じて「配偶者が自らの勤務先を評価してくれてい
る」という認知が当人の組織コミットメントに効いていることが確認できた。このことか
ら、従業員の元に子供が誕生した時に、企業がその配偶者に対してどのようなメッセージ
を届けるかについて工夫の余地があると考えられる。 
 厚生労働省が取り上げた企業事例の中では、子供の誕生時にお祝い金を支給する例が幾
つか見られたが、この制度はあくまでも自社の従業員を媒介したその家族への働きかけで
あり、企業が直接的に従業員の家族にアプローチをする例は、ファミリーデーという形で
職場に家族を呼ぶイベントを開催している例を除いては、事例集の中では具体的な制度・
施策は確認されなかった。そのため、新たな試みとして経営者や事業部の責任者から新た
な子が誕生した家庭へお祝いメッセージを映像で届け、「当面は子育てに集中して、復帰し
た時に仕事と育児の両立をしながらぜひ貢献して欲しい」という思いをお祝いの品と伴に
届けるような取組があれば、企業から従業員の配偶者に対して直接メッセージを発信する
ことができ、従業員の配偶者を媒介した従業員の組織コミットメント向上に取り組める可
能性がある。 
 昨今は転職市場における「嫁（夫）ブロック」14という言葉も流通するようになり、夫婦
が伴に働きながら生計を立て、互いのライフプランやキャリアプランについても相互に相
談・協力しながら人生を歩んでいく生き方も広がりつつあるので、企業は従業員本人だけ
でなく、その家族の認知や意向も視野に入れたリテンション・マネジメントの展開が今後
求められてくるのではないだろうか。 
 
  
                                                     
14 既婚男性（女性）が配偶者に転職や独立を反対、阻止（ブロック）されること 
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別表 両立支援に取り組む企業の事例 
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・育
児
の
た
め
の
所
定
外
労
働
の
免
除
・育
児
短
時
間
勤
務
（小
学
校
就
学
の
始
期
ま
で
）
・育
児
の
た
め
の
費
用
の
貸
出
制
度
・所
定
外
労
働
削
減
の
た
め
の
監
視
・注
意
喚
起
・両
立
支
援
の
相
談
窓
口
の
設
置
・育
児
休
業
取
得
者
が
出
た
場
合
の
　
代
替
要
因
の
確
保
や
業
務
体
制
の
見
直
し
・管
理
職
に
対
す
る
両
立
支
援
に
関
す
る
研
修
実
施
・男
性
社
員
の
子
育
て
計
画
書
の
作
成
を
促
す
・両
立
支
援
制
度
に
つ
い
て
の
認
知
度
向
上
・従
業
員
同
士
の
連
帯
感
の
醸
成
・会
社
が
育
児
休
業
を
応
援
し
て
く
れ
る
こ
と
が
分
か
り
、
　
気
持
ち
良
く
制
度
を
利
用
で
き
た
従
業
員
が
家
族
ぐ
る
み
で
参
加
す
る
バ
ー
ベ
キ
ュ
ー
大
会
等
の
イ
ベ
ン
ト
を
通
じ
て
「会
社
全
体
が
大
き
な
家
族
」と
い
う
意
識
を
強
め
、
会
社
と
従
業
員
が
一
緒
に
な
っ
て
成
長
で
き
る
環
境
を
整
え
る
こ
と
2
0
1
2
ミ
サ
ワ
ホ
ー
ム
株
式
会
社
製
造
東
京
1,
00
1～
2,
00
0人
人
事
制
度
改
革
に
伴
い
よ
り
充
実
し
た
制
度
を
目
指
し
た
・育
児
休
業
（最
大
3年
ま
で
／
5日
間
有
給
）
・短
時
間
勤
務
制
度
（子
が
小
学
校
4年
修
了
ま
で
）
・有
給
休
暇
の
失
効
分
を
積
み
立
て
て
　
介
護
や
看
護
に
活
用
で
き
る
サ
ポ
ー
ト
休
暇
制
度
働
く
こ
と
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョン
を
持
ち
続
け
て
貰
え
る
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
2
0
1
2
株
式
会
社
カ
ミ
テ
製
造
秋
田
50
人
以
下
働
き
続
け
た
い
意
志
が
あ
る
の
に
、
育
児
や
介
護
で
仕
事
を
辞
め
ざ
る
を
得
な
く
な
る
の
は
従
業
員
に
と
っ
て
も
会
社
に
と
っ
て
も
損
失
と
な
る
た
め
・育
児
休
業
制
度
（子
の
3歳
の
誕
生
日
の
前
日
ま
で
）
・看
護
休
暇
制
度
（就
学
前
の
子
1人
あ
た
り
5日
、
　
　
　
　
　
　
　
　
小
学
生
～
高
校
生
の
子
1人
あ
た
り
3日
）
・事
業
所
内
に
保
育
料
無
料
の
託
児
施
設
を
設
置
・育
児
休
業
中
の
社
員
が
早
期
に
復
帰
・仕
事
へ
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョン
が
向
上
し
、
　
必
要
な
資
格
に
対
す
る
学
習
意
欲
も
向
上
子
育
て
期
を
終
え
た
従
業
員
に
不
公
平
に
な
ら
な
い
よ
う
に
介
護
に
係
る
制
度
な
ど
と
バ
ラ
ン
ス
を
取
る
こ
と
2
0
1
2
三
州
製
菓
株
式
会
社
製
造
埼
玉
10
1～
30
0人
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
・社
長
自
ら
が
目
指
す
会
社
像
や
支
援
へ
の
姿
勢
を
発
信
・部
長
以
下
全
従
業
員
対
象
の
「1
人
3役
制
度
」
　
※
繁
忙
期
以
外
に
他
の
職
務
担
当
者
か
ら
、
業
務
内
容
に
　
　
つ
い
て
指
導
を
受
け
て
代
行
可
能
に
す
る
取
り
組
み
・育
児
休
業
取
得
期
間
の
う
ち
1日
分
を
有
給
化
・委
員
会
活
動
や
朝
礼
を
通
じ
た
積
極
的
な
制
度
周
知
・互
い
に
業
務
代
行
が
可
能
と
な
り
　
休
暇
を
取
り
や
す
く
な
っ
た
・業
務
を
教
え
合
う
た
め
に
　
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョン
が
活
発
に
な
っ
た
・男
性
の
育
児
休
業
取
得
者
が
増
え
て
い
っ
た
グ
ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
や
朝
礼
等
で
の
発
信
や
、
所
属
長
か
ら
の
伝
達
を
通
じ
た
制
度
に
関
す
る
認
識
の
ば
ら
つ
き
の
解
消
2
0
1
2
ジ
ェ
コ
ー
株
式
会
社
製
造
埼
玉
30
1～
1,
00
0人
工
場
は
夜
勤
を
含
め
た
2交
代
制
で
24
時
間
稼
働
し
て
お
り
、
女
性
従
業
員
が
育
児
休
業
取
得
後
3割
が
退
職
し
て
い
た
た
め
・男
性
に
よ
る
育
児
休
業
取
得
の
た
め
に
　
人
事
部
門
や
配
偶
者
（社
内
結
婚
）か
ら
の
ア
シ
ス
ト
・好
事
例
を
社
内
に
掲
載
し
て
周
知
・有
給
休
暇
の
有
効
期
間
で
あ
る
2年
を
超
え
て
も
　
ま
だ
日
数
が
残
っ
て
い
る
場
合
、
　
60
日
分
は
保
存
し
て
使
え
る
休
暇
制
度
育
児
を
理
由
と
す
る
退
職
者
が
ほ
と
ん
ど
い
な
く
な
っ
た
男
性
従
業
員
が
育
児
休
業
取
得
の
希
望
を
言
い
出
す
の
は
、
ま
だ
ま
だ
言
い
出
し
に
く
い
雰
囲
気
が
あ
る
こ
と
2
0
1
2
株
式
会
社
小
保
木
製
作
所
製
造
神
奈
川
50
人
以
下
地
域
に
学
童
保
育
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
が
な
く
、
勤
務
時
間
に
制
限
の
あ
る
女
性
従
業
員
が
多
く
い
た
た
め
・子
育
て
中
の
従
業
員
の
サ
ポ
ー
ト
の
た
め
、
　
社
員
食
堂
を
従
業
員
の
子
ど
も
に
開
放
・子
の
看
護
休
暇
を
有
給
に
（年
5日
間
ま
で
）
・従
業
員
の
働
き
た
い
意
欲
を
尊
重
す
る
こ
と
が
で
き
た
・従
業
員
が
安
心
し
て
働
け
る
よ
う
に
な
っ
た
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
2
0
1
2
未
来
工
業
株
式
会
社
製
造
岐
阜
30
1～
1,
00
0人
魅
力
あ
る
中
小
企
業
と
な
ら
な
け
れ
ば
、
「良
い
人
財
」を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
・育
児
休
業
（子
が
3歳
に
な
る
ま
で
）
・看
護
休
暇
（子
1人
あ
た
り
５
日
ま
で
）
・所
定
労
働
時
間
の
短
縮
・残
業
の
禁
止
・休
日
の
拡
張
・5
年
ご
と
の
海
外
へ
の
社
員
旅
行
・フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
で
あ
っ
て
も
　
育
児
と
仕
事
が
両
立
可
能
な
環
境
と
な
っ
た
・チ
ー
ム
ワ
ー
ク
に
よ
っ
て
全
員
定
時
で
　
帰
る
よ
う
協
力
す
る
よ
う
に
な
っ
た
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
2
0
1
2
東
海
ゴ
ム
工
業
株
式
会
社
製
造
愛
知
2,
00
1～
5,
00
0人
中
長
期
ビ
ジ
ョン
を
検
討
し
た
際
、
少
子
高
齢
化
対
策
と
し
て
両
立
支
援
制
度
強
化
の
必
要
性
を
再
認
識
し
た
た
め
・育
児
休
業
取
得
可
能
期
間
は
2年
間
・3
歳
ま
で
育
児
短
時
間
勤
務
制
度
・小
学
校
卒
業
ま
で
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度
が
利
用
可
能
・事
業
所
内
託
児
所
を
設
置
・男
性
の
育
児
参
加
促
進
の
た
め
、
　
5日
間
の
育
児
奨
励
休
暇
（有
給
）を
導
入
・育
児
介
護
両
立
支
援
サ
イ
ト
を
開
設
・育
児
休
業
取
得
者
の
た
め
の
　
職
場
へ
の
「復
帰
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
導
入
・育
児
休
業
中
の
社
員
へ
賞
与
の
一
部
を
支
給
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
2
0
1
2
株
式
会
社
河
北
新
報
社
新
聞
宮
城
30
1～
1,
00
0人
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
・育
児
休
業
制
度
（2
歳
ま
で
）
・育
児
・介
護
休
業
中
、
会
社
か
ら
基
本
給
の
　
20
％
を
特
別
見
舞
金
と
し
て
給
付
・小
学
生
以
上
の
子
や
親
な
ど
に
も
利
用
可
能
な
看
護
休
暇
・男
性
の
育
児
休
業
取
得
者
の
増
加
・子
育
て
の
リ
ア
ル
な
体
験
記
を
記
事
に
す
る
な
ど
　
仕
事
へ
の
応
用
を
す
る
社
員
が
現
れ
た
ど
う
い
う
働
き
方
を
す
る
か
は
個
々
の
事
情
が
あ
る
た
め
、
従
業
員
が
自
発
的
に
制
度
の
活
用
方
法
を
考
え
る
よ
う
に
す
る
こ
と
2
0
1
2
株
式
会
社
ク
ラ
ラ
オ
ン
ラ
イ
ン
IT
東
京
51
～
10
0人
ベ
ン
チ
ャ
ー
創
業
時
よ
り
在
籍
し
て
い
た
社
員
の
中
心
年
代
が
子
育
て
世
代
に
差
し
掛
か
っ
た
た
め
多
国
籍
従
業
員
へ
配
慮
す
る
た
め
・看
護
休
暇
（子
1人
あ
た
り
に
つ
き
年
10
日
・無
給
）
・フ
ァ
ミ
リ
ー
デ
ー
の
開
催
・社
長
が
内
閣
府
の
男
女
共
同
参
画
会
議
議
員
を
務
め
る
・社
長
や
役
員
が
育
児
休
業
を
取
得
・部
下
を
信
頼
し
て
任
せ
る
な
ど
　
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・ス
タ
イ
ル
が
変
容
し
た
・不
要
な
会
議
を
減
ら
す
よ
う
に
な
っ
た
・家
族
の
職
場
理
解
が
深
ま
っ
た
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
135 
 
 2
0
1
2
東
日
本
旅
客
鉄
道
株
式
会
社
運
輸
東
京
5,
00
1人
以
上
多
様
な
人
材
を
活
用
・育
成
す
る
企
業
文
化
を
育
む
た
め
・育
児
休
業
期
間
（満
3歳
ま
で
）
・短
時
間
勤
務
制
度
（3
歳
ま
で
の
子
を
養
育
す
る
社
員
向
け
）
・短
日
数
勤
務
制
度
（小
学
校
3年
生
ま
で
の
子
を
養
育
す
る
社
員
／
月
4日
ま
で
）
・仕
事
と
育
児
・介
護
の
両
立
支
援
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
の
配
布
・イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト
な
ど
で
の
制
度
利
用
者
の
体
験
談
紹
介
・制
約
が
あ
り
な
が
ら
も
　
い
き
い
き
と
働
き
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
・駅
業
務
や
乗
務
員
等
の
シ
フ
ト
勤
務
の
従
業
員
の
　
制
度
利
用
の
割
合
が
高
ま
っ
た
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
2
0
1
2
生
活
協
同
組
合
ち
ば
コ
ー
プ
小
売
千
葉
1,
00
1～
2,
00
0人
育
児
休
業
法
の
対
象
と
な
っ
て
い
な
い
パ
ー
ト
職
員
の
数
が
増
え
て
き
た
た
め
・正
規
職
員
以
外
に
対
し
て
も
　
多
様
な
働
き
方
に
合
わ
せ
た
育
児
支
援
の
制
度
を
用
意
・正
規
職
員
版
、
嘱
託
職
員
版
、
パ
ー
ト
・ア
ル
バ
イ
ト
版
　
と
3種
類
の
「育
児
支
援
の
し
お
り
」を
用
意
・子
ど
も
参
観
日
の
開
催
・休
業
中
職
員
に
対
す
る
月
1回
の
部
内
報
の
送
付
・休
業
復
帰
前
に
人
事
部
長
と
の
面
談
の
実
施
・い
ざ
と
い
う
時
に
仕
事
を
融
通
し
あ
っ
て
　
お
互
い
の
働
き
方
や
暮
ら
し
方
を
認
め
合
え
る
よ
う
な
　
職
場
の
ム
ー
ド
づ
く
り
に
つ
な
が
っ
た
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
2
0
1
2
株
式
会
社
フ
ェ
リ
シ
モ
小
売
兵
庫
30
1～
1,
00
0人
性
従
業
員
が
全
体
の
約
8割
以
上
を
占
め
、
両
立
支
援
制
度
の
整
備
へ
の
要
望
が
比
較
的
早
い
時
期
か
ら
寄
せ
ら
れ
て
い
た
た
め
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
（そ
の
日
の
都
合
で
、
　
短
時
間
で
も
フ
ル
タ
イ
ム
に
も
変
更
可
）
・フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度
・フ
レ
ッ
ク
ス
ホ
リ
デ
ー
制
度
（年
5日
の
土
曜
出
勤
の
　
振
替
休
日
を
好
き
な
日
に
取
得
可
能
）
・長
期
特
別
休
暇
制
度
（連
続
1カ
月
の
休
暇
）
・制
度
利
用
が
普
通
で
あ
る
と
い
う
認
識
が
浸
透
し
、
　
各
自
が
主
体
的
に
判
断
し
調
整
を
す
る
よ
う
に
な
っ
た
・管
理
職
の
育
児
休
業
取
得
期
間
に
　
後
輩
た
ち
が
自
主
的
に
自
分
の
役
割
を
拡
大
さ
せ
成
長
し
た
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
2
0
1
2
株
式
会
社
千
葉
銀
行
銀
行
千
葉
2,
00
1～
5,
00
0人
20
03
年
に
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
が
制
定
さ
れ
た
こ
と
を
契
機
に
女
性
活
躍
推
進
に
取
り
組
み
始
め
た
・育
児
休
業
制
度
（子
が
2歳
に
な
る
ま
で
／
　
保
育
所
入
所
不
可
の
場
合
は
3歳
ま
で
／
10
日
間
有
給
）
・「
職
場
復
帰
応
援
セ
ミ
ナ
ー
」の
開
催
・職
場
復
帰
後
に
復
職
者
や
管
理
者
と
個
別
面
談
を
実
施
・2
月
・8
月
を
「1
9時
（い
く
じ
）に
帰
ろ
う
月
間
」と
設
定
・異
動
時
に
保
育
所
へ
近
い
支
店
へ
の
配
置
転
換
を
実
施
職
場
復
帰
前
後
の
不
安
が
解
消
さ
れ
た
男
性
が
多
い
職
場
の
た
め
、
管
理
職
や
周
り
の
職
員
の
意
識
も
高
め
る
こ
と
2
0
1
2
株
式
会
社
Z会
教
育
静
岡
1,
00
1～
2,
00
0人
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
・育
児
休
業
制
度
（子
が
1歳
を
過
ぎ
た
年
度
末
ま
で
）
・年
12
日
間
の
看
護
休
暇
（子
が
中
学
生
に
な
る
ま
で
）
・フ
レ
ッ
ク
ス
制
度
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
・学
童
保
育
等
に
も
使
え
る
「ラ
イ
フ
サ
ポ
ー
ト
制
度
」
　
（金
銭
支
援
制
度
）
・認
定
を
受
け
た
社
員
が
使
え
る
在
宅
勤
務
制
度
（月
8日
）
働
け
る
日
は
長
め
に
働
き
、
子
ど
も
の
用
事
な
ど
で
時
間
が
必
要
な
時
は
短
い
勤
務
と
し
な
が
ら
、
自
己
管
理
し
て
業
務
を
進
め
る
よ
う
に
な
っ
た
女
性
社
員
が
若
い
う
ち
か
ら
、
会
社
で
の
仕
事
と
と
も
に
自
分
の
人
生
を
ど
う
考
え
て
い
く
の
か
サ
ポ
ー
ト
す
る
こ
と
2
0
1
2
有
限
会
社
C
O
C
O
-
L
O
医
療
福
祉
群
馬
51
～
10
0人
創
業
時
か
ら
、
家
庭
が
う
ま
く
い
か
な
け
れ
ば
仕
事
も
う
ま
く
い
か
な
い
と
い
う
考
え
が
あ
っ
た
め
・1
日
の
労
働
時
間
を
4.
5〜
7.
5時
間
の
範
囲
で
選
択
で
き
る
　
準
社
員
（短
時
間
正
社
員
）制
度
の
導
入
・入
社
6カ
月
未
満
の
正
・準
社
員
に
　
3日
間
の
子
の
看
護
休
暇
を
付
与
・フ
ァ
ミ
リ
ー
休
暇
1日
と
旅
行
休
暇
3日
・毎
年
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
手
帳
を
配
布
し
時
間
管
理
研
修
も
実
施
従
業
員
同
士
が
「お
互
い
さ
ま
」の
意
識
を
持
ち
、
密
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョン
を
取
っ
て
お
互
い
の
業
務
を
カ
バ
ー
す
る
よ
う
に
な
っ
た
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
2
0
1
2
石
坂
産
業
株
式
会
社
産
業
物
廃
棄
埼
玉
10
1～
30
0人
「自
分
の
子
ど
も
を
入
社
さ
せ
た
い
」と
思
え
る
会
社
に
し
た
い
と
い
う
社
長
以
下
全
従
業
員
の
共
通
の
思
い
が
あ
っ
た
た
め
・短
時
間
勤
務
制
度
（子
ど
も
の
年
齢
に
か
か
わ
ら
ず
、
　
30
分
単
位
で
3時
間
ま
で
の
時
間
短
縮
が
可
能
）
・週
休
2日
の
う
ち
、
　
固
定
の
日
曜
日
以
外
に
　
も
う
1日
は
好
き
な
曜
日
を
選
択
可
能
・本
人
・配
偶
者
・子
ど
も
（同
居
に
限
る
）
　
を
対
象
に
し
た
有
給
の
バ
ー
ス
デ
イ
早
退
制
度
・敷
地
面
積
の
約
87
％
を
里
地
里
山
と
し
て
整
備
し
、
　
工
場
と
併
せ
て
子
ど
も
た
ち
の
環
境
学
習
の
場
と
し
て
提
供
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
特
に
具
体
的
な
記
述
な
し
2
0
1
2
株
式
会
社
グ
ロ
ー
バ
ル
ス
テ
ー
ジ
P
R
支
援
愛
知
50
人
以
下
女
性
経
営
者
が
、
自
身
の
経
験
か
ら
、
女
性
が
出
産
後
も
働
き
続
け
る
た
め
に
は
、
制
度
さ
え
整
え
れ
ば
良
い
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
問
題
意
識
を
持
っ
て
い
た
た
め
・「
子
育
て
し
な
が
ら
働
く
」を
学
ぶ
　
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
展
開
学
生
が
就
職
先
と
し
て
中
小
企
業
を
視
野
に
入
れ
る
な
ど
、
企
業
と
学
生
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
の
解
消
に
も
つ
な
が
っ
た
日
本
社
会
全
体
と
し
て
の
働
き
方
の
意
識
を
変
え
る
こ
と
2
0
1
3
朝
倉
染
布
株
式
会
社
製
造
群
馬
51
～
10
0人
検
査
・品
質
管
理
に
は
熟
練
の
技
術
と
長
い
経
験
が
求
め
ら
れ
る
の
で
、
技
術
を
習
得
し
た
社
員
が
育
児
や
介
護
で
離
職
す
る
と
会
社
に
と
っ
て
大
き
な
損
失
と
な
る
か
ら
・育
児
休
業
制
度
（3
歳
ま
で
）
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
（小
学
校
就
学
前
ま
で
）
・時
間
休
暇
制
度
（1
時
間
単
位
）
・職
場
意
識
の
改
善
・労
働
時
間
の
見
直
し
・所
定
外
労
働
時
間
の
削
減
・年
3回
の
上
司
2名
と
従
業
員
に
よ
る
3者
面
談
の
実
施
・女
性
従
業
員
の
定
着
率
が
向
上
し
、
　
産
休
・育
児
休
業
か
ら
の
復
職
率
が
10
0％
に
な
っ
た
・表
彰
や
新
聞
で
取
り
上
げ
て
も
ら
う
機
会
へ
と
繋
が
り
　
新
卒
採
用
時
に
関
心
を
持
っ
て
貰
え
る
よ
う
に
な
っ
た
・従
業
員
が
抱
え
て
い
る
悩
み
や
制
度
・体
制
へ
の
ニ
ー
ズ
を
　
早
期
に
汲
み
取
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
・男
性
の
育
児
参
加
を
後
押
し
す
る
こ
と
・全
従
業
員
の
ワ
ー
ク
・ラ
イ
フ
・バ
ラ
ン
ス
促
進
の
た
め
　
有
給
休
暇
の
取
得
推
進
に
取
り
組
む
こ
と
2
0
1
3
社
会
福
祉
法
人
杏
樹
会
医
療
福
祉
埼
玉
30
1～
1,
00
0人
介
護
業
務
は
肉
体
的
な
負
担
が
大
き
く
夜
勤
を
含
め
た
交
替
勤
務
が
あ
る
た
め
、
女
性
職
員
は
妊
娠
を
機
に
退
職
す
る
の
が
慣
例
に
な
っ
て
い
た
た
め
・母
性
健
康
管
理
の
取
り
組
み
・非
常
勤
社
員
も
利
用
可
能
な
両
立
支
援
制
度
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
（小
学
校
就
学
前
ま
で
）
・子
の
看
護
休
暇
（子
が
小
学
校
4年
生
に
な
る
ま
で
）
・配
偶
者
出
産
時
休
暇
制
度
（1
日
・有
給
）
・キ
ャ
リ
ア
を
積
ん
だ
社
員
が
　
継
続
就
業
し
て
く
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
・く
る
み
ん
マ
ー
ク
の
取
得
等
も
あ
っ
て
　
人
材
の
採
用
に
あ
た
り
興
味
を
持
っ
て
く
れ
る
人
が
増
え
た
・従
業
員
の
有
給
休
暇
取
得
の
促
進
・介
護
を
行
う
社
員
に
対
し
て
の
両
立
支
援
の
拡
充
2
0
1
3
学
校
法
人
岩
崎
学
園
教
育
神
奈
川
30
1～
1,
00
0人
女
性
教
職
員
の
多
い
職
場
な
の
で
、
優
秀
な
人
材
が
出
産
等
を
機
に
退
職
し
て
し
ま
う
こ
と
を
防
ぎ
た
か
っ
た
た
め
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
（1
日
2時
間
／
子
が
3歳
未
満
・
　
1日
1時
間
／
子
が
小
学
校
に
就
学
す
る
ま
で
）
・育
児
休
業
の
一
部
有
給
化
（5
日
間
）
・支
援
情
報
の
集
中
的
な
周
知
・育
児
休
業
の
担
当
窓
口
の
設
置
・特
別
休
暇
制
度
の
周
知
・継
続
し
て
キ
ャ
リ
ア
を
構
築
で
き
る
女
性
教
職
員
が
増
え
、
　
管
理
職
の
女
性
の
占
め
る
割
合
が
上
昇
し
た
・採
用
説
明
会
等
で
学
生
か
ら
　
関
心
を
持
っ
て
貰
え
る
よ
う
に
な
っ
た
・男
性
教
職
員
が
制
度
を
積
極
的
に
取
得
し
易
い
　
環
境
・風
土
の
構
築
・同
じ
職
場
で
複
数
の
産
休
・育
児
休
業
取
得
者
が
　
出
た
場
合
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
体
制
の
整
備
136 
 
 2
0
1
3
株
式
会
社
柿
の
葉
す
し
本
舗
た
な
か
製
造
業
奈
良
10
1～
30
0人
手
作
り
し
て
い
た
寿
司
の
製
造
を
機
械
化
す
る
と
同
時
に
、
会
社
組
織
の
再
編
・拡
大
、
就
業
規
則
等
の
大
幅
な
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
な
り
、
そ
の
一
環
と
し
て
女
性
従
業
員
が
働
き
や
す
い
環
境
を
整
備
す
る
必
要
が
あ
る
と
判
断
し
た
た
め
・所
定
労
働
時
間
内
に
集
中
し
て
働
き
、
　
終
業
時
間
に
な
っ
た
ら
帰
る
と
い
う
風
土
づ
く
り
・産
休
・育
児
休
業
中
の
社
員
に
対
し
て
、
会
社
の
情
報
や
　
育
児
・保
育
に
関
す
る
情
報
を
定
期
的
に
提
供
・休
業
中
の
定
期
的
な
面
談
機
会
の
提
供
・3
65
日
稼
働
で
あ
る
の
で
、
休
日
を
取
得
す
る
日
を
、
　
部
門
内
の
裁
量
で
柔
軟
に
調
整
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
る
・出
産
や
育
児
を
理
由
に
退
職
す
る
従
業
員
が
居
な
く
な
っ
た
・子
育
て
を
し
な
が
ら
働
く
社
員
は
、
　
限
ら
れ
た
時
間
の
中
で
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
高
め
よ
う
と
　
す
る
た
め
、
現
場
全
体
が
効
率
的
に
働
く
風
土
が
生
ま
れ
た
・男
性
従
業
員
に
よ
る
育
児
休
業
の
取
得
の
促
進
・繁
忙
期
の
残
業
を
減
ら
す
た
め
の
解
決
策
の
検
討
・介
護
の
た
め
の
離
職
の
予
防
2
0
1
3
株
式
会
社
呉
竹
製
造
業
奈
良
10
1～
30
0人
専
業
主
婦
率
が
高
く
待
機
児
童
数
も
多
い
地
域
性
も
あ
り
、
創
業
10
0年
を
迎
え
た
中
で
の
人
事
制
度
改
定
を
機
に
、
優
秀
な
女
性
従
業
員
が
長
く
活
躍
で
き
る
環
境
を
整
備
し
よ
う
と
考
え
た
た
め
・事
業
内
託
児
所
の
開
設
・託
児
所
で
の
幼
稚
園
降
園
後
の
一
時
預
か
り
、
　
夏
休
み
等
の
長
期
休
園
期
間
に
お
け
る
一
時
預
か
り
・育
児
休
業
中
の
社
員
が
参
加
で
き
る
託
児
所
で
の
イ
ベ
ン
ト
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
（小
学
生
に
就
学
す
る
前
ま
で
）
・時
間
外
労
働
削
減
の
取
り
組
み
（1
8時
退
社
の
徹
底
）
・女
性
従
業
員
の
平
均
継
続
勤
務
年
数
の
上
昇
・労
働
時
間
に
制
約
の
あ
る
社
員
の
活
躍
が
　
目
立
つ
よ
う
に
な
っ
た
・従
業
員
に
よ
る
余
暇
時
間
を
利
用
し
た
　
自
己
啓
発
や
健
康
管
理
の
実
施
・企
業
イ
メ
ー
ジ
が
向
上
し
て
、
　
20
08
年
度
と
比
較
し
て
採
用
募
集
の
応
募
数
が
5倍
上
昇
・有
給
休
暇
の
一
部
を
時
間
単
位
で
取
得
で
き
る
制
度
の
導
入
・短
時
間
勤
務
社
員
制
度
の
導
入
・チ
ー
ム
内
で
交
代
し
て
取
る
5連
休
の
有
給
休
暇
取
得
推
奨
・介
護
と
仕
事
の
両
立
支
援
2
0
1
3
特
定
医
療
法
人
中
央
会
尼
崎
中
央
病
院
医
療
福
祉
兵
庫
30
1～
1,
00
0人
給
与
や
福
利
厚
生
は
他
院
に
見
劣
り
し
な
い
内
容
だ
っ
た
が
、
看
護
師
の
離
職
率
が
高
く
、
慢
性
的
な
人
材
不
足
だ
っ
た
た
め
・夜
勤
の
負
担
を
減
ら
す
た
め
の
新
た
な
勤
務
体
系
の
導
入
　
（夜
勤
の
数
を
月
8回
か
ら
4回
へ
変
更
）
・院
内
保
育
所
の
保
育
士
の
増
員
・他
の
保
育
所
を
利
用
し
て
い
る
場
合
で
も
　
院
内
保
育
所
を
都
合
に
よ
り
利
用
で
き
る
制
度
へ
変
更
・業
務
の
見
直
し
や
業
務
改
善
を
通
じ
た
残
業
削
減
・残
業
時
間
が
月
平
均
20
時
間
か
ら
月
2.
8時
間
ま
で
減
少
・2
0%
前
後
で
推
移
し
た
離
職
率
の
半
減
・職
員
採
用
の
た
め
の
広
告
費
な
ど
の
　
採
用
コ
ス
ト
削
減
に
伴
う
経
営
の
安
定
化
へ
の
貢
献
い
つ
で
も
相
談
が
で
き
る
環
境
の
整
備
・維
持
2
0
1
3
株
式
会
社
天
彦
産
業
小
売
大
阪
50
人
以
下
海
外
へ
の
事
業
展
開
を
図
る
に
あ
た
り
英
語
堪
能
な
女
子
大
生
の
採
用
を
戦
略
的
に
行
っ
て
い
く
よ
う
に
な
り
、
そ
の
女
性
社
員
た
ち
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
の
変
化
に
伴
い
、
会
社
の
就
労
環
境
を
整
備
す
る
必
要
性
が
出
て
き
た
た
め
・在
宅
勤
務
制
度
の
導
入
・部
門
単
位
の
社
内
表
彰
制
度
・取
引
先
や
従
業
員
の
家
族
を
巻
き
込
ん
だ
イ
ベ
ン
ド
・子
供
参
観
日
・出
産
を
迎
え
た
女
性
チ
ー
フ
が
辞
め
な
か
っ
た
こ
と
に
よ
る
　
海
外
売
上
高
比
率
の
増
加
・女
性
社
員
の
平
均
勤
続
年
数
が
3.
1年
だ
っ
た
の
が
、
　
6年
間
で
6.
7年
と
2倍
以
上
に
増
加
・メ
デ
ィ
ア
に
取
り
上
げ
ら
れ
る
機
会
が
増
え
、
　
新
卒
採
用
時
の
応
募
人
数
が
20
人
程
度
か
ら
、
　
2,
00
0名
を
超
え
る
よ
う
な
規
模
へ
と
拡
大
し
た
短
時
間
勤
務
と
通
常
勤
務
を
し
て
い
る
人
の
公
平
性
の
担
保
2
0
1
3
ヒ
ゲ
タ
醤
油
株
式
会
社
製
造
千
葉
30
1～
1,
00
0人
経
営
ビ
ジ
ョン
3本
柱
の
1つ
で
あ
る
C
SR
経
営
の
一
環
と
し
て
・男
性
の
育
児
休
業
取
得
を
支
援
（有
給
・5
日
ま
で
）
・子
育
て
支
援
休
暇
の
拡
充
（年
5日
ま
で
／
　
失
効
し
た
年
次
休
暇
を
積
み
立
て
て
充
当
可
能
）
・育
児
・介
護
退
職
者
再
雇
用
制
度
の
導
入
・子
供
が
生
ま
れ
た
男
性
の
32
%が
育
児
休
業
を
取
得
し
、
　
職
場
も
子
育
て
に
協
力
す
る
と
い
う
風
土
が
醸
成
さ
れ
た
・女
性
従
業
員
の
勤
続
年
数
の
向
上
・く
る
み
ん
マ
ー
ク
取
得
に
よ
る
、
　
女
性
の
採
用
応
募
者
増
加
・子
育
て
の
た
め
に
転
勤
を
希
望
し
な
い
従
業
員
に
対
し
て
、
　
転
勤
を
命
じ
な
い
制
度
の
導
入
・両
立
支
援
制
度
の
従
業
員
へ
の
浸
透
・女
性
従
業
員
の
管
理
職
や
高
度
専
門
職
と
し
て
の
登
用
2
0
1
3
株
式
会
社
富
士
テ
ク
ノ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョン
ズ
IT
神
奈
川
10
1～
30
0人
従
業
員
が
仕
事
と
育
児
を
両
立
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
能
力
を
十
分
に
発
揮
し
、
い
き
い
き
と
活
躍
で
き
る
職
場
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
を
方
針
と
し
て
定
め
た
た
め
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
の
拡
充
（小
学
生
以
下
の
子
ま
で
）
・育
児
休
業
取
得
の
支
援
　
（外
部
機
関
を
通
じ
た
情
報
提
供
・教
育
機
会
の
提
供
）
・育
児
・介
護
相
談
窓
口
の
設
置
・く
る
み
ん
マ
ー
ク
等
の
取
得
に
よ
る
、
　
採
用
応
募
者
の
増
加
・勤
務
時
間
の
制
限
の
あ
る
社
員
が
管
理
職
と
し
て
活
躍
し
、
　
後
輩
の
従
業
員
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
と
な
っ
て
い
る
・男
性
の
育
児
休
業
取
得
の
推
進
・残
業
時
間
の
削
減
・有
給
休
暇
の
取
得
支
援
・業
務
の
分
散
化
2
0
1
3
株
式
会
社
ホ
テ
ル
オ
ー
ク
ラ
東
京
ベ
イ
宿
泊
千
葉
30
1～
1,
00
0人
顧
客
に
女
性
が
多
い
た
め
、
商
品
企
画
・開
発
に
お
い
て
も
女
性
の
目
線
が
重
要
で
あ
り
つ
つ
も
、
女
性
従
業
員
が
結
婚
や
出
産
を
機
に
退
職
し
て
し
ま
う
こ
と
が
多
か
っ
た
か
ら
・育
児
休
業
制
度
（3
歳
の
誕
生
日
を
迎
え
る
ま
で
）
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
（子
が
小
学
校
3年
生
の
間
ま
で
）
・保
育
に
関
わ
る
月
額
費
用
の
20
%を
補
助
す
る
制
度
の
導
入
・女
性
目
線
で
考
案
す
る
商
品
企
画
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
推
進
・結
婚
や
出
産
を
理
由
と
す
る
退
職
者
の
減
少
・経
験
豊
富
な
女
性
従
業
員
が
定
着
す
る
こ
と
に
よ
る
　
接
客
サ
ー
ビ
ス
の
生
産
性
向
上
・育
児
の
経
験
が
子
連
れ
の
お
客
様
へ
の
対
応
力
向
上
に
寄
与
・均
等
推
進
企
業
表
彰
千
葉
労
働
局
優
秀
賞
を
取
得
し
、
　
採
用
に
応
募
す
る
学
生
が
増
加
し
た
・育
児
支
援
制
度
の
拡
充
を
し
て
、
　
育
児
休
業
の
一
部
を
有
給
化
す
る
こ
と
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
の
利
用
者
が
増
え
て
き
た
と
き
の
　
適
切
な
人
員
配
置
の
在
り
方
2
0
1
4
太
洋
工
業
株
式
会
社
製
造
和
歌
山
10
1～
30
0人
女
性
従
業
員
が
全
体
の
1/
3を
占
め
て
い
る
に
も
関
わ
ら
ず
、
職
域
等
で
は
男
女
差
が
生
じ
て
し
ま
っ
て
い
た
り
、
女
性
が
結
婚
や
育
児
を
機
に
退
職
し
て
し
ま
っ
て
い
た
た
め
・短
時
間
勤
務
制
度
の
対
象
を
小
学
校
入
学
前
ま
で
に
引
上
げ
・ノ
ー
残
業
デ
ー
の
設
定
・男
性
従
業
員
の
育
児
休
業
取
得
促
進
・両
立
支
援
制
度
を
周
知
す
る
た
め
の
　
サ
ポ
ー
ト
ブ
ッ
ク
作
成
・配
付
・出
産
・育
児
を
理
由
と
す
る
退
職
者
が
い
な
く
な
っ
た
・育
児
休
業
か
ら
の
復
帰
が
10
0％
と
な
っ
た
・か
つ
て
男
性
従
業
員
の
み
で
あ
っ
た
営
業
職
に
お
い
て
　
女
性
が
活
躍
し
て
お
り
、
海
外
駐
在
と
し
て
　
拠
点
の
立
上
げ
か
ら
携
わ
っ
て
活
躍
す
る
人
も
出
て
き
た
・採
用
で
、
以
前
は
県
内
か
ら
の
応
募
者
が
中
心
だ
っ
た
が
、
　
県
外
や
海
外
か
ら
の
応
募
者
も
増
え
、
　
多
様
な
人
材
を
採
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
・女
性
従
業
員
が
長
期
的
な
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
を
　
描
け
る
よ
う
に
な
り
、
昇
進
・昇
格
へ
の
意
欲
が
高
ま
っ
た
・個
々
の
事
情
に
よ
り
柔
軟
に
対
応
し
や
す
い
　
制
度
と
す
る
こ
と
・現
在
3歳
ま
で
適
用
さ
れ
て
い
る
残
業
免
除
の
期
間
の
拡
大
2
0
1
4
東
京
急
行
電
鉄
株
式
会
社
運
輸
東
京
2,
00
1～
5,
00
0人
多
様
な
視
点
や
価
値
観
が
サ
ー
ビ
ス
開
発
で
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
お
り
、
今
後
会
社
と
し
て
成
長
す
る
た
め
に
は
、
女
性
従
業
員
に
活
躍
し
な
が
ら
長
く
働
い
て
も
ら
う
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
た
た
め
・育
児
・介
護
を
理
由
に
退
職
し
た
従
業
員
の
　
復
職
が
可
能
と
な
る
カ
ム
バ
ッ
ク
制
度
・勤
務
時
間
を
前
後
に
ず
ら
す
ス
ラ
イ
ド
勤
務
制
度
・制
限
の
あ
る
従
業
員
が
働
き
や
す
い
シ
フ
ト
時
間
の
導
入
・部
門
横
断
の
「ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」
　
の
発
足
・病
児
保
育
費
用
や
学
童
保
育
費
用
の
補
助
・育
児
休
業
中
の
従
業
員
を
対
象
に
モ
バ
イ
ル
PC
を
貸
与
・女
性
総
合
職
社
員
の
定
着
率
が
　
直
近
10
年
は
55
％
か
ら
92
％
へ
増
加
・従
業
員
意
識
調
査
に
て
、
　
両
立
支
援
各
種
制
度
の
認
知
度
が
向
上
・女
性
の
役
員
登
用
に
よ
る
経
営
へ
の
参
画
・女
性
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
・パ
イ
プ
ラ
イ
ン
が
構
築
で
き
る
　
風
土
づ
く
り
（夫
の
育
児
休
業
取
得
／
管
理
職
の
意
識
）
2
0
1
4
パ
シ
フ
ィ
ッ
ク
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ツ
株
式
会
社
技
術
サ
ー
ビ
ス
東
京
1,
00
1～
2,
00
0人
新
入
社
員
の
3～
4割
が
女
性
と
な
っ
て
い
る
が
、
せ
っ
か
く
採
用
し
育
成
し
た
女
性
社
員
が
仕
事
と
家
庭
・育
児
と
の
両
立
に
不
安
や
限
界
を
感
じ
、
退
職
す
る
こ
と
が
あ
っ
た
た
め
・育
児
中
の
社
員
を
対
象
と
し
た
　
「午
前
1／
4休
暇
制
度
」（
出
社
時
間
を
10
時
半
と
す
る
）
・両
立
相
談
窓
口
の
設
置
・業
界
一
斉
ノ
ー
残
業
デ
ー
の
実
施
の
呼
び
か
け
育
児
中
の
社
員
も
働
き
や
す
く
な
り
、
長
く
働
き
続
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
・男
性
の
多
い
職
場
で
あ
る
た
め
、
　
一
部
の
女
性
社
員
の
中
に
は
、
今
後
昇
進
し
て
い
く
こ
と
に
　
不
安
を
感
じ
て
い
る
人
も
い
る
こ
と
・在
宅
勤
務
制
度
の
検
討
2
0
1
4
パ
ナ
ホ
ー
ム
株
式
会
社
建
設
大
阪
2,
00
1～
5,
00
0人
女
性
従
業
員
が
非
常
に
少
な
く
、
住
ま
い
づ
く
り
に
も
っ
と
多
様
な
視
点
を
導
入
し
た
い
と
い
う
観
点
か
ら
・育
児
休
業
制
度
（子
が
1歳
に
な
っ
た
次
の
3月
末
又
は
　
1年
6か
月
ま
で
の
い
ず
れ
か
を
選
択
・5
日
間
有
給
）
・育
児
短
時
間
勤
務
（子
が
12
歳
に
な
っ
た
次
の
3月
末
ま
で
）
・在
宅
勤
務
制
度
（主
任
層
以
上
を
対
象
）
営
業
担
当
と
し
て
活
躍
す
る
女
性
が
増
え
始
め
た
女
性
管
理
職
を
い
か
に
し
て
増
や
し
て
い
く
か
137 
 
 2
0
1
4
富
士
電
機
株
式
会
社
製
造
東
京
5,
00
1人
以
上
人
材
戦
略
の
重
点
課
題
の
一
つ
に
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
を
掲
げ
る
よ
う
に
な
っ
た
た
め
・従
業
員
約
20
名
で
構
成
す
る
　
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
（W
G
）を
組
織
・育
児
休
業
の
延
長
（子
が
満
2歳
に
な
る
ま
で
）
・短
時
間
勤
務
の
利
用
期
間
延
長
（子
が
小
学
校
6年
生
の
3月
ま
で
）
・時
間
単
位
の
年
次
有
給
休
暇
制
度
の
導
入
（4
日
間
ま
で
）
・女
性
従
業
員
向
け
研
修
や
管
理
職
研
修
等
の
実
施
・育
児
休
業
か
ら
の
復
帰
後
に
復
帰
者
と
上
司
が
参
加
す
る
　
「ペ
ア
ワ
ー
ク
研
修
」
・従
業
員
ア
ン
ケ
ー
ト
に
よ
る
と
、
　
両
立
支
援
制
度
の
使
い
や
す
さ
が
向
上
・復
職
前
の
社
員
か
ら
「漠
然
と
し
た
不
安
が
解
消
で
き
た
」
　
と
い
う
声
や
、
「先
輩
社
員
の
ア
ド
バ
イ
ス
が
　
参
考
に
な
っ
た
」と
い
う
声
が
挙
が
っ
た
・今
後
は
全
国
の
工
場
と
足
並
み
を
そ
ろ
え
て
、
　
女
性
活
躍
を
含
む
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
を
図
る
こ
と
・女
性
の
キ
ャ
リ
ア
ッ
プ
や
昇
格
の
支
援
2
0
1
4
ポ
ラ
ス
グ
ル
ー
プ
建
設
不
動
産
埼
玉
2,
00
1～
5,
00
0人
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
施
行
に
伴
い
、
C
SR
の
一
環
と
し
て
・短
時
間
勤
務
制
度
（1
日
2時
間
短
縮
が
上
限
）を
　
条
件
付
き
で
小
学
4年
生
ま
で
延
長
・出
産
・育
児
・介
護
を
理
由
に
退
職
し
た
正
社
員
で
復
職
を
　
希
望
す
る
者
を
受
け
入
れ
る
制
度
（退
職
後
5年
間
有
効
）
・配
偶
者
の
出
産
前
後
１
か
月
以
内
で
2日
間
取
得
可
能
な
　
特
別
休
暇
制
度
（有
給
）
・個
々
人
の
平
均
退
社
時
間
を
午
後
8時
半
に
目
標
設
定
し
、
　
9時
に
は
パ
ソ
コ
ン
を
強
制
的
に
シ
ャ
ッ
ト
ダ
ウ
ン
さ
せ
る
・出
産
を
理
由
と
す
る
退
職
者
は
ほ
ぼ
い
な
く
な
っ
た
・育
児
短
時
間
勤
務
利
用
者
が
、
　
2年
前
と
比
較
し
て
約
2割
増
加
・男
性
従
業
員
の
育
児
休
業
取
得
も
進
ん
で
き
た
・管
理
職
の
女
性
を
増
や
す
こ
と
・女
性
従
業
員
の
キ
ャ
リ
ア
意
識
の
向
上
・男
性
従
業
員
の
両
立
支
援
へ
の
理
解
度
の
向
上
2
0
1
4
株
式
会
社
み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
銀
行
東
京
5,
00
1人
以
上
女
性
従
業
員
の
割
合
が
全
体
の
4割
以
上
を
占
め
て
い
る
た
め
、
女
性
従
業
員
が
高
い
意
欲
を
持
ち
能
力
を
存
分
に
発
揮
で
き
る
環
境
が
必
要
だ
っ
た
か
ら
・満
2才
ま
で
の
育
児
休
業
制
度
・小
学
校
3年
生
ま
で
の
短
時
間
勤
務
制
度
・時
差
出
勤
制
度
・メ
ガ
バ
ン
ク
と
し
て
初
の
事
業
所
内
保
育
所
設
立
・育
児
等
を
理
由
に
退
職
し
た
従
業
員
に
対
す
る
再
雇
用
制
度
再
雇
用
制
度
利
用
者
は
様
々
な
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
を
経
験
し
て
い
る
た
め
、
後
輩
に
ア
ド
バ
イ
ス
を
し
た
り
、
相
談
に
乗
っ
た
り
す
る
こ
と
も
あ
り
、
良
き
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
に
な
っ
て
い
る
・女
性
が
辞
め
ず
に
長
く
働
き
続
け
ら
れ
る
環
境
の
整
備
・管
理
職
は
長
時
間
労
働
の
イ
メ
ー
ジ
が
付
き
ま
と
っ
て
　
い
る
こ
と
の
払
拭
、
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
の
周
知
2
0
1
4
リ
ン
テ
ッ
ク
株
式
会
社
製
造
東
京
2,
00
1～
5,
00
0人
企
業
が
グ
ロ
ー
バ
ル
に
持
続
的
成
長
を
遂
げ
て
い
く
上
で
、
多
様
な
人
財
の
活
躍
が
不
可
欠
だ
と
考
え
た
か
ら
・複
雑
な
社
内
制
度
を
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
ご
と
に
　
分
か
り
や
す
く
再
整
理
し
た
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
の
配
付
・マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
ク
ラ
ス
の
　
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
修
・ジ
ョブ
リ
タ
ー
ン
制
度
育
児
で
数
年
間
は
仕
事
か
ら
離
れ
て
い
た
社
員
が
復
帰
し
た
管
理
職
と
し
て
活
躍
す
る
女
性
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
を
示
す
こ
と
2
0
1
4
東
京
海
上
日
動
メ
デ
ィ
カ
ル
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社
医
療
福
祉
東
京
30
1～
1,
00
0人
女
性
従
業
員
が
多
い
た
め
・勤
務
時
間
を
月
に
10
回
ま
で
1時
間
シ
フ
ト
で
き
る
　
勤
務
時
間
の
自
由
選
択
制
度
・年
間
20
回
ま
で
取
得
で
き
る
半
日
休
暇
制
度
・年
次
有
給
休
暇
と
は
別
途
付
与
す
る
　
記
念
日
休
暇
等
の
制
度
・子
ど
も
を
連
れ
て
参
加
す
る
社
内
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
働
き
方
に
自
由
度
が
増
し
、
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
に
左
右
さ
れ
ず
に
長
く
働
き
続
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
・介
護
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
仕
組
み
づ
く
り
・育
児
休
業
明
け
の
1～
2年
間
の
ス
キ
ル
が
伸
び
悩
む
時
期
の
　
支
援
2
0
1
5
川
崎
重
工
業
株
式
会
社
製
造
兵
庫
5,
00
1人
以
上
従
業
員
に
で
き
る
だ
け
長
く
働
き
、
能
力
を
発
揮
し
続
け
て
ほ
し
い
、
そ
の
た
め
に
は
能
力
発
揮
の
障
害
と
な
る
も
の
を
少
し
で
も
取
り
除
い
て
い
き
た
い
と
考
え
た
か
ら
・育
児
休
業
制
度
（子
が
3歳
に
な
る
ま
で
）
・1
日
3時
間
ま
で
短
縮
で
き
る
育
児
短
時
間
勤
務
制
度
（子
が
小
学
校
卒
業
ま
で
の
期
間
）
・看
護
休
暇
制
度
（無
給
・子
1人
に
つ
き
5日
間
ま
で
）
・育
児
の
た
め
に
利
用
可
能
な
半
日
休
暇
制
度
（育
児
・介
護
目
的
の
場
合
は
、
　
年
休
の
半
日
単
位
取
得
可
能
日
数
の
上
限
撤
廃
）
・積
立
休
暇
の
時
間
単
位
で
の
利
用
制
度
（年
次
有
給
休
暇
の
未
消
化
分
を
60
日
ま
で
積
立
可
能
　
時
間
単
位
で
の
利
用
も
可
能
）
・ラ
イ
ン
長
向
け
研
修
で
も
、
　
ワ
ー
ク
・ラ
イ
フ
・バ
ラ
ン
ス
の
必
要
性
を
喚
起
・育
休
取
得
者
と
上
司
の
面
談
を
復
職
前
後
に
3回
設
定
・上
司
も
共
に
受
講
す
る
育
休
復
帰
者
向
け
セ
ミ
ナ
ー
・出
産
や
育
児
を
理
由
と
し
た
離
職
者
が
減
り
、
　
出
産
後
も
継
続
し
て
働
き
続
け
る
人
が
増
え
た
・子
ど
も
を
複
数
育
て
な
が
ら
働
く
従
業
員
も
増
え
つ
つ
あ
る
・「
認
定
マ
ー
ク
(く
る
み
ん
)」
を
取
得
し
て
か
ら
は
、
　
入
社
を
希
望
す
る
学
生
か
ら
の
問
い
合
わ
せ
が
増
え
た
勤
務
時
間
に
制
約
が
あ
る
人
が
増
え
、
職
場
運
営
に
影
響
を
き
た
す
前
に
い
か
に
手
を
打
つ
か
2
0
1
5
コ
ベ
ル
コ
シ
ス
テ
ム
株
式
会
社
IT
兵
庫
1,
00
1～
2,
00
0人
「最
大
の
資
産
は
人
で
あ
る
」と
の
考
え
の
下
、
一
人
ひ
と
り
が
互
い
に
尊
敬
し
合
い
な
が
ら
イ
キ
イ
キ
働
き
、
成
長
し
続
け
ら
れ
る
会
社
の
実
現
を
目
指
し
て
い
る
た
め
女
性
従
業
員
の
中
に
は
、
こ
れ
か
ら
生
じ
る
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
を
乗
り
越
え
て
働
き
続
け
る
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
が
見
出
せ
な
い
こ
と
に
不
安
を
抱
き
、
退
職
し
て
し
ま
う
人
も
い
た
た
め
・年
間
30
日
を
限
度
に
始
終
業
時
間
を
柔
軟
に
調
整
で
き
る
　
「育
児
・介
護
短
時
間
勤
務
制
度
」
・看
護
・介
護
休
暇
（有
給
・
　
小
学
校
就
学
前
ま
で
、
子
ど
も
一
人
当
た
り
年
間
5日
間
）
・土
曜
日
の
出
勤
日
や
飛
び
石
連
休
の
出
勤
日
を
　
有
給
休
暇
取
得
奨
励
日
と
し
て
設
定
・育
児
休
業
支
援
ガ
イ
ド
を
作
成
し
て
対
象
者
や
予
備
軍
を
　
含
め
、
誰
で
も
閲
覧
で
き
る
よ
う
イ
ン
ト
ラ
に
掲
載
・取
組
開
始
時
と
比
較
し
て
、
　
女
性
従
業
員
数
が
11
9名
か
ら
18
3名
に
増
え
、
　
女
性
管
理
職
も
6名
か
ら
23
名
へ
と
約
4倍
に
増
え
た
・女
性
従
業
員
の
平
均
勤
続
年
数
は
9.
5年
か
ら
11
.0
年
に
伸
長
・結
婚
や
出
産
、
育
児
と
い
っ
た
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
を
理
由
に
　
退
職
す
る
女
性
従
業
員
は
ほ
と
ん
ど
い
な
く
な
っ
た
・2
00
1年
か
ら
実
施
し
て
い
る
社
員
満
足
度
調
査
は
、
　
60
ポ
イ
ン
ト
か
ら
72
ポ
イ
ン
ト
へ
と
向
上
・今
後
は
さ
ら
に
、
働
く
時
間
や
場
所
に
つ
い
て
も
　
柔
軟
に
す
る
対
応
を
検
討
・今
後
10
年
で
、
介
護
に
直
面
す
る
従
業
員
が
大
幅
に
増
加
　
し
た
時
の
会
社
と
し
て
の
サ
ポ
ー
ト
・お
客
様
先
に
常
駐
す
る
従
業
員
に
対
し
て
も
、
　
社
内
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
届
く
よ
う
に
発
信
す
る
こ
と
2
0
1
5
株
式
会
社
佐
野
テ
ッ
ク
製
造
三
重
51
～
10
0人
女
性
は
妊
娠
を
機
に
退
職
す
る
の
が
一
般
的
で
あ
っ
た
が
、
知
識
や
技
術
を
身
に
付
け
た
ベ
テ
ラ
ン
の
従
業
員
が
、
妊
娠
を
理
由
に
退
職
す
る
の
は
非
常
に
残
念
で
あ
っ
た
か
ら
・遠
距
離
の
通
勤
を
し
て
い
る
育
児
中
の
従
業
員
に
は
、
　
保
育
園
の
開
園
時
間
に
合
わ
せ
、
短
時
間
勤
務
を
適
用
・就
業
時
間
を
1時
間
単
位
で
ず
ら
す
こ
と
が
で
き
る
　
ス
ラ
イ
ド
勤
務
を
導
入
・育
児
中
の
世
帯
を
応
援
す
る
た
め
、
家
族
手
当
と
し
て
、
　
扶
養
し
て
い
る
子
ど
も
一
人
当
た
り
月
額
5,
00
0円
を
支
給
・入
学
式
や
成
人
式
な
ど
の
節
目
の
イ
ベ
ン
ト
時
に
も
、
　
社
長
が
お
祝
い
金
を
支
給
・離
職
率
が
低
く
、
高
い
定
着
率
を
維
持
で
き
て
い
る
・妊
娠
を
機
に
退
職
す
る
従
業
員
も
減
り
、
　
複
数
回
産
前
･産
後
休
業
を
取
得
し
て
　
継
続
就
業
す
る
従
業
員
も
で
て
き
た
従
業
員
の
平
均
年
齢
が
若
く
（3
4.
6歳
）、
現
在
は
育
児
中
の
従
業
員
が
多
い
状
況
だ
が
、
10
年
～
15
年
後
を
見
据
え
て
介
護
問
題
に
備
え
る
こ
と
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 2
0
1
5
サ
ン
ト
リ
ー
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社
製
造
大
阪
2,
00
1～
5,
00
0人
多
様
な
価
値
観
や
発
想
を
受
け
入
れ
、
活
か
す
こ
と
を
目
的
と
し
て
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
経
営
を
推
進
し
て
お
り
、
そ
の
実
現
の
た
め
に
取
り
組
む
重
点
課
題
の
1つ
と
し
て
「働
き
方
革
新
」を
推
進
し
て
い
る
た
め
・個
人
単
位
で
適
用
さ
れ
る
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度
　
（コ
ア
タ
イ
ム
も
撤
廃
）
・自
宅
外
の
場
所
で
も
勤
務
可
能
な
テ
レ
ワ
ー
ク
制
度
・育
児
休
業
（子
が
3歳
に
達
す
る
ま
で
）
・育
児
休
業
取
得
初
日
か
ら
連
続
5日
間
を
有
給
と
す
る
　
ウ
ェ
ル
カ
ム
・ベ
ビ
ー
・ケ
ア
・リ
ー
ブ
制
度
・子
が
中
学
校
進
学
ま
で
利
用
可
能
な
短
時
間
・時
差
勤
務
・育
児
事
由
全
般
の
た
め
の
特
別
休
暇
で
あ
る
　
キ
ッ
ズ
サ
ポ
ー
ト
休
暇
（有
給
、
中
学
校
入
学
前
の
子
一
人
に
つ
き
1年
間
に
5日
間
）
・ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
サ
ー
ビ
ス
利
用
時
の
補
助
・出
産
前
後
の
従
業
員
に
は
「産
休
前
ガ
イ
ダ
ン
ス
」、
　
「育
休
後
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー
」を
提
供
・育
児
休
業
よ
り
復
帰
す
る
従
業
員
の
上
司
に
は
　
「復
職
者
上
司
向
け
ガ
イ
ダ
ン
ス
」を
実
施
・現
在
で
は
全
従
業
員
の
2人
に
1名
以
上
の
割
合
で
　
テ
レ
ワ
ー
ク
制
度
が
利
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
・男
性
の
育
児
休
業
取
得
者
数
も
増
加
し
た
　
（2
00
9年
0名
、
20
14
年
66
名
）
・育
児
休
業
か
ら
復
帰
し
た
女
性
が
よ
り
多
方
面
で
　
活
躍
し
、
業
績
向
上
に
も
繋
が
っ
た
・フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
や
テ
レ
ワ
ー
ク
勤
務
が
浸
透
し
、
　
多
く
の
従
業
員
が
柔
軟
性
の
あ
る
働
き
方
を
す
る
よ
う
に
　
な
っ
て
き
た
が
、
そ
の
取
り
組
み
を
継
続
す
る
こ
と
・男
性
の
育
児
休
業
制
度
利
用
者
が
増
え
る
よ
う
な
啓
発
活
動
2
0
1
5
住
友
林
業
株
式
会
社
建
設
東
京
5,
00
1人
以
上
・女
性
が
少
な
い
総
合
職
の
設
計
職
や
営
業
職
、
現
場
管
理
等
　
に
も
女
性
を
積
極
的
に
採
用
す
る
よ
う
に
な
り
、
　
よ
り
働
き
や
す
い
環
境
を
整
備
す
る
必
要
が
あ
っ
た
た
め
・週
休
3日
制
に
よ
り
、
定
休
日
に
加
え
、
日
曜
日
等
、
　
本
人
が
希
望
す
る
曜
日
を
休
日
と
す
る
こ
と
が
可
能
・看
護
休
暇
及
び
行
事
休
暇
（子
1人
あ
た
り
年
間
10
日
ま
で
・
　
こ
の
う
ち
5日
間
は
子
の
行
事
に
利
用
可
能
・有
給
・
　
子
が
小
学
校
卒
業
ま
で
）
・火
・水
曜
日
が
定
休
の
場
合
、
　
月
に
1日
以
上
、
土
・日
曜
日
を
休
日
に
充
当
す
る
　
フ
ァ
ミ
リ
ー
・フ
レ
ン
ド
リ
ー
da
y（
有
給
）
・始
業
・終
業
時
間
の
繰
上
げ
・繰
下
げ
制
度
　
（8
時
か
ら
20
時
の
間
で
、
曜
日
ご
と
に
始
業
時
間
及
び
　
終
業
時
間
の
繰
上
げ
・繰
下
げ
が
可
能
）
・短
時
間
勤
務
制
度
（1
日
2時
間
ま
で
30
分
単
位
）
・一
定
の
条
件
を
満
た
し
た
社
員
を
対
象
に
在
宅
勤
務
制
度
・配
偶
者
出
産
休
暇
（出
産
日
か
ら
2週
間
以
内
に
通
算
5日
間
取
得
可
能
）
・育
児
休
業
（1
歳
6ヶ
月
ま
で
・5
日
間
は
有
給
）
・子
育
て
支
援
一
時
金
（社
員
又
は
配
偶
者
の
出
産
時
）
・妊
娠
・出
産
後
も
女
性
が
働
き
続
け
る
こ
と
を
支
援
す
る
　
環
境
や
風
土
が
少
し
ず
つ
整
備
さ
れ
て
き
た
・両
立
支
援
関
連
制
度
の
利
用
者
は
増
え
て
き
て
い
る
・「
女
性
目
線
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」で
開
発
さ
れ
た
　
商
品
が
社
内
外
で
大
き
な
反
響
を
呼
ん
だ
両
立
支
援
に
関
す
る
制
度
は
整
備
さ
て
い
る
が
、
今
後
は
、
利
用
者
を
も
っ
と
増
や
し
て
い
け
る
よ
う
に
よ
り
制
度
を
使
い
や
す
い
社
内
風
土
に
し
て
い
き
た
い
2
0
1
5
拓
新
産
業
株
式
会
社
リ
ー
ス
福
岡
51
～
10
0人
採
用
方
法
を
中
途
採
用
か
ら
新
卒
採
用
に
切
り
替
え
た
時
、
合
同
説
明
会
で
学
生
は
誰
一
人
と
し
て
、
ブ
ー
ス
に
足
を
止
め
て
く
れ
ず
、
学
生
が
集
ま
る
よ
う
な
魅
力
的
な
企
業
に
す
る
た
め
の
対
策
が
求
め
ら
れ
た
か
ら
・完
全
週
休
二
日
制
と
年
次
有
給
休
暇
の
完
全
消
化
・所
定
外
労
働
の
削
減
と
休
日
出
勤
の
削
減
・従
業
員
か
ら
の
申
し
出
が
あ
れ
ば
、
　
個
人
の
状
況
に
合
わ
せ
て
柔
軟
に
対
応
す
る
勤
務
体
系
・完
全
週
休
二
日
制
と
年
次
有
給
休
暇
の
完
全
消
化
の
取
組
を
　
始
め
て
4年
程
度
経
っ
た
頃
、
入
社
を
志
望
す
る
学
生
が
急
激
　
に
増
え
た
。
（2
～
3名
の
採
用
枠
に
対
し
て
、
　
多
い
時
で
40
0～
50
0名
の
志
望
者
）
・多
く
の
学
生
が
当
社
を
志
望
す
る
様
を
目
の
当
た
り
に
し
、
　
従
業
員
も
当
社
の
取
組
を
改
め
て
評
価
し
、
　
よ
り
モ
チ
ベ
ー
シ
ョン
高
く
勤
務
す
る
よ
う
に
な
っ
た
・全
て
の
従
業
員
が
残
業
せ
ず
に
効
率
よ
く
勤
務
し
、
　
コ
ス
ト
削
減
に
も
努
め
た
結
果
、
　
売
上
が
減
少
し
て
も
利
益
は
増
益
と
な
っ
て
お
り
、
　
利
益
率
も
年
々
上
昇
し
て
い
る
今
後
も
出
て
く
る
と
思
わ
れ
る
介
護
の
問
題
へ
の
対
応
2
0
1
5
株
式
会
社
た
ま
ゆ
ら
医
療
福
祉
長
野
51
～
10
0人
看
護
師
の
一
人
が
妊
娠
を
機
に
退
職
を
申
し
出
た
た
め
職
員
の
確
保
の
た
め
・職
員
用
託
児
所
を
開
設
（1
時
間
80
円
・2
人
目
か
ら
50
円
）
・看
護
休
暇
及
び
介
護
休
暇
（対
象
者
1人
あ
た
り
年
間
7日
間
ま
で
取
得
可
能
）
・年
次
有
給
休
暇
（年
間
40
時
間
ま
で
、
時
間
単
位
の
取
得
可
能
）
・短
時
間
勤
務
制
度
に
つ
い
て
（小
学
校
就
学
前
ま
で
）
・育
児
対
象
職
員
に
「育
児
参
加
計
画
書
」の
作
成
を
促
進
・妊
娠
、
出
産
、
育
児
、
介
護
を
理
由
と
す
る
　
退
職
者
の
再
雇
用
制
度
・高
校
生
以
上
の
子
ど
も
を
持
つ
職
員
に
対
す
る
　
教
育
資
金
貸
付
制
度
等
・両
立
支
援
の
取
組
を
開
始
し
て
か
ら
、
　
職
員
の
出
産
が
相
次
ぐ
よ
う
に
な
っ
た
・年
次
有
給
休
暇
の
取
得
日
数
は
、
大
幅
に
増
加
（2
01
0年
49
.4
％
→
20
14
年
68
.5
％
）
・残
業
時
間
の
削
減
（月
次
平
均
残
業
時
間
：2
01
0年
15
h→
20
14
年
4.
6h
）
・幼
稚
園
や
小
学
校
に
通
う
子
ど
も
を
抱
え
る
職
員
の
時
間
の
　
制
約
に
対
す
る
対
応
・男
性
の
育
児
休
業
の
取
得
の
推
進
2
0
1
5
株
式
会
社
鳥
取
県
倉
吉
自
動
車
学
校
教
育
鳥
取
50
人
以
下
育
児
休
業
制
度
を
取
得
し
や
す
い
環
境
整
備
を
行
う
事
業
主
に
対
し
て
助
成
を
行
っ
て
い
た
（財
）2
1世
紀
職
業
財
団
に
よ
る
「職
場
風
土
改
革
促
進
事
業
実
施
事
業
主
」の
認
定
を
き
っ
か
け
に
し
て
・職
場
ア
ン
ケ
ー
ト
を
基
に
し
た
、
　
管
理
職
を
は
じ
め
と
し
た
職
場
の
意
識
改
革
・県
か
ら
の
奨
励
金
の
一
部
を
、
　
育
児
休
業
を
取
得
し
た
職
員
に
給
付
・年
次
有
給
休
暇
の
取
得
は
、
　
閑
散
期
を
活
用
し
て
年
平
均
約
14
日
と
な
っ
た
　
ほ
と
ん
ど
の
職
員
が
年
間
付
与
日
数
の
7～
8割
の
　
年
次
有
給
休
暇
を
消
化
・働
き
や
す
い
と
思
え
る
環
境
を
作
っ
て
い
く
と
い
う
　
経
営
層
の
姿
勢
や
考
え
を
伝
え
て
い
く
こ
と
で
、
　
職
員
の
方
か
ら
も
、
会
社
に
協
力
し
た
い
と
い
う
雰
囲
気
が
　
で
き
て
い
る
女
性
職
員
が
少
な
い
職
場
だ
が
、
教
習
所
に
通
う
女
性
の
生
徒
が
増
え
て
い
る
の
で
、
今
後
は
女
性
指
導
員
を
増
や
し
て
い
き
た
い
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 2
0
1
5
株
式
会
社
鳥
取
県
倉
吉
自
動
車
学
校
教
育
鳥
取
50
人
以
下
育
児
休
業
制
度
を
取
得
し
や
す
い
環
境
整
備
を
行
う
事
業
主
に
対
し
て
助
成
を
行
っ
て
い
た
（財
）2
1世
紀
職
業
財
団
に
よ
る
「職
場
風
土
改
革
促
進
事
業
実
施
事
業
主
」の
認
定
を
き
っ
か
け
に
し
て
・職
場
ア
ン
ケ
ー
ト
を
基
に
し
た
、
　
管
理
職
を
は
じ
め
と
し
た
職
場
の
意
識
改
革
・県
か
ら
の
奨
励
金
の
一
部
を
、
　
育
児
休
業
を
取
得
し
た
職
員
に
給
付
・年
次
有
給
休
暇
の
取
得
は
、
　
閑
散
期
を
活
用
し
て
年
平
均
約
14
日
と
な
っ
た
　
ほ
と
ん
ど
の
職
員
が
年
間
付
与
日
数
の
7～
8割
の
　
年
次
有
給
休
暇
を
消
化
・働
き
や
す
い
と
思
え
る
環
境
を
作
っ
て
い
く
と
い
う
　
経
営
層
の
姿
勢
や
考
え
を
伝
え
て
い
く
こ
と
で
、
　
職
員
の
方
か
ら
も
、
会
社
に
協
力
し
た
い
と
い
う
雰
囲
気
が
　
で
き
て
い
る
女
性
職
員
が
少
な
い
職
場
だ
が
、
教
習
所
に
通
う
女
性
の
生
徒
が
増
え
て
い
る
の
で
、
今
後
は
女
性
指
導
員
を
増
や
し
て
い
き
た
い
2
0
1
5
株
式
会
社
日
化
技
研
技
術
サ
ー
ビ
ス
鳥
取
50
人
以
下
男
女
と
も
に
仕
事
と
育
児
を
両
立
さ
せ
て
働
き
続
け
る
た
め
に
は
、
女
性
の
み
が
育
児
を
頑
張
る
の
で
は
な
く
、
夫
婦
が
協
力
し
、
育
児
に
つ
い
て
も
分
担
し
て
行
う
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
た
め
・法
定
通
り
の
育
児
・介
護
休
業
制
度
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
（子
が
3歳
に
な
る
ま
で
、
1日
2時
間
ま
で
）
・子
の
看
護
休
暇
・配
偶
者
の
出
産
時
の
特
別
休
暇
（有
給
・2
日
間
）
・本
人
の
意
向
を
踏
ま
え
、
　
妊
娠
中
の
女
性
は
一
時
的
に
内
勤
の
業
務
に
切
替
対
応
・女
性
従
業
員
が
妊
娠
を
機
に
退
職
す
る
こ
と
が
な
く
な
っ
た
・育
児
と
仕
事
を
両
立
し
て
い
る
女
性
従
業
員
も
多
く
、
　
子
育
て
し
な
が
ら
も
長
く
働
き
続
け
ら
れ
る
環
境
が
整
っ
た
・誰
も
が
長
く
働
き
続
け
や
す
い
職
場
環
境
を
維
持
す
る
こ
と
・男
女
と
も
に
複
数
の
子
ど
も
を
育
て
な
が
ら
働
い
て
い
る
　
従
業
員
が
多
い
の
で
、
育
児
と
仕
事
を
両
立
し
や
す
い
　
環
境
を
提
供
し
続
け
る
こ
と
・男
性
従
業
員
の
育
児
参
加
を
も
っ
と
積
極
的
に
促
す
こ
と
2
0
1
5
株
式
会
社
服
部
モ
ー
タ
ー
ス
小
売
業
滋
賀
50
人
以
下
創
業
50
周
年
を
記
念
し
、
企
業
理
念
を
見
直
す
こ
と
と
な
り
、
従
業
員
が
幸
せ
な
人
生
を
送
る
た
め
に
会
社
が
で
き
る
こ
と
の
一
つ
と
し
て
、
次
世
代
育
成
支
援
も
含
め
た
対
応
が
必
要
だ
と
考
え
た
た
め
・全
従
業
員
に
「今
年
や
り
た
い
こ
と
10
選
」を
挙
げ
さ
せ
、
　
上
司
は
そ
の
10
選
の
実
現
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
た
め
に
　
上
期
と
下
期
に
各
従
業
員
と
面
談
し
、
適
宜
助
言
等
を
行
う
・家
族
の
行
事
等
の
た
め
の
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
を
推
奨
・年
次
有
給
休
暇
に
つ
い
て
、
電
子
申
請
の
仕
組
み
を
導
入
・子
ど
も
が
二
十
歳
に
な
る
ま
で
、
　
子
育
て
支
援
手
当
て
を
支
給
（子
ど
も
一
人
に
対
し
月
額
5,
00
0円
）
・従
業
員
の
定
着
率
は
20
08
年
頃
か
ら
向
上
・女
性
従
業
員
に
つ
い
て
も
、
　
こ
こ
数
年
出
産
・育
児
を
理
由
に
退
職
す
る
人
は
い
な
い
・企
業
理
念
の
見
直
し
を
行
っ
て
以
降
、
　
社
内
の
雰
囲
気
が
変
わ
り
、
よ
り
自
由
に
　
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョン
が
取
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
・「
働
き
や
す
い
雰
囲
気
」を
「明
文
化
」し
て
い
き
た
い
・フ
レ
ッ
ク
ス
勤
務
制
度
の
導
入
・特
別
有
給
休
暇
の
拡
張
・リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
休
暇
制
度
の
導
入
2
0
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愛
建
電
工
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会
社
製
造
愛
媛
10
1～
30
0人
人
口
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
を
作
成
し
、
10
年
後
、
15
年
後
の
人
口
構
成
を
予
測
し
た
と
こ
ろ
、
こ
の
ま
ま
で
は
人
材
不
足
と
な
っ
て
し
ま
う
た
め
、
女
性
従
業
員
を
含
め
た
人
材
確
保
が
非
常
に
重
要
で
あ
る
こ
と
が
判
明
し
た
た
め
・子
育
て
や
家
庭
と
仕
事
の
両
立
を
支
援
す
る
目
的
の
　
特
別
非
営
利
活
動
法
人
を
立
ち
上
げ
・子
ど
も
が
1歳
未
満
で
復
職
し
た
場
合
、
　
週
20
時
間
勤
務
を
選
択
可
能
（1
日
の
就
業
時
間
は
自
由
に
設
定
可
能
）
・短
時
間
正
社
員
制
度
（1
日
6時
間
勤
務
　
子
ど
も
が
1歳
以
降
で
フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
が
難
し
い
場
合
）
・子
の
看
護
休
暇
　
（1
人
年
間
5日
間
、
2人
以
上
は
10
日
間
・有
給
）
・年
次
有
給
（疾
病
休
暇
を
1年
あ
た
り
2日
間
設
定
）
・本
人
の
誕
生
日
に
取
得
で
き
る
バ
ー
ス
デ
ー
休
暇
・勤
続
10
年
（1
日
）、
20
年
（2
日
）、
30
年
（3
日
）、
　
40
年
（5
日
）に
取
得
で
き
る
ア
ニ
バ
ー
サ
リ
ー
休
暇
・家
族
手
当
（配
偶
者
及
び
子
ど
も
を
扶
養
し
て
い
る
場
合
、
　
配
偶
者
15
,0
00
円
、
子
ど
も
1人
3,
00
0円
。
　
配
偶
者
及
び
子
ど
も
を
扶
養
し
て
い
な
い
場
合
、
　
子
ど
も
：1
人
2,
50
0円
、
2人
5,
00
0円
、
3人
以
上
　
7,
50
0円
、
シ
ン
グ
ル
フ
ァ
ザ
ー
、
シ
ン
グ
ル
マ
ザ
ー
の
　
場
合
は
特
別
手
当
1万
円
＋
子
ど
も
：1
人
2,
50
0円
、
　
2人
5,
00
0円
、
3人
以
上
7,
50
0円
）
・各
種
の
取
組
等
に
よ
り
、
表
彰
を
受
賞
し
た
り
、
　
メ
デ
ィ
ア
に
掲
載
さ
れ
た
り
す
る
機
会
が
多
く
な
り
、
　
入
社
を
希
望
す
る
人
が
増
え
た
・初
の
女
性
課
長
が
誕
生
す
る
と
と
も
に
、
　
女
性
営
業
職
も
数
名
誕
生
し
た
・仕
事
と
介
護
の
支
援
策
を
充
実
さ
せ
る
こ
と
・特
別
非
営
利
活
動
法
人
が
現
在
1名
の
保
育
の
み
の
　
サ
ー
ビ
ス
だ
が
、
地
域
の
子
育
て
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
　
今
後
作
っ
て
い
き
た
い
2
0
1
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デ
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00
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C
R
E
D
O
の
1つ
に
「O
ne
 f
am
ily
（目
的
を
共
有
し
、
助
け
あ
い
、
成
長
し
ま
す
。
）」
と
い
う
価
値
観
が
あ
り
、
従
業
員
を
家
族
同
様
に
大
切
に
す
る
文
化
が
根
付
い
て
い
る
た
め
・誕
生
日
休
暇
（1
日
/年
、
有
給
）
・夏
季
特
別
休
暇
（7
～
9月
の
間
の
有
給
休
暇
・2
日
間
）
・裁
量
労
働
制
度
・フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度
・在
宅
勤
務
制
度
等
・妊
娠
休
暇
（毎
月
3日
ま
で
事
由
を
問
わ
ず
に
取
得
可
能
）
・育
児
の
た
め
の
短
時
間
勤
務
制
度
（子
が
3歳
の
誕
生
日
前
日
ま
で
、
　
1日
の
勤
務
時
間
を
1時
間
半
ま
で
短
縮
が
可
能
　
こ
の
う
ち
子
が
1歳
未
満
の
場
合
に
は
、
給
与
は
全
額
支
給
）
・子
の
看
護
休
暇
は
1人
に
つ
き
5日
／
年
、
　
2人
以
上
は
10
日
／
年
（す
べ
て
有
給
休
暇
）
・出
産
や
育
児
を
理
由
に
退
職
す
る
従
業
員
が
居
な
い
・就
活
中
の
学
生
も
関
心
を
寄
せ
て
く
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
・個
々
人
が
時
間
を
意
識
し
て
勤
務
す
る
こ
と
で
　
労
働
時
間
を
削
減
し
、
生
産
性
を
高
め
る
よ
う
に
な
っ
た
・テ
レ
ワ
ー
ク
制
度
の
た
め
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
・女
性
管
理
職
比
率
を
高
め
て
い
く
こ
と
・女
性
管
理
職
に
よ
る
社
内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
や
　
女
性
従
業
員
対
象
の
セ
ミ
ナ
ー
等
も
展
開
し
て
い
き
た
い
・育
児
中
の
男
性
社
員
の
事
例
紹
介
等
を
通
し
て
、
年
齢
や
　
男
女
の
差
が
な
く
、
す
べ
て
の
従
業
員
が
一
層
活
躍
で
き
る
　
環
境
づ
く
り
を
進
め
て
い
く
こ
と
2
0
1
6
グ
ラ
ン
コ
ー
ヨ
ー
株
式
会
社
小
売
神
奈
川
50
人
以
下
自
社
の
取
組
や
配
慮
に
関
し
て
、
指
標
や
外
部
か
ら
の
評
価
が
欲
し
い
と
考
え
て
い
た
時
、
横
浜
市
が
実
施
す
る
取
り
組
み
を
知
っ
た
。
自
社
に
つ
い
て
も
い
ろ
い
ろ
な
取
組
を
し
て
き
た
の
で
、
ど
の
よ
う
に
評
価
さ
れ
る
の
か
知
り
た
い
と
考
え
、
平
成
25
年
度
に
応
募
し
た
と
こ
ろ
、
認
定
事
業
所
と
し
て
認
定
さ
れ
、
そ
の
翌
年
も
認
定
さ
れ
、
平
成
27
年
度
に
は
継
続
賞
を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
外
部
か
ら
の
評
価
を
得
た
こ
と
で
、
自
社
の
取
組
の
方
向
性
は
誤
っ
て
は
い
な
い
と
感
じ
、
更
に
取
組
を
進
め
る
こ
と
と
し
た
・経
理
業
務
を
担
当
す
る
パ
ー
ト
タ
イ
ム
勤
務
に
つ
い
て
は
、
　
1日
4～
5時
間
、
週
3日
間
か
ら
勤
務
可
能
・子
ど
も
の
授
業
参
観
や
保
護
者
会
、
家
族
の
介
護
等
、
　
少
し
の
時
間
だ
け
で
済
む
用
事
に
つ
い
て
は
、
　
一
時
的
な
中
抜
け
を
許
可
・年
次
有
給
休
暇
（年
間
20
日
間
付
与
）は
1時
間
単
位
で
取
得
可
能
・「
自
分
が
休
む
と
お
客
様
や
同
僚
に
迷
惑
が
か
か
る
、
　
業
務
に
穴
が
開
い
て
し
ま
う
」こ
と
を
懸
念
し
て
、
　
休
暇
の
取
得
を
言
い
出
し
に
く
い
状
況
を
防
ぐ
た
め
の
　
業
務
の
進
め
方
や
分
担
等
の
見
直
し
・取
組
が
評
価
さ
れ
、
「よ
こ
は
ま
グ
ッ
ド
バ
ラ
ン
ス
賞
」で
は
3年
連
続
　
認
定
さ
れ
、
ブ
ロ
ン
ズ
賞
を
受
賞
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
・受
賞
し
た
こ
と
に
よ
り
、
求
人
募
集
を
す
る
と
入
社
を
志
望
し
て
く
れ
る
　
育
児
中
の
女
性
が
非
常
に
増
え
た
。
・離
職
率
も
低
く
、
長
く
働
く
人
が
増
え
て
い
る
・チ
ー
ム
制
と
し
た
こ
と
に
よ
り
、
従
業
員
同
士
の
コ
ミ
ュ
ニ
　
ケ
ー
シ
ョン
が
　
活
発
化
し
、
社
内
全
体
が
活
性
化
し
た
。
・個
人
の
生
産
性
も
高
ま
り
、
平
成
28
年
度
の
総
労
働
時
間
は
、
　
従
業
員
数
は
変
わ
ら
な
い
な
か
で
平
成
27
年
度
と
比
較
し
て
　
約
1割
削
減
し
た
・男
性
の
育
児
休
業
取
得
を
よ
り
積
極
的
に
促
し
て
い
き
た
い
・様
々
な
価
値
観
を
持
つ
従
業
員
が
互
い
に
理
解
し
、
　
同
じ
方
向
を
向
い
て
仕
事
を
す
る
た
め
に
、
　
徹
底
的
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョン
を
図
る
こ
と
140 
 
 2
0
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シ
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00
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20
00
年
当
時
に
退
職
率
を
比
較
し
た
と
こ
ろ
、
男
性
が
3％
程
度
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
女
性
は
10
％
と
や
や
高
く
、
結
婚
、
妊
娠
、
出
産
を
機
に
退
職
す
る
実
態
も
あ
っ
た
。
女
性
に
も
長
く
働
き
続
け
て
も
ら
う
た
め
、
両
立
支
援
関
連
制
度
の
拡
充
を
図
っ
て
き
た
・法
定
を
上
回
る
育
児
・介
護
休
業
制
度
、
カ
フ
ェ
テ
リ
ア
プ
ラ
ン
・連
続
3日
間
ま
で
は
年
次
有
給
休
暇
扱
い
と
な
る
「育
み
休
暇
」
・子
の
出
産
時
に
は
慶
弔
休
暇
と
し
て
2日
間
の
休
暇
を
取
得
可
能
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
は
1日
2時
間
ま
で
、
　
30
分
単
位
で
設
定
が
可
能
で
、
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
と
併
用
可
能
・子
の
看
護
休
暇
に
つ
い
て
、
年
に
10
日
間
取
得
可
能
　
（子
が
中
学
校
就
学
前
ま
で
）
・事
業
所
内
託
児
所
の
開
園
時
間
は
7:
30
～
20
:0
0で
、
　
時
間
外
労
働
や
出
張
時
等
に
も
利
用
可
能
・不
妊
治
療
の
た
め
、
最
大
14
日
間
の
休
暇
を
取
得
可
能
・総
合
職
に
お
け
る
女
性
比
率
は
20
00
年
代
後
半
に
は
　
2割
程
度
だ
っ
た
が
、
20
16
年
時
点
で
は
4割
程
度
ま
で
に
伸
張
・離
職
率
に
つ
い
て
も
、
男
女
の
差
は
か
な
り
縮
ま
り
、
　
男
性
は
1～
2％
で
あ
る
の
に
対
し
、
女
性
は
3％
程
度
に
な
っ
た
・女
性
社
員
の
昇
格
者
も
増
え
、
キ
ャ
リ
ア
の
構
築
を
目
指
し
て
、
　
海
外
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
受
講
者
や
女
性
の
海
外
駐
在
者
も
増
た
。
・女
性
管
理
職
比
率
も
年
々
上
昇
し
て
い
る
。
・育
児
を
経
験
し
た
女
性
や
、
そ
の
よ
う
な
部
下
を
持
つ
管
理
職
が
　
増
え
て
き
た
こ
と
で
、
社
内
環
境
も
よ
り
整
い
、
　
女
性
が
産
前
産
後
休
業
を
取
得
し
、
育
児
短
時
間
勤
務
制
度
等
を
　
利
用
し
な
が
ら
継
続
就
業
す
る
こ
と
が
一
般
的
に
な
っ
て
き
た
・在
宅
勤
務
制
度
等
に
つ
い
て
の
検
討
・今
後
ま
す
ま
す
増
え
て
い
く
と
考
え
ら
れ
る
日
本
国
籍
以
外
の
　
従
業
員
ら
が
様
々
な
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
を
迎
え
て
も
　
安
心
し
て
働
き
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
環
境
の
整
備
2
0
1
6
株
式
会
社
セ
デ
ィ
ナ
金
融
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・3
社
に
よ
る
合
併
に
伴
う
人
事
制
度
の
整
備
の
一
貫
と
し
て
・顧
客
も
女
性
が
多
い
こ
と
か
ら
、
当
社
で
約
4割
を
占
め
る
　
女
性
従
業
員
が
活
躍
で
き
る
職
場
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
が
　
必
須
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
た
め
・信
販
の
審
査
業
務
は
経
験
の
蓄
積
が
重
要
で
、
　
経
験
を
積
ん
だ
従
業
員
に
は
是
非
長
く
働
き
続
け
て
欲
し
い
と
　
考
え
て
い
る
た
め
・マ
タ
ニ
テ
ィ
休
暇
　
（マ
タ
ニ
テ
ィ
休
暇
は
妊
娠
し
て
か
ら
産
前
休
業
ま
で
の
　
任
意
の
期
間
で
取
得
可
能
な
休
暇
（無
給
））
・マ
タ
ニ
テ
ィ
勤
務
　
（妊
娠
中
に
利
用
で
き
る
短
時
間
勤
務
制
度
で
、
5時
間
勤
務
、
　
6時
間
勤
務
、
7時
間
勤
務
の
3つ
の
中
か
ら
選
択
可
能
）
・育
児
休
業
（子
が
3歳
に
達
す
る
ま
で
取
得
可
能
）
・子
の
看
護
休
暇
（有
給
）
・育
児
短
時
間
勤
務
（小
学
校
3年
次
就
学
満
了
ま
で
利
用
可
）
・配
偶
者
の
出
産
時
に
取
得
で
き
る
出
産
休
暇
（3
日
以
内
・有
給
）
・短
期
育
児
休
業
（同
居
す
る
子
が
3歳
に
達
す
る
ま
で
　
通
算
5日
以
内
を
限
度
に
取
得
可
能
、
有
給
）
・妊
娠
、
出
産
、
育
児
を
理
由
と
し
た
離
職
が
減
少
し
、
　
従
業
員
の
継
続
就
業
に
大
き
く
貢
献
し
て
い
る
・採
用
面
で
は
、
女
子
学
生
を
中
心
と
し
て
両
立
支
援
制
度
に
　
高
い
関
心
を
寄
せ
て
く
れ
る
方
が
増
え
て
い
る
・女
性
の
管
理
職
比
率
を
20
20
年
度
末
ま
で
に
12
％
と
す
る
目
標
を
　
立
て
て
い
る
が
、
職
場
に
よ
っ
て
は
身
近
に
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
が
　
少
な
い
た
め
、
管
理
職
を
目
指
す
イ
メ
ー
ジ
が
描
け
な
い
　
女
性
従
業
員
が
多
く
い
る
こ
と
・時
間
に
制
約
の
あ
る
従
業
員
も
活
躍
で
き
る
環
境
整
備
の
あ
り
方
を
　
考
え
て
い
く
必
要
が
あ
る
・時
間
に
制
限
の
あ
る
社
員
に
対
す
る
管
理
職
の
過
度
な
配
慮
2
0
1
6
大
東
建
託
株
式
会
社
建
設
東
京
2,
00
1～
5,
00
0人
元
々
9割
以
上
が
男
性
の
職
場
だ
っ
た
が
、
営
業
部
門
で
女
性
が
活
躍
す
る
事
例
が
増
え
て
い
く
な
か
で
、
建
設
の
現
場
に
も
女
性
を
配
置
す
る
と
高
い
成
果
を
上
げ
る
例
が
出
た
。
た
だ
し
、
女
性
に
つ
い
て
は
継
続
就
業
の
問
題
が
あ
る
こ
と
が
分
か
り
、
女
性
従
業
員
が
妊
娠
や
出
産
を
経
て
も
、
働
き
続
け
ら
れ
る
環
境
を
整
備
す
る
必
要
が
あ
る
と
感
じ
た
た
め
・マ
タ
ニ
テ
ィ
ー
休
業
（無
給
）
　
妊
娠
し
て
か
ら
産
前
休
業
の
前
日
ま
で
の
任
意
の
期
間
取
得
可
能
・マ
タ
ニ
テ
ィ
ー
短
時
間
勤
務
　
1日
1.
5時
間
ま
で
勤
務
時
間
を
短
縮
可
能
・子
の
看
護
休
暇
（有
給
化
）
・配
偶
者
出
産
特
別
休
暇
（５
日
間
有
給
）
・制
度
を
利
用
し
な
が
ら
働
き
続
け
る
女
性
従
業
員
が
増
え
、
　
各
職
場
で
身
近
な
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
に
な
っ
て
い
る
・新
卒
採
用
で
は
、
女
性
を
中
心
と
し
て
志
望
す
る
人
が
増
え
、
　
女
性
の
採
用
数
が
増
加
・各
種
の
取
組
に
よ
り
、
妊
娠
・出
産
を
経
て
、
育
児
し
な
が
ら
　
働
き
続
け
る
こ
と
が
少
し
ず
つ
浸
透
し
、
女
性
の
活
躍
も
前
進
・整
備
を
進
め
て
き
た
両
立
支
援
制
度
の
利
用
率
を
上
げ
る
た
め
、
　
制
度
の
拡
充
と
と
も
に
、
働
く
女
性
を
支
え
る
職
場
の
雰
囲
気
の
　
変
革
が
必
要
・ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果
で
、
約
3分
の
1の
従
業
員
が
　
将
来
の
介
護
に
関
す
る
不
安
を
抱
え
て
い
る
と
い
う
結
果
に
　
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
仕
事
と
介
護
の
両
立
支
援
も
　
早
急
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
課
題
2
0
1
6
株
式
会
社
タ
カ
ラ
ト
ミ
ー
製
造
東
京
30
1～
1,
00
0人
東
京
都
が
「『
少
子
化
打
破
』緊
急
対
策
事
業
」の
一
環
と
し
て
実
施
し
た 「働
き
方
の
改
革
『東
京
モ
デ
ル
』事
業
」の
趣
旨
に
賛
同
し
、
モ
デ
ル
事
業
に
応
募
し
た
と
こ
ろ
、
提
案
が
採
択
さ
れ
た
た
め
・失
効
し
た
年
次
有
給
休
暇
を
、
妊
娠
中
の
定
期
検
診
や
通
院
等
の
　
た
め
に
利
用
可
能
（失
効
有
休
は
60
日
ま
で
積
立
可
）
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
（子
ど
も
が
小
学
校
就
学
前
ま
で
の
期
間
、
　
1日
2時
間
ま
で
勤
務
時
間
を
短
縮
可
能
）
・在
宅
勤
務
制
度
（正
社
員
の
み
）
・フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度
・有
給
休
暇
の
う
ち
5日
を
予
め
計
画
し
て
取
得
す
る
　
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
休
暇
制
度
・ア
ニ
バ
ー
サ
リ
ー
休
暇
制
度
・育
児
休
業
取
得
後
に
復
帰
し
て
働
き
続
け
る
こ
と
が
　
当
た
り
前
の
風
土
と
な
っ
た
・短
時
間
勤
務
制
度
利
用
者
の
う
ち
約
8割
以
上
が
　
1年
以
内
に
フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
に
戻
っ
て
い
る
・「
く
る
み
ん
認
定
」を
受
け
た
こ
と
が
、
採
用
面
で
は
学
生
へ
の
　
ア
ピ
ー
ル
や
エ
ン
ト
リ
ー
数
の
増
加
に
繋
が
っ
て
い
る
・引
き
続
き
女
性
の
活
躍
を
推
進
し
、
女
性
管
理
職
の
登
用
や
、
　
育
児
を
し
な
が
ら
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
で
き
る
環
境
の
整
備
に
　
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
・男
性
従
業
員
の
育
児
休
業
取
得
や
育
児
参
画
に
つ
い
て
も
、
　
推
進
し
て
い
き
た
い
・介
護
と
仕
事
の
両
立
支
援
も
準
備
し
て
い
き
た
い
2
0
1
6
株
式
会
社
千
葉
銀
行
銀
行
東
京
2,
00
1～
5,
00
0人
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
を
持
続
的
成
長
の
た
め
の
経
営
戦
略
と
位
置
付
け
て
い
る
た
め
・「
仕
事
も
育
児
も
!!
す
て
き
な
パ
パ
宣
言
」を
実
施
　
（配
偶
者
の
出
産
を
控
え
て
い
る
男
性
が
、
育
児
休
業
の
取
得
計
画
を 　
策
定
す
る
と
と
も
に
、
自
分
が
育
児
に
ど
う
関
わ
る
の
か
を
職
場
に
　
宣
言
し
、
こ
れ
を
職
場
全
体
で
応
援
す
る
取
組
み
）
・「
ち
ば
ぎ
ん
イ
ク
メ
ン
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
」や
産
後
う
つ
を
テ
ー
マ
に
し
た
　
「新
米
パ
パ
の
サ
ポ
ー
ト
ブ
ッ
ク
」を
配
布
・全
店
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
1,
30
0件
を
超
え
る
業
務
効
率
化
の
提
言
を
　
も
と
に
時
間
外
労
働
の
削
減
を
推
進
・自
己
選
択
に
よ
り
始
・終
業
時
間
を
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
に
変
更
で
き
る
　
セ
レ
ク
ト
勤
務
制
度
・各
階
層
に
対
す
る
イ
ク
ボ
ス
セ
ミ
ナ
ー
・男
性
の
育
児
休
業
取
得
率
が
平
成
27
年
度
に
て
61
.6
％
ま
で
上
昇
・営
業
店
の
平
均
時
間
外
労
働
は
、
2年
前
に
比
べ
て
月
5時
間
程
度
削
・女
性
が
少
な
か
っ
た
管
理
職
や
渉
外
担
当
業
務
に
て
、
　
活
躍
す
る
女
性
が
増
え
て
き
た
・取
組
が
評
価
さ
れ
、
賞
を
取
得
し
た
り
、
メ
デ
ィ
ア
に
掲
載
さ
れ
た
り
し
て
、
　
男
女
問
わ
ず
優
秀
な
人
材
が
集
ま
り
や
す
く
な
っ
た
・「
子
育
て
中
の
女
性
が
ご
く
普
通
に
活
躍
し
、
男
女
と
も
に
　
働
き
が
い
を
持
っ
て
、
キ
ャ
リ
ア
を
築
い
て
い
く
こ
と
の
で
き
る
銀
行
」
　
に
し
て
い
く
こ
と
・子
育
て
中
の
女
性
の
み
な
ら
ず
全
職
員
が
ワ
ー
ク
と
ラ
イ
フ
を
　
両
立
さ
せ
て
、
か
つ
活
躍
で
き
る
た
め
の
環
境
の
整
備
2
0
1
6
東
京
海
上
日
動
シ
ス
テ
ム
ズ
株
式
会
社
IT
東
京
1,
00
1～
2,
00
0人
3社
の
合
併
に
伴
う
人
事
制
度
の
改
革
を
き
っ
か
け
と
し
て
・妊
娠
中
の
従
業
員
の
た
め
の
通
勤
緩
和
制
度
・育
児
の
た
め
の
勤
務
時
間
短
縮
制
度
　
（子
ど
も
が
小
学
校
3年
終
了
時
ま
で
、
1日
2時
間
ま
で
）
・セ
レ
ク
ト
制
度
（就
業
時
間
を
2時
間
ま
で
短
縮
す
る
制
度
）
・配
偶
者
の
出
産
休
暇
（7
日
間
・有
給
）
・病
児
保
育
サ
ー
ビ
ス
の
費
用
補
助
・マ
イ
チ
ョイ
ス
制
度
（勤
務
時
間
自
由
選
択
制
度
）
・年
間
2回
、
連
続
5日
間
の
休
暇
が
取
得
で
き
る
特
別
連
続
休
暇
制
度
・年
1回
自
由
に
特
別
な
日
を
設
定
し
て
取
得
で
き
る
記
念
日
休
暇
・こ
こ
数
年
で
は
育
児
休
業
取
得
後
の
復
職
率
は
ほ
ぼ
10
0%
を
維
持
・プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
認
定
（2
01
5年
）、
　
G
re
at
 P
la
ce
 t
o 
W
or
kが
実
施
す
る
　
「働
き
が
い
の
あ
る
会
社
ラ
ン
キ
ン
グ
」ベ
ス
ト
カ
ン
パ
ニ
ー
へ
連
続
選
出
・従
業
員
の
「働
き
が
い
」が
向
上
・こ
れ
ま
で
は
、
「働
き
続
け
る
」と
い
う
点
に
注
力
し
て
き
た
が
、
　
今
後
は
「よ
り
や
り
が
い
を
持
っ
て
働
け
る
」環
境
を
つ
く
る
こ
と
・子
育
て
を
し
な
が
ら
キ
ャ
リ
ア
を
積
み
上
げ
て
活
躍
し
て
い
る
女
性
を
　
増
や
し
て
い
く
こ
と
141 
 
 2
0
1
6
株
式
会
社
長
岡
塗
装
店
建
設
島
根
50
人
以
下
・約
20
年
前
、
若
い
従
業
員
が
入
社
し
て
数
年
で
辞
め
て
い
く
き
、
　
こ
の
ま
ま
で
は
会
社
が
存
続
で
き
な
い
と
考
え
、
従
業
員
が
仕
事
に
　
誇
り
を
持
っ
て
、
長
く
働
き
続
け
る
た
め
に
行
動
を
起
こ
す
こ
と
が
　
必
要
で
あ
る
と
考
え
た
た
め
・子
の
看
護
休
暇
　
（高
校
卒
業
す
る
ま
で
の
子
１
人
に
つ
き
5日
間
/年
・有
給
）
・育
児
短
時
間
勤
務
（小
学
校
3年
生
終
了
ま
で
利
用
可
能
）
・始
業
・終
業
時
刻
の
繰
上
げ
・繰
下
げ
　
（子
ど
も
が
小
学
校
修
了
時
ま
で
、
30
分
単
位
で
１
時
間
ま
で
可
能
）
・育
児
休
業
（3
日
間
ま
で
有
給
）
・本
人
及
び
配
偶
者
の
出
産
時
に
、
祝
い
金
と
し
て
10
万
円
を
支
給
・認
可
・無
認
可
を
問
わ
ず
、
保
育
料
の
1/
3を
補
助
・子
ど
も
手
当
を
支
給
　
（2
0歳
ま
で
の
就
学
中
の
子
１
人
に
つ
き
、
月
1万
円
）
・従
業
員
の
離
職
率
は
低
下
し
、
若
手
の
従
業
員
も
育
っ
て
き
た
・両
立
支
援
の
取
組
が
評
価
さ
れ
、
メ
デ
ィ
ア
等
に
掲
載
さ
れ
た
結
果
、
　
入
社
を
志
望
す
る
人
が
増
え
、
優
秀
な
人
材
を
獲
得
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た ・地
域
の
お
祭
り
や
行
事
、
消
防
団
等
に
参
加
す
る
従
業
員
が
増
え
、
　
地
域
活
動
も
活
発
に
な
っ
た
・働
き
続
け
や
す
い
環
境
の
整
備
と
あ
わ
せ
、
　
外
部
か
ら
の
評
価
を
受
け
て
、
従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョン
も
向
上
・さ
ま
ざ
ま
な
制
約
を
も
つ
従
業
員
が
増
え
て
く
る
の
で
、
　
ど
の
よ
う
な
人
で
あ
っ
て
も
働
き
や
す
く
、
　
働
き
甲
斐
の
あ
る
会
社
に
し
て
い
き
た
い
・育
児
に
つ
い
て
も
、
よ
り
男
性
の
参
画
を
進
め
た
い
2
0
1
7
Ａ
Ｇ
Ｓ
株
式
会
社
IT
埼
玉
30
1～
1,
00
0人
高
い
専
門
性
を
身
に
つ
け
た
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア
職
の
女
性
従
業
員
が
出
産
や
育
児
等
で
退
職
す
る
こ
と
な
く
、
当
社
で
長
く
働
き
続
け
て
欲
し
い
と
い
う
思
い
か
ら
・週
3回
ま
で
利
用
可
能
な
在
宅
勤
務
制
度
・フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度
・営
業
担
当
の
従
業
員
は
仮
想
デ
ス
ク
ト
ッ
プ
を
利
用
し
た
　
モ
バ
イ
ル
ワ
ー
ク
を
推
進
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
（子
ど
も
が
小
学
校
3年
生
ま
で
）
・社
会
福
祉
活
動
休
暇
　
（P
T
A
活
動
を
含
む
社
会
福
祉
活
動
に
理
由
を
限
定
し
、
　
年
5日
ま
で
半
日
単
位
で
利
用
可
能
／
有
給
）
・育
児
や
介
護
に
直
面
し
た
時
に
も
、
在
宅
勤
務
制
度
等
を
　
利
用
し
な
が
ら
仕
事
を
続
け
る
従
業
員
が
増
え
た
・通
勤
時
間
が
な
く
な
り
、
時
間
が
効
率
的
に
使
え
る
よ
う
に
　
な
る
こ
と
で
、
従
業
員
の
ワ
ー
ク
・ラ
イ
フ
・バ
ラ
ン
ス
の
　
改
善
に
寄
与
し
た
・長
期
に
わ
た
り
育
児
短
時
間
勤
務
制
度
を
利
用
し
続
け
る
　
こ
と
で
、
キ
ャ
リ
ア
が
停
滞
し
て
し
ま
う
自
体
が
見
ら
れ
る
・短
時
間
勤
務
者
向
け
の
キ
ャ
リ
ア
ビ
ジ
ョン
研
修
会
＆
　
交
流
会
を
企
画
し
、
キ
ャ
リ
ア
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
等
を
　
通
じ
て
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
支
援
を
し
て
い
き
た
い
・テ
レ
ワ
ー
ク
を
よ
り
利
用
し
や
す
い
制
度
に
す
る
こ
と
2
0
1
7
向
洋
電
機
土
木
株
式
会
社
建
設
神
奈
川
50
人
以
下
父
が
が
ん
を
患
い
、
介
護
と
仕
事
の
両
立
を
続
け
る
中
、
状
況
が
厳
し
く
な
り
、
介
護
休
業
の
取
得
を
希
望
し
た
が
他
社
で
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
社
員
が
入
社
し
て
き
た
た
た
め
・全
て
の
職
種
で
利
用
可
能
な
テ
レ
ワ
ー
ク
制
度
・コ
ア
タ
イ
ム
な
し
の
フ
レ
ッ
ク
ス
制
度
・特
別
な
事
情
の
あ
る
一
部
の
従
業
員
に
つ
い
て
は
、
　
1か
月
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
を
個
別
に
許
可
・配
偶
者
出
産
休
暇
（有
給
5日
付
与
）
・子
の
看
護
休
暇
や
介
護
休
暇
制
度
　
（年
間
5日
以
上
の
有
給
休
暇
）
・定
時
退
社
の
促
進
・年
次
有
給
休
暇
取
得
促
進
・産
業
医
の
設
置
、
福
利
厚
生
と
し
て
、
　
人
間
ド
ッ
ク
や
婦
人
科
健
診
を
提
供
・テ
レ
ワ
ー
ク
の
導
入
に
よ
っ
て
、
　
経
費
の
大
幅
な
削
減
を
達
成
・従
業
員
の
定
着
率
も
非
常
に
高
く
な
る
と
同
時
に
、
　
従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョン
や
帰
属
意
識
も
高
ま
っ
た
・子
育
て
中
の
従
業
員
が
大
幅
に
増
え
た
・現
在
は
上
手
く
い
っ
て
い
る
が
、
　
今
後
生
じ
る
で
あ
ろ
う
課
題
に
対
し
て
次
な
る
施
策
を
　
講
じ
て
い
く
必
要
が
あ
る
・テ
レ
ワ
ー
ク
に
よ
っ
て
実
現
で
き
る
こ
と
や
　
就
業
の
実
態
等
に
つ
い
て
、
講
演
・勉
強
会
等
を
通
じ
て
、
　
社
会
に
対
し
て
正
し
い
知
識
、
メ
リ
ッ
ト
を
伝
え
る
こ
と
・今
後
も
積
極
的
に
女
性
従
業
員
を
増
や
し
て
い
く
こ
と
2
0
1
7
積
水
ハ
ウ
ス
株
式
会
社
建
設
大
阪
5,
00
1人
以
上
企
業
理
念
と
し
て
「人
間
愛
」を
掲
げ
て
お
り
、
20
06
年
か
ら
は
「人
材
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
」を
人
事
基
本
方
針
と
し
、
「女
性
活
躍
の
推
進
」、
「多
様
な
人
材
の
活
用
」、
「多
様
な
働
き
方
、
ワ
ー
ク
・ラ
イ
フ
・バ
ラ
ン
ス
の
支
援
」に
取
り
組
ん
で
き
た
こ
と
の
一
環
と
し
て
・在
宅
勤
務
制
度
（会
社
か
ら
PC
が
貸
与
・
　
週
2回
を
目
安
に
フ
ル
タ
イ
ム
で
利
用
可
能
）
・早
期
復
職
を
支
援
す
る
保
活
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
制
度
・フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
の
従
業
員
が
利
用
で
き
る
　
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
費
用
補
助
　
（月
当
た
り
20
時
間
ま
で
、
夫
婦
の
場
合
40
時
間
ま
で
）
・男
性
の
育
児
参
画
を
目
的
と
し
た
ハ
ロ
ー
パ
パ
休
暇
　
（育
児
休
業
の
最
初
の
4日
間
を
有
給
化
・子
が
3歳
ま
で
）
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
（小
学
校
3年
末
ま
で
、
15
分
単
位
）
・就
業
時
間
の
繰
り
上
げ
・繰
り
下
げ
（小
学
校
6年
3月
末
ま
で
、
8時
～
20
時
の
間
で
可
能
）
・管
理
職
の
理
解
を
深
め
る
こ
と
も
目
的
と
し
た
独
自
の
「仕
事
と
育
児
の
両
立
ガ
イ
ド
」の
全
従
業
員
へ
の
配
布
・キ
ャ
リ
ア
支
援
の
た
め
の
「キ
ャ
リ
マ
マ
応
援
バ
イ
ブ
ル
」
　
を
対
象
者
に
配
付
・育
児
や
介
護
等
で
働
く
時
間
に
制
約
の
あ
る
従
業
員
が
　
生
産
性
を
高
め
て
効
率
的
に
勤
務
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
・育
児
休
業
中
の
従
業
員
も
、
　
本
人
の
希
望
と
会
社
の
承
諾
が
あ
れ
ば
、
　
80
時
間
／
月
以
内
で
在
宅
勤
務
（テ
レ
ワ
ー
ク
）を
　
利
用
し
て
業
務
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
こ
と
に
よ
り
、
　
休
職
期
間
中
に
も
ス
キ
ル
や
知
識
レ
ベ
ル
が
維
持
さ
れ
、
　
ス
ム
ー
ズ
な
職
場
復
帰
に
つ
な
が
っ
て
い
っ
た
・育
児
中
に
も
キ
ャ
リ
ア
が
分
断
さ
れ
に
く
い
こ
と
か
ら
、
　
仕
事
と
育
児
を
両
立
し
な
が
ら
管
理
職
と
し
て
活
躍
す
る
　
女
性
従
業
員
等
も
増
え
つ
つ
あ
る
・在
宅
勤
務
の
取
組
が
メ
デ
ィ
ア
等
で
取
り
上
げ
ら
れ
、
　
入
社
を
志
望
す
る
学
生
も
増
え
た
・経
常
利
益
は
5期
連
続
で
最
高
益
を
更
新
し
て
い
る
・多
様
な
働
き
方
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
　
全
従
業
員
の
生
産
性
向
上
の
た
め
の
施
策
の
一
つ
と
し
て
、
　
対
象
を
拡
大
し
た
在
宅
勤
務
制
度
に
つ
い
て
も
検
討
・在
宅
勤
務
者
に
向
け
た
モ
バ
イ
ル
機
器
の
活
用
に
お
け
る
　
運
用
方
法
・W
eb
会
議
用
の
ブ
ー
ス
の
増
設
2
0
1
7
株
式
会
社
北
都
銀
行
銀
行
秋
田
1,
00
1～
2,
00
0人
全
従
業
員
の
能
力
を
最
大
限
に
発
揮
で
き
る
企
業
風
土
醸
成
の
た
め
・企
業
内
保
育
施
設
の
設
置
・産
休
・育
休
者
へ
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
貸
与
・「
イ
ク
ボ
ス
企
業
同
盟
」に
加
盟
・全
行
員
を
対
象
と
す
る
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
・「
チ
ャ
レ
ン
ジ
7運
動
」（
原
則
定
時
退
行
と
し
、
時
間
外
　
労
働
が
発
生
し
た
際
は
最
終
退
行
時
刻
を
19
時
と
す
る
）
・支
店
長
や
副
支
店
長
を
は
じ
め
と
す
る
管
理
職
に
限
定
し
た
　
在
宅
勤
務
制
度
・企
業
内
保
育
所
を
開
設
（地
域
に
枠
の
25
%を
開
放
）
・妊
娠
中
、
育
児
休
業
中
及
び
先
輩
マ
マ
行
員
の
　
情
報
交
換
の
場
と
し
て
「マ
マ
・ド
ゥ
・カ
フ
ェ
」を
　
開
催
し
、
育
児
や
復
職
へ
の
不
安
を
払
拭
・多
数
の
表
彰
受
賞
に
つ
な
が
っ
た
・取
組
が
メ
デ
ィ
ア
等
に
取
り
上
げ
ら
れ
る
機
会
も
増
え
、
　
志
望
す
る
学
生
も
増
加
傾
向
に
あ
る
・行
員
の
満
足
度
調
査
で
は
、
総
合
満
足
度
は
年
々
　
上
昇
傾
向
に
あ
り
、
直
近
3年
で
は
特
に
、
　
上
司
及
び
会
社
に
対
す
る
評
価
が
大
き
く
上
昇
・テ
レ
ワ
ー
ク
制
度
の
業
務
範
囲
の
拡
大
、
　
利
用
対
象
者
の
拡
大
、
承
認
フ
ロ
ー
の
簡
略
化
を
進
め
　
最
終
的
に
は
全
行
員
が
利
用
で
き
る
制
度
に
す
る
こ
と
・テ
レ
ワ
ー
ク
を
は
じ
め
と
す
る
働
き
方
改
革
を
進
め
、
　
ワ
ー
ク
と
ラ
イ
フ
の
両
輪
を
し
っ
か
り
回
し
、
ビ
ジ
ネ
ス
　
キ
ャ
リ
ア
と
ラ
イ
フ
キ
ャ
リ
ア
を
実
現
す
る
こ
と
で
、
　
多
様
な
人
材
が
イ
キ
イ
キ
と
活
躍
す
る
職
場
を
実
現
す
る
142 
 
 
（出所：厚生労働省「両立支援のひろば」より 2011 年～2017 年の 7 年分の事例を踏まえ筆者が作成） 
20
17
ユ
ニ
リ
ー
バ
・
ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社
製
造
東
京
30
1～
1,
00
0人
20
14
年
に
イ
タ
リ
ア
出
身
の
代
表
取
締
役
 プ
レ
ジ
デ
ン
ト
の
フ
ル
ヴ
ィ
オ
・グ
ア
ル
ネ
リ
が
着
任
し
た
際
、
連
日
残
業
し
て
い
る
従
業
員
を
見
て
、
「な
ぜ
遅
く
ま
で
帰
ら
な
い
の
か
？
」
「家
族
と
は
い
つ
過
ご
し
て
い
る
の
か
？
」
「9
時
の
始
業
に
合
わ
せ
て
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
に
行
列
が
で
き
る
　
の
は
な
ぜ
か
？
」と
素
朴
な
疑
問
を
呈
し
た
こ
と
・フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度
・在
宅
勤
務
制
度
・働
く
場
所
・時
間
を
、
従
業
員
が
自
由
に
選
ぶ
こ
と
が
　
で
き
る
制
度
「W
A
A
」
・1
か
月
の
所
定
外
労
働
時
間
の
目
標
を
45
時
間
に
設
定
・
・「
W
A
A
」に
関
す
る
従
業
員
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
で
は
、
　
「新
し
い
働
き
方
に
よ
り
、
毎
日
が
良
く
な
っ
た
」と
い
う
　
質
問
に
「は
い
」と
回
答
し
た
従
業
員
は
全
体
の
68
％
・「
生
産
性
が
上
が
っ
た
と
感
じ
る
」と
回
答
し
た
　
従
業
員
は
75
％
で
あ
り
、
生
産
性
は
「W
A
A
」導
入
前
と
　
比
較
し
て
30
％
程
度
上
昇
し
た
と
の
回
答
が
得
ら
れ
た
。
・労
働
時
間
が
減
っ
た
と
感
じ
て
い
る
従
業
員
は
　
約
30
％
で
あ
り
、
実
際
、
制
度
導
入
前
と
比
較
し
て
　
所
定
外
労
働
時
間
が
約
10
～
15
%減
少
し
た
・中
途
採
用
に
お
い
て
「W
A
A
」に
関
す
る
関
心
が
　
高
ま
っ
て
い
る
・マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
資
質
　
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
に
は
部
下
の
「管
理
者
」で
は
な
く
　
「フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
」と
し
て
の
役
割
を
期
待
／
　
働
く
時
間
・場
所
が
自
由
度
を
増
す
中
で
も
、
　
効
果
的
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョン
を
と
り
、
　
部
下
を
伸
ば
し
て
い
け
る
資
質
が
必
要
・「
T
ea
m
 W
A
A
 ！
」の
活
動
を
通
し
て
、
　
社
会
に
対
し
て
「新
し
い
働
き
方
」に
つ
い
て
　
発
信
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
日
本
の
「働
き
方
改
革
」
　
を
リ
ー
ド
し
て
い
き
た
い
20
17
株
式
会
社
ワ
イ
ズ
ス
タ
ッ
フ
IT
奈
良
50
人
以
下
会
社
を
設
立
し
た
き
っ
か
け
が
、
「配
偶
者
の
転
勤
や
育
児
に
よ
っ
て
退
職
す
る
こ
と
な
く
、
仕
事
を
続
け
ら
れ
る
会
社
を
つ
く
り
た
い
。
そ
し
て
、
そ
の
よ
う
な
会
社
が
成
功
し
た
ら
、
社
会
も
変
わ
る
の
で
は
な
い
か
」と
の
思
い
で
あ
っ
た
か
ら
・イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
に
構
え
た
「バ
ー
チ
ャ
ル
オ
フ
ィ
ス
」
・通
常
の
業
務
が
場
所
を
問
わ
ず
で
き
る
こ
と
が
基
本
方
針
・配
偶
者
の
転
勤
や
出
産
・育
児
に
よ
り
仕
事
を
一
度
は
　
断
念
し
て
し
ま
っ
た
人
が
、
再
び
能
力
を
発
揮
し
て
い
る
・「
テ
レ
ワ
ー
ク
の
推
進
は
、
社
会
的
に
意
義
の
あ
る
仕
事
　
な
の
で
ぜ
ひ
や
っ
て
み
た
い
」と
い
う
人
や
、
　
「自
分
自
身
も
仕
事
と
家
庭
の
両
立
を
経
験
し
て
、
　
そ
の
大
切
さ
を
実
感
し
て
い
る
の
で
こ
の
働
き
方
を
　
広
め
た
い
」と
い
う
思
い
が
あ
る
優
秀
な
人
た
ち
が
　
集
ま
っ
て
く
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
・大
雪
や
台
風
な
ど
で
オ
フ
ィ
ス
に
出
社
で
き
な
い
場
合
　
で
も
、
当
社
で
は
誰
も
が
自
宅
で
も
仕
事
を
す
る
環
境
　
が
整
っ
て
い
る
た
め
、
通
常
通
り
の
業
務
が
実
施
可
能
・法
律
に
則
っ
た
上
で
、
時
間
あ
た
り
の
生
産
性
の
高
い
働
く
　
意
欲
の
あ
る
人
が
、
し
っ
か
り
働
い
た
こ
と
に
、
き
ち
ん
と
　
報
い
ら
れ
る
評
価
体
系
と
給
与
体
系
を
考
え
る
こ
と
・先
進
企
業
と
し
て
情
報
発
信
を
続
け
る
と
と
も
に
、
　
テ
レ
ワ
ー
ク
を
通
じ
た
地
方
で
の
働
き
方
の
提
案
や
支
援
、
　
テ
レ
ワ
ー
ク
人
財
の
紹
介
、
そ
し
て
地
域
に
お
け
る
教
育
の
　
変
革
に
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
20
17
京
都
信
用
金
庫
金
融
京
都
1,
00
1～
2,
00
0人
以
前
は
結
婚
や
妊
娠
を
機
に
退
職
す
る
職
員
が
多
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
そ
れ
ら
の
理
由
で
退
職
し
た
職
員
が
、
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
等
が
落
ち
着
き
職
場
に
戻
る
こ
と
を
希
望
し
た
時
に
復
帰
で
き
る
制
度
に
よ
り
、
当
金
庫
で
の
キ
ャ
リ
ア
を
活
か
し
て
再
び
活
躍
し
て
欲
し
い
と
い
う
思
い
か
ら
・5
日
間
の
連
続
休
暇
や
2日
間
の
ミ
ニ
休
暇
・本
人
、
家
族
の
誕
生
日
や
記
念
日
等
で
利
用
可
能
な
　
ア
ニ
バ
ー
サ
リ
ー
休
暇
（年
2日
）
・キ
ャ
リ
ア
・パ
ー
ト
ナ
ー
制
度
　
（妊
娠
、
出
産
、
育
児
、
介
護
等
の
理
由
に
よ
り
　
　
退
職
し
た
職
員
が
退
職
時
に
キ
ャ
リ
ア
・パ
ー
ト
ナ
ー
　
　
と
し
て
登
録
す
る
こ
と
で
、
退
職
後
5年
以
内
で
あ
れ
ば
、
　
　
本
人
と
会
社
の
ニ
ー
ズ
が
マ
ッ
チ
し
た
場
合
に
、
　
　
退
職
時
の
待
遇
で
復
職
で
き
る
制
度
）
・配
偶
者
分
娩
休
暇
（3
日
間
、
特
別
休
暇
）
・育
児
休
業
休
暇
（5
日
間
を
有
給
）
・妊
娠
、
出
産
を
経
て
も
継
続
勤
務
す
る
こ
と
が
一
般
的
に
　
な
っ
て
き
て
は
い
る
が
、
家
庭
の
状
況
や
事
情
等
に
よ
り
　
や
む
な
く
退
職
す
る
と
い
う
選
択
を
し
て
も
、
育
児
休
業
を
　
取
得
し
て
復
帰
す
る
の
と
同
様
に
、
職
場
に
復
帰
で
き
る
　
た
め
、
職
員
の
選
択
の
幅
が
広
が
っ
た
・就
職
活
動
中
の
学
生
か
ら
の
安
心
感
に
繋
が
っ
た
キ
ャ
リ
ア
・パ
ー
ト
ナ
ー
制
度
に
お
い
て
、
離
職
期
間
が
長
い
方
も
ス
ム
ー
ズ
に
職
場
に
復
帰
で
き
る
よ
う
、
職
場
復
帰
の
直
前
に
、
通
常
業
務
で
使
用
す
る
端
末
の
操
作
に
つ
い
て
教
え
る
オ
ペ
レ
ー
シ
ョン
研
修
等
、
必
要
な
研
修
や
サ
ポ
ー
ト
を
提
供
す
る
こ
と
20
17
健
祥
会
グ
ル
ー
プ
医
療
福
祉
徳
島
2,
00
1～
5,
00
0人
も
と
も
と
女
性
が
多
く
働
い
て
き
た
福
祉
や
保
育
の
現
場
は
、
女
性
の
活
躍
な
し
に
は
立
ち
行
か
ず
、
人
材
不
足
が
恒
常
的
な
悩
み
で
あ
り
、
良
い
人
財
に
長
く
勤
め
て
も
ら
う
た
め
・退
職
理
由
を
育
児
・介
護
に
限
定
せ
ず
、
や
む
を
得
ぬ
理
由
　
で
退
職
し
た
す
べ
て
の
職
員
に
適
用
さ
れ
る
再
雇
用
制
度
　
（成
否
や
条
件
は
、
本
人
の
在
職
中
の
経
験
、
実
績
、
　
お
よ
び
待
遇
、
離
職
後
の
経
験
、
保
有
資
格
等
を
考
慮
）
・短
時
間
勤
務
制
度
（そ
れ
ぞ
れ
の
事
情
に
応
じ
て
柔
軟
に
、
早
出
・遅
出
の
　
勤
務
シ
フ
ト
を
組
む
）
・職
員
の
事
情
に
合
わ
せ
て
勤
務
地
や
業
務
の
内
容
を
変
更
・配
偶
者
の
転
勤
に
伴
い
、
他
県
所
在
の
施
設
に
異
動
・再
雇
用
制
度
を
通
じ
て
戻
っ
て
き
た
職
員
は
、
　
グ
ル
ー
プ
へ
の
理
解
が
深
く
、
円
滑
に
職
場
に
復
帰
し
、
　
頼
も
し
い
戦
力
に
な
っ
て
い
る
・徳
島
県
内
で
初
め
て
、
女
性
の
活
躍
推
進
が
優
良
な
企
業
　
と
し
て
「え
る
ぼ
し
」認
定
を
取
得
し
た
・ま
だ
ま
だ
少
な
い
男
性
職
員
の
育
児
休
業
取
得
や
　
短
時
間
勤
務
制
度
の
利
用
を
促
し
、
組
織
を
あ
げ
て
　
男
性
の
育
児
参
加
を
後
押
し
し
て
い
く
こ
と
・介
護
業
界
は
決
し
て
い
い
イ
メ
ー
ジ
ば
か
り
で
は
無
い
為
、
　
職
員
の
ワ
ー
ク
・ラ
イ
フ
・バ
ラ
ン
ス
や
健
康
管
理
の
　
取
組
を
進
め
、
そ
の
イ
メ
ー
ジ
を
変
え
な
が
ら
、
多
様
な
　
人
財
が
期
待
と
希
望
に
満
ち
て
集
ま
る
業
界
に
す
る
こ
と
20
17
株
式
会
社
シ
ー
ボ
ン
製
造
神
奈
川
1,
00
1～
2,
00
0人
「美
を
創
造
し
、
演
出
す
る
」と
い
う
企
業
理
念
に
基
づ
き
、
女
性
の
前
向
き
な
明
る
い
生
き
方
を
応
援
し
た
い
と
い
う
思
い
を
踏
ま
え
、
従
業
員
の
約
9割
を
占
め
る
女
性
が
活
躍
で
き
る
よ
う
な
職
場
環
境
に
し
て
い
く
た
め
・マ
タ
ニ
テ
ィ
制
服
の
導
入
・ウ
ェ
ル
カ
ム
バ
ッ
ク
制
度
（出
産
や
育
児
、
介
護
を
は
じ
め
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
等
で
　
退
職
し
た
従
業
員
が
、
退
職
時
の
キ
ャ
リ
ア
や
処
遇
を
　
維
持
し
な
が
ら
再
入
社
す
る
こ
と
が
で
き
る
制
度
）
・E
S向
上
推
進
室
の
設
置
・正
社
員
、
シ
ョー
ト
タ
イ
ム
正
社
員
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
か
ら
　
選
択
で
き
る
雇
用
体
系
・2
01
2年
の
ウ
ェ
ル
カ
ム
バ
ッ
ク
制
度
導
入
以
来
、
　
毎
年
約
30
人
、
20
17
年
度
末
ま
で
に
13
0人
以
上
が
再
入
社
・旧
知
の
従
業
員
が
戻
っ
て
く
る
こ
と
で
、
長
く
店
舗
に
　
通
っ
て
い
た
だ
い
て
い
る
お
客
様
が
喜
ん
で
く
だ
さ
っ
た
・育
児
が
落
ち
着
い
た
40
代
以
降
に
再
入
社
し
た
従
業
員
が
、
　
子
育
て
世
代
の
勤
務
が
難
し
い
夕
方
や
土
日
の
繁
忙
時
間
帯
　
を
カ
バ
ー
し
て
く
れ
て
い
る
・女
性
活
躍
推
進
の
取
組
が
認
め
ら
れ
、
「え
る
ぼ
し
」認
定
　
の
最
高
ラ
ン
ク
で
あ
る
3段
階
目
を
受
け
た
・男
性
の
育
児
参
加
促
進
・仕
事
と
介
護
の
両
立
支
援
・セ
カ
ン
ド
キ
ャ
リ
ア
支
援
（6
0歳
以
降
の
キ
ャ
リ
ア
）
・多
様
な
働
き
方
の
選
択
肢
が
増
え
た
こ
と
に
伴
い
、
　
職
場
に
さ
ま
ざ
ま
な
勤
務
形
態
の
従
業
員
が
一
緒
に
働
く
　
よ
う
に
な
っ
た
の
で
、
従
業
員
同
士
が
お
互
い
の
立
場
を
　
理
解
し
合
い
、
働
き
や
す
い
職
場
を
つ
く
る
こ
と
20
17
セ
ロ
リ
ー
株
式
会
社
製
造
岡
山
10
1～
30
0人
元
々
、
従
業
員
に
女
性
が
多
か
っ
た
こ
と
に
加
え
、
男
性
も
含
め
た
仕
事
と
家
庭
の
両
立
支
援
を
し
や
す
い
職
場
環
境
を
整
備
す
る
国
の
事
業
に
参
加
し
た
た
め
・ウ
ェ
ル
カ
ム
バ
ッ
ク
制
度
　
（結
婚
、
妊
娠
、
出
産
、
育
児
、
介
護
等
の
家
庭
の
事
情
に
　
よ
り
退
職
し
た
社
員
及
び
パ
ー
ト
社
員
を
、
原
則
と
し
て
　
離
職
後
7年
以
内
で
あ
れ
ば
、
本
人
と
会
社
側
の
ニ
ー
ズ
が
　
マ
ッ
チ
し
た
場
合
に
再
雇
用
す
る
制
度
）
・育
児
短
時
間
勤
務
制
度
・子
の
看
護
休
暇
（有
給
／
半
日
単
位
）
・育
児
休
暇
（生
計
維
持
者
は
最
初
の
5日
間
を
有
給
）
・十
分
な
知
識
と
経
験
を
持
っ
て
即
戦
力
と
し
て
復
帰
し
て
　
も
ら
え
る
・結
婚
、
妊
娠
、
出
産
等
を
理
由
と
し
た
離
職
者
は
ほ
と
ん
ど
　
い
な
く
な
っ
た
・仕
事
と
育
児
を
両
立
し
て
い
る
従
業
員
が
増
え
た
こ
と
で
、
　
若
い
従
業
員
も
、
先
輩
の
姿
を
見
な
が
ら
、
出
産
、
育
児
　
を
経
て
も
働
き
続
け
る
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
を
よ
り
具
体
的
　
に
描
き
や
す
く
な
っ
た
制
度
利
用
者
も
周
囲
の
従
業
員
も
互
い
に
相
手
に
配
慮
し
、
や
る
べ
き
こ
と
を
や
っ
て
支
え
合
う
と
い
う
循
環
を
、
し
っ
か
り
回
し
続
け
て
い
く
こ
と
